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自己評価結果の概要 
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足立区は、平成２８年１０月に、３０年後を見据えた区民と行政の共通の目標とな

る「足立区基本構想」を策定しました。 

基本構想で示した将来像「協創力でつくる 活力にあふれ進化し続ける ひと・ま

ち 足立」の実現に向け、基本計画では、区政全体の目標や基本的な考え方、具体的

な施策を、「ひと」「くらし」「まち」「行財政」の４つの視点、７つの柱立て、

１６の施策群、５２の施策により体系的に整理し、中間年にあたる令和２年度には中

間検証を行い、令和３年３月に改定を行いました。その結果、施策は５０に集約され

ました。 

足立区では、行政評価を「区役所が行う様々な活動を、一定の基準・視点にしたが

って定期的に評価し、そこで得られた評価結果を次の計画立案や事業改善へと反映さ

せる一連の作業」と定義し、ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる区政経営の一連の

過程の中で実施しています。また、「行政評価制度」を通じて計画の進捗管理を行っ

ています。 

基本計画についても、５０の施策全てにその目指すべき姿や方向性の達成度を測る

具体的な指標と数値目標を掲げ、行政評価を実施しています。 

このたび、施策および事務事業について、自己評価結果（令和４年度事業実施分）

をまとめましたので、ご報告いたします。 

【ＰＤＣＡのマネジメントサイクル】 

令和５年度行政評価（令和４年度事業実施分） 

自己評価結果の概要 

従来の実績や将来の予測などを
もとにして業務計画を作成する

計画に沿って業務を行う

業務の実施が計画に沿って
いるかどうかを確認する

実施が計画に沿っていない
部分を調べて処置をする

Plan

DoCheck

Action
(改善) (計画)

(実施)(評価)

CheckからActionまでの流れが行政評価

自己評価結果の概要

概要-1



【評価の体制】 

施策評価についてはその施策を担当している部、事務事業評価については実際に

事業を実施している課が自己評価を行っています。 

【自己評価の対象】 

・ 施策評価：基本計画の全ての施策（５０施策）

・ 事務事業評価：令和４年度に実施した全ての事務事業（６５０事業）

※ 事務事業の評価結果は、別冊「事務事業評価調書」に記載しています。

自己肯定感を
持ち、生き抜く
力を備えた人

自ら考え行動
し、その成果を
地域に活かす
人

地域とともに
築く、安全な
くらし

いつまでも
健康で住み
続けられる
安全なくらし

地域の個性
を活かした
都市基盤が
整備された
まち

活力と
にぎわいの
あるまち

区民の活躍
とまちの活力
を支える行財
政

７つの柱立て

16の施策群

50の施策

事務事業

重点プロジェクト事業

足立区基本計画

足立区基本構想

「協創力でつくる 活力にあふれ 進化し続ける ひと・まち・足立」

４つの視点

将来像

ひと くらし まち 行財政

施策 50 施策 

重点プロジェクト事業 
評価対象の 45事業 

部内評価（1次評価） 

一般事務事業(635 事業) 

選定された一部の事務事業 

約 15 事業 

庁内評価（2次評価） 

庁内評価委員会 
政策経営部、総務部

を中心に委員会を構

成。全庁的な視点で

検証・評価します。 

外部評価（３次評価） 

区民評価委員会 
学識経験者と公募によ

る区民 17名で構成。

区民及び専門家の視

点で検証・評価します。 

自己評価 第三者評価（参考：重点プロジェクトと一部の事務事業のみ）

二次評価以降に進まない事務事業 

重点プロジェクト事業 

施策評価 

事務事業評価 

自己評価結果の概要

概要-2



【評価調書の項目説明】 

１ 施策評価調書 

（１）協働・協創の取組み

協働・協創の取り組み状況を見える化するために設けた評価項目です。

（２）SDGs が目指す目標（ターゲット）との関連及び評価

令和２年度に実施した基本計画の中間検証において、各施策と SDGs の１７の

目標との関係を整理しました。本項目は、各施策における SDGs の１７の目標と

の関係や取り組み状況を具体的に評価するため、新たに設けた項目です。 

（３）指標

区が保有するデータまたは世論調査の結果等の活用により数値を把握できる

もので、できるだけ区民の生活や意識、行動などの変化を測れるものとしていま

す。 

（４）目標値、実績値

基本計画で定めた数値を基本に記載しています。

なお、中間検証により指標を変更したもの、新規に指標を設定したもののうち、

実績値と目標値が遡って取れないものについては、「－」としています 

指

標

指標名 

定義等 

単 位 平成31年度 

平成27年度

令和2年度 

平成29年度

令和3年度 

平成26年度

令和4年度 

平成228 年

度

令和5年度 

平成30年度

目 標 値 
目 標 値 - 

実 績 値 R6 

達 成 率 

また、「３ 投入コスト」については、「中間検証前の計画期間」、及び「現

年度（令和５年度）」を斜線にしています。 

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

事業費 

人件費 

総事業費 

前年比（金額） 

（５）施策への貢献度（事業一覧の右端欄）

各施策に配置した事業について絶対評価（A・B・C）で示しています。施策目

的の達成に貢献した度合いで評価しています。 

自己評価結果の概要

概要-3



（６）２次評価および最終評価について

現在、庁内評価委員会(２次評価)および区民評価委員会(最終評価)では、「重

点プロジェクト事業（※）」と「一般事務事業の一部」を対象として評価を実施

しています。施策と事務事業（庁内評価委員会および区民評価委員会の評価対象

の事務事業を除く）については自己評価までとしています。そのため、施策評価

調書の下記の欄は空欄となっています。 

※ 「基本計画」で定めた「ひと」「くらし」「まち」「行財政」の４つの視点に基

づき、刻々と変化する課題に迅速かつ的確に対応するため、特に優先度の高い取

り組みを重点プロジェクトとして選定しています。

２ 事務事業評価調書 

（１）指標

その事業で実施した取組みの量や結果などを示すものとしています。

（２）投入資源（人件費）

常勤・非常勤職員の平均給与で算出しています。

（３）視点別事務事業評価

妥当性、有効性など６分野１０項目で評価しています。

（４）総合評価

事業の評価を総合的に判断し、拡充・縮小等６つの項目で評価しています。

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 

評価の反映結果 

5 庁内評価委員会-２次評価 6 区民評価委員会-最終評価 

反映結果 

達成状況 

方 向 性 

自己評価結果の概要

概要-4



【令和４年度実績 施策 成果指標の達成率の分布割合】 

１ 足立区基本計画の目標値に対する令和４年度の達成状況について 

足立区基本計画の目標値に対する各施策の成果指標の達成率は、５割超の指標が

９０％を超えており、令和３年度と比べると着実に達成率を伸ばしています。 

一方、達成率が７０％未満の指標は約２割存在しています。特に達成率の低い指

標については、計画期間内に目標を達成できるよう、早急な原因分析と効果的な

対策を講じてまいります。 

 

 

達成率 指標数 比率 

100％以上 21 18% 

90％以上 100％未満 41 36% 

80％以上 90％未満 15 13% 

70％以上 80％未満 11 10% 

60％以上 70％未満 10 9% 

50％以上 60％未満 5 4% 

50％未満 12 10% 

合計 115 100% 

※ 成果指標総数は 119 ありますが、毎年アンケート調査を実施していない等、事情により実績値を算出できない指標は

除外しています。

※ 1 施策につき複数の成果指標を設定しているため、指標数と施策数は一致していません。

※ 比率は四捨五入しているため、必ずしも合計値が 100 にならない場合があります。

自己評価結果の概要

概要-5



【成果指標①】
小児生活習慣病予防健診における「管理不要」と「正常」の割合（中
学２年生）

73.20% 73.70% 93% 79% 93%

【活動指標①】
ごはん、みそ汁、目玉焼き程度の料理を自分で作ることができる子ど
もの割合

70% 70% 78% 100% 70%

【成果指標②】
むし歯のある児童・生徒の割合（※小学生）
※低減目標

38.0% 36.1% 100% 36% 100%

【活動指標②】
給食後の歯みがき（全学年・毎日）を実施する小・中学校の割合
（※小学校）

12% 13% 65% 100% 13%

【成果指標③】
全国学力学習状況調査で「いじめはどんなことがあってもいけない」
に肯定的回答をした小・中学生の割合（※小学６年生）

96.2% 96.4% 99% 100% 96%

【活動指標③】
教員対象の人権教育の研修会の参加小・中学校の割合

92.3% 100.0% 100% 100% 100%

【成果指標①】
基本的生活習慣が身についている小学１年生の割合

86.9% 87.8% 98% 90% 98%

【活動指標①】
教育・保育力向上研修（年齢別運動遊び研修を含む）への参加職員
数（保育士、幼稚園教諭等）

2,318 2,840 135% 2,100 135%

【成果指標②】
「全国学力・学習状況調査」における国の正答率との差（※国語）

4.5 1.5 30% 5.0 30%

【活動指標②】
「足立区学力定着に関する総合調査」で「学校の授業はわかる」に肯
定的な回答をした児童・生徒の割合（※小学生）

88.2% 87.7% 97% 90% 97%

【成果指標③】
「自分から積極的に発言、意見を出し合うことができたと思う」に肯定
的な回答をした児童・生徒の割合（※小学生）

74.3% 74.3% 99% 80% 93%

【活動指標③】
協働的な学習の中で児童・生徒にプレゼン機能を活用させた教員の
割合（※小学校）

34.3% 48.2% 80% 70% 69%

【成果指標①】
就学相談により、障がいがある等の特別な支援が必要な児童・生徒
の就学先が決定した割合

99% 99% 99% 100% 99%

【活動指標①】
就学相談を実施した件数

1,218 1,136 93% 1,220 93%

【成果指標②】
不登校発生率（小学校）

1.03% 1.23% 60% 0.74% 60%

【活動指標②】
校内委員会において支援方法等を協議した延べ回数
（参考：対象児童・生徒数1,600人）

5,576 5,580 93% 6,000 93%

【成果指標③】
家庭や生活環境も踏まえた不登校支援を行うＳＳＷ（ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰ
ｶｰ）により不登校等が解決または改善した割合

39% 36% 103% 40% 90%

【活動指標③】
ＳＳＷが相談を受けた人数
（参考：H27年度SSW人数３人、R元年度14人、R2年度15人）

473 439 98% 450 98%

【成果指標①】
平成29年～令和6年度の改築・全体保全工事予定校22校のうち改
築・全体保全工事が完了した学校数

15 18 106% 22 82%

【成果指標②】
トイレ改修、教室照明ＬＥＤ化、ガラス改修計画、学校毎の改修対象
工事が全て完了した学校の割合

21% 39% 89% 70% 56%

【成果指標③】
全小・中学校に占める「適正規模校」の割合

59% 59% 92% 66% 89%

【活動指標③】
統合した学校数

6 8 100% 10 80%

【成果指標④】
開かれた学校づくり協議会型コミュニティ・スクールの設置校数

13 13 93% 17 76%

【活動指標④】
開かれた学校づくり協議会の実施回数

626 948 62% 2,171 44%

【成果指標①】
「足立区学力定着に関する総合調査」で、「自分には良いところがあ
ると思う」に肯定的な回答をした割合

71.6% 72.8% - 72% 101%

【活動指標①-1】
大学連携による体験活動後に「新しいことを知ったりチャレンジした
い」と回答した子どもの割合

87% 89% 99% 90% 99%

【活動指標①－2】
自然教室において「最後までやり遂げた」「自分の役割を果たすこと
ができた」などと回答した児童・生徒の割合

88% 89% 114% 80% 111%

【成果指標②】
中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生のう
ち高校を中途退学した人の割合

1.6% 3.9% 0% 0% 0%

【活動指標②-1】
中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生等
の数

129 133 102% 90 148%

【活動指標②-2】
高校中途退学に関わる中学校・高等学校連絡協議会の開催回数

1 3 100% 3 100%

ひ
と

R4年度
実績
（B）

R4年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

1.1
児童・生徒の心
身の健全な発達
の支援

1.2

確かな学力の定
着に向けた就学
前から義務教育
期までの取組み

1.5

子ども・若者が
たくましく生き抜
く力を育むため
の成長支援

1.3
課題を抱える子
どもの状況に応
じた支援の充実

1.4

安全・快適に学
べる教育施設の
整備と学校運営
の充実

【各指標の達成状況】

R4年度実績対
R4年度目標値

（達成率）

R3年度
実績
（A）
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R4年度
実績
（B）

R4年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【各指標の達成状況】

R4年度実績対
R4年度目標値

（達成率）

R3年度
実績
（A）

【成果指標①】
早期（37週未満）に産まれた子どもの割合
＊低減目標

5.8% 5.5% 98% 5.3% 96%

【活動指標①】
妊娠届で把握した要支援者（D妊婦）に4回以上訪問等を実施した割
合

98.7% 100.0% 102% 98% 102%

【成果指標②】
妊娠届出者に対し個別のケアプランを作成した割合

88.9% 94.8% 95% 100% 95%

【活動指標②】
妊娠届出者に対し「スマイルママ面接」を実施した割合

88.9% 94.8% 97% 100% 95%

【成果指標③】
3～4か月児健診時アンケートで「赤ちゃん訪問を受けて安心した」と
答えた親の割合

95.3% 96.0% 99% 97% 99%

【活動指標③】
こんにちは赤ちゃん訪問時における産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）の実
施率

86.6% 91.8% 102% 100% 92%

【成果指標①】
保育需要に対する待機児童率
※低減目標

0.01% 0.00% 100% 0% 100%

【活動指標①】
保育施設整備数（累計）

4 4 133% 5 80%

【成果指標②】
指導検査実施施設中の文書指摘を受けた施設数の割合
※低減目標

31.0% 39.0% 72% 10% 26%

【活動指標②】
国の指針または「足立区教育・保育の質ガイドライン」を活用した保育
実践をしている施設の割合

85% 85% 98% 85% 100%

【成果指標③】
学童保育室の待機児童率
※低減目標

3.7% 4.4% 0% 4.6% 105%

【活動指標③】
区内３３地区のうち学童保育室の受け入れ可能数が学童保育需要を
満たさない地区の数
※低減目標

17 21 71% 13 62%

【成果指標①】
児童虐待解決率

65% 72% 90% 80% 90%

【活動指標１】
児童虐待受理件数

1,028 1,464 132% 1,345 109%

【成果指標②】
児童扶養手当を受給している母子世帯の正規雇用率

38.1% 38.4% 91% 45% 85%

【活動指標②】
ひとり親家庭向け就労支援事業を活用した人数

152 194 121% 200 97%

【成果指標③】
就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯で困
りごとが解消した人の割合

37% 39% 87% 70% 56%

【活動指標③】
就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯の実
態を把握し必要な働きかけを行った回数

1,158 1,208 104% 1,200 101%

【成果指標①】
区世論調査で「この1年間に講座や講演会、サークル活動等に参加し
た、または今後参加したい」と答えた区民の割合

22.9% - - 30% -

【活動指標①-1】
文化・読書・スポーツ活動協創推進事業の回数（分野間連携事業）

752 1130 143% 3,360 34%

【活動指標①-】
文化芸術交流会の開催回数

0 1 25% 6 17%

【成果指標②】
足立区の文化財や伝統芸能に触れたことがある区民の割合

37.7% - - 70% -

【活動指標②-1】
文化資源を活用した企画展等の来館者数

6,528 11,293 141% 22,000 51%

【活動指標②-2】
郷土芸能を保存・伝承する団体の活動を鑑賞した人数

0 0 0% 1,200 0%

【成果指標①】
講座や講演会、サークル活動などに参加した区民の割合

4.3% 5.0% 38% 15% 33%

【活動指標①-1】
各学習センター事業の数

1,820 4,029 152% 2,650 152%

【活動指標①-2】
各学習センター登録団体等が区民や地域に学習機会を提供した数

61 99 47% 267 37%

【成果指標②】
区政に関する世論調査で、「最近1か月に本を読んだ」と回答した区
民の割合

44.2% 45.1% 76% 59% 76%

【活動指標②】
「あだちはじめてえほん」事業のアンケートで、「子どもの読書と保護
者の読書の関連を知っている」と回答した区民の割合

51.7% 52.0% 80% 75% 69%

ひ
と

2.2

子育てと仕事の
両立支援（待機
児対策と教育・
保育の質の向
上）

2.3
虐待の防止とひ
とり親家庭への
支援

2.1

妊娠、出産、子
育てへの切れ目
のない支援の充
実

3.1
文化・芸術活動
の充実と郷土の
歴史継承の支援

3.2
生涯学習活動の
充実と地域にお
ける学びの循環

自己評価結果の概要
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R4年度
実績
（B）

R4年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【各指標の達成状況】

R4年度実績対
R4年度目標値

（達成率）

R3年度
実績
（A）

【成果指標①】
定期的にスポーツをする人の割合

56% 57.0% 92% 62% 92%

【成果指標②】
週１回以上運動・スポーツをする区民の割合

44% 45% 100% 49% 92%

【活動指標②-1】
体育協会、スポーツ施設、総合型地域クラブの事業参加者数

144,483 185,564 44% 421,000 44%

【活動指標②-2】
自宅や職場などの身近な場所で運動・スポーツを行う区民の割合

- 69% 153% 73% 95%

【成果指標③】
「あだちスポーツコンシェルジュ」を通じて継続的な運動・スポーツの
実施につながった障がい者の人数（累計）

19 29 42% 136 21%

【活動指標③】
区主催の「初級障がい者スポーツ指導員養成講習会」の修了者数
（累計）

151 183 108% 209 88%

【成果指標①】
過去のアンケートで課題となっている4つの人権問題について偏見や
差別がないと感じる区民の割合

30.4% 28.5% 79% 40% 71%

【活動指標①-1】
人権に関わる団体等と共催した講座回数

0 3 100% 4 75%

【活動指標①-2】
偏見や差別解消に向けた取組みを行っている庁内各課と連携した広
報紙による啓発回数

6 7 100% 10 70%

【成果指標①】
「男女が対等な立場で意思表示や活動をすることができ、また責任も
分かちあっている」と感じている区民の割合

34% 30% 75% 50% 60%

【活動指標①-1】
足立区各種審議会・委員会等への女性の参画率

35% 35% 95% 40% 88%

【活動指標①-2】
足立区WLB認定企業の数

112 134 112% 140 96%

【成果指標②】
身体的暴力以外のDV（精神的・経済的・社会的・性的）の認知度

49.0% 49.0% 82% 75% 65%

【活動指標②-1】
区民向けDV防止講座開催回数

10 10 71% 14 71%

【活動指標②-2】
DV防止のためのリーフレット配布部数

5,410 10,911 182% 6,000 182%

【成果指標①】
国際理解教育を実施した小・中学校における異文化への関心度

48% 60% 109% 65% 92%

【活動指標①】
小・中学校への国際理解教育講師派遣クラス数

21 69 138% 110 63%

【成果指標②】
国籍、文化等が異なる人々がともに暮らしやすいまちだと感じる区民
の割合

43% 40% 108% 37% 108%

【活動指標②-1】
外国人生活相談対応件数

2,228 2,324 87% 2,748 85%

【活動指標②-2】
区民向けの行政文書・通知書の翻訳依頼に対して外国人相談員が
対応できた割合

100% 100% 100% 100% 100%

【活動指標②-3】
日本語ボランティア教室開催回数

233 440 102% 580 76%

【成果指標①】
「自らを含めた地域の人々が、日常生活の中で高齢者・障がい者等
の多様な人々に配慮している」と思う区民の割合

36.8% 34.9% 73% 50% 70%

【活動指標①-1】
小学校高学年向けのユニバーサルデザイン出張講座の実施延べ回
数

33 41 103% 60 68%

【活動指標①-2】
一般区民向け講演会、UD製品展の参加者人数

93 93 17% 550 17%

【成果指標②】
ユニバーサルデザイン推進計画「柱３ 便利に生活できる『まちづく
り』」にある施設整備に関する施策の評価点の平均

4.3 4.5 107% 4.2 107%

【活動指標②-1】
平成29年度以降にバリアフリーに対応した整備を行った歩道の延長
(ｍ)

2,430 3,040 105% 4,000 76%

【活動指標②-2】
バリアフリーまたはUDに配慮した公共施設の整備数（累計）

30 39 98% 60 65%

4.4 ユニバーサルデ
ザインの推進

ひ
と

4.1
人権尊重意識の
啓発

4.2 男女共同参画社
会の推進

4.3
多文化共生社会
の実現

3.3
生涯スポーツ活
動の充実と地域
還元

自己評価結果の概要
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R4年度
実績
（B）

R4年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【各指標の達成状況】

R4年度実績対
R4年度目標値

（達成率）

R3年度
実績
（A）

【成果指標①】
結核り患率（人口10万対）
※低減目標

12.5 12.4 126% 14.9 120%

【活動指標①】
乳幼児のＢＣＧ定期予防接種率

92.7% 90.8% 92% 100% 91%

【成果指標②】
最流行期（2月）のインフルエンザ定点報告数
※低減目標

0 15 204% 30 49%

【活動指標②】
帰宅時に手洗いを実施している区民の割合

96.4% 93.4% 93% 100% 93%

【成果指標③】
区内の医療機関からの感染症発生届の期日内での提出率

80.8% 84.8% 85% 100% 85%

【活動指標③】
医師会との感染症対策会議実施回数（年１回以上）

48 72 144% 2 3600%

【成果指標①】
食品・水・薬品及び関連施設等の検査適合率

95.7% 95.6% 98% 100% 96%

【活動指標①】
食品・水・薬品及び関連施設等の監視指導数

7,048 6,867 86% 8,519 81%

【成果指標②】
ごみがなく地域がきれいになったと感じる区民の割合

58.2% 59.8% 120% 50% 120%

【活動指標②-1】
ごみ屋敷の解決率

84.1% 85.4% 107% 80% 107%

【活動指標②-2】
不法投棄処理個数
※低減目標

7,154 7,910 86% 7,138 90%

【活動指標②-3】
落書き消去率

98.5% 95.0% 95% 100% 95%

【成果指標①】
消費生活相談解決率

97.8% 97.3% 99% 98% 99%

【活動指標①】
消費生活に係わる情報発信回数

46 60 120% 50 120%

【成果指標②】
くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）が啓発活動を行った対象人数

905 1,119 75% 2,000 56%

【成果指標③】
区内における特殊詐欺の被害件数
※低減目標

93 127 71% 100 79%

【活動指標③-1】
自動通話録音機の貸与合計（累計）

8,399 10,494 101% 14,500 72%

【活動指標③-1】
特殊詐欺防止に係わる情報発信回数

57 55 92% 60 92%

【成果指標①】
体感治安が「良い」と感じる人の割合

62.7% 64.5% 102% 65.6% 98%

【活動指標①-1】
区内刑法犯認知件数
※低減目標

3,212 3,664 82% 3,700 101%

【活動指標①-2】
「ながら見守り」参加登録者数（累計）

2,487 3,159 106% 4,100 77%

【活動指標①-3】
防犯に関する情報発信件数（「メールけいしちょう」を除く）

67 109 142% 100 109%

【活動指標①-4】
不法投棄処理個数
＊低減目標

7,154 7,910 86% 7,138 90%

【活動指標①-5】
落書き消去率

98.5% 95.0% 95% 100% 95%

【成果指標①】
「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体が所
有及び賃貸している施設の数
※低減目標

3 3 67% 0 0%

【活動指標①】
「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体の解
散撤退を求める住民協議会への支援回数

16 18 106% 20 90%

【活動指標②】
暴力団事務所撤退に向けた警察や暴追センター等関係機関との協
議回数

10 12 100% 18 67%

く
ら
し

5.2
食品等の安全確
保と生活環境の
維持・改善

5.4
ビューティフル・
ウィンドウズ運動
のさらなる推進

5.5
反社会的団体等
の排除

5.3

消費者被害や特
殊詐欺被害を未
然に防ぎ、区民
の暮らしを守る

5.1 感染症対策の充
実

自己評価結果の概要
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R4年度
実績
（B）

R4年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【各指標の達成状況】

R4年度実績対
R4年度目標値

（達成率）

R3年度
実績
（A）

【成果指標①】
環境のために、節電や節水など省エネルギーを心がけている区民の
割合

48.2% 54.5% 82% 70% 78%

【活動指標①-1】
地球温暖化に関する講座等の実施回数

147 236 124% 260 91%

【活動指標①-2】
地球温暖化に関する広報紙やＳＮＳの情報発信回数

241 355 127% 365 97%

【成果指標②】
区内の再生可能エネルギーの導入容量（累計・kW）

39,681 41,112 102% 45,000 91%

【活動指標②】
区の助成により導入された年間の太陽光発電の導入量(kW)

649 716 99% 720 99%

【成果指標③】
区施設の年間電気使用量(MWh)
※低減目標

57,938 58,846 95% 53,545 91%

【成果指標①-1】
区民一人１日あたりの家庭ごみ排出量(ｇ)
※低減目標

532.8 516.2 95% 470 91%

【成果指標①-2】
区内のごみ量（区収集ごみ量+事業系持込ごみ量）（ｔ）
※低減目標

173,721 172,220 96% 158,400 92%

【活動指標①-1】
プラスチックごみ削減のため、マイバッグを使うなどして不要なレジ袋
を断っている区民の割合

79.3% 77.0% 103% 75% 103%

【活動指標①-2】
家庭ごみにおける未利用食品の割合
※低減目標

4.1% 3.8% 82% 2.76% 73%

【成果指標②】
資源化率

19.79% 19.52% 93% 21.5% 91%

【活動指標②】
資源回収量（ｔ）

31,896 30,504 98% 30,900 99%

【成果指標①】
介護が必要になっても今の地域で安心して暮らし続けられると思う高
齢者の割合

66.0% 67.3% 99% 70% 96%

【活動指標①-1】
区が実施する介護予防事業に参加した高齢者の割合

24.4% 25.1% 139% 20% 126%

【活動指標①-2】
チェックリストで認知症の疑いが判明し医療機関や介護保険につな
げた高齢者の割合

26.4% 25.2% 76% 40% 63%

【活動指標①-3】
あだちお部屋さがしサポート事業の高齢者利用者数

32 30 103% 110 27%

【活動指標①-4】
特別養護老人ホーム整備済床数（累計）

2,903 3,082 101% 3,483 88%

【活動指標①-5】
自宅での看取りの件数（人口10万人あたりの件数）

- - - 170 -

【成果指標①】
在宅で障害福祉サービスを利用する障がい児・者への満足度調査で
肯定的な回答をした人の割合

- 63.0% 84% 75% 84%

【活動指標①】
指定特定相談支援事業所の箇所数

28 31 62% 50 62%

【成果指標②】
こども支援センターげんきにおける発達相談件数

1,311 1,491 117% 1,290 116%

【活動指標②】
「気づきのしくみ」から発達相談につながった件数

86 96 107% 110 87%

【成果指標①】
高齢者虐待及び対応困難ケースの通報件数

493 452 94% 500 90%

【活動指標①】
高齢者虐待以外の困難ケースの通報件数

195 142 109% 150 95%

【成果指標②】
障がい者虐待通報・相談件数

51 40 67% 70 57%

【活動指標②】
障がい者の虐待相談等に係る関係機関等への助言

34 61 122% 200 31%

【成果指標③】
区民の成年後見制度利用者数

1,253 1,227 94% 1,400 88%

【活動指標③】
成年後見制度に関する相談受付件数（権利擁護センターあだち分）

3,768 3,778 99% 4,000 94%

7.1

高齢者が住み慣
れた地域で暮ら
し続けられる、地
域包括ケアシス
テムなどの体制
の充実

7.2

障がい者などが
必要なときに必
要な支援を受け
られる体制の充
実

6.1
地球温暖化対策
の推進

6.2
ごみの減量・資
源化の推進

7.3

高齢者、障がい
者のセーフティ
ネット（虐待対応
等）と権利擁護

く
ら
し

自己評価結果の概要
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R4年度
実績
（B）

R4年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【各指標の達成状況】

R4年度実績対
R4年度目標値

（達成率）

R3年度
実績
（A）

【成果指標①】
生活困窮者における就労等決定者数（就労決定・進路決定者数）

264 269 79% 330 82%

【活動指標①】
生活困窮者自立支援相談件数

6,876 5,640 89% 6,500 87%

【成果指標②】
生活保護受給世帯の「その他の世帯」の就労率（稼動収入認定のあ
る世帯の割合）

39.2% 37.1% 77% 50% 74%

【活動指標②】
包括的就労支援事業利用者数

1,562 1,087 72% 1,500 72%

【成果指標③】
生活保護受給世帯の高等学校等の中退率
※低減目標

3.0% 4.9% 90% 4% 82%

【活動指標③】
有子世帯係における子どもの現認率（夏季休業期間）

95.8% 97.6% 100% 100% 98%

【成果指標①】
家族・友人・知人以外に何かあった時に相談する相手がいる高齢者
の割合

57.7% 58.0% 98% 60% 97%

【活動指標①-1】
民生・児童委員が扱う相談・支援件数

30,489 36,815 61% 56,000 66%

【活動指標①-2】
「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」実施団体数

96 105 103% 110 95%

【成果指標②】
家族や行政以外に、相談できる相手がいる障がい者の割合

46.6% 33.1% 66% 50% 66%

【活動指標②-1】
民生・児童委員が扱う相談・支援件数

30,489 36,815 61% 56,000 66%

【活動指標②-2】
障がい関連ネットワークの開催回数

47 60 133% 45 133%

【成果指標①】
区民の健康寿命（男性）

- 78.41 99% 78.9 -

【活動指標①-1】
あだちベジタベライフ協力店登録数

875 827 92% 900 92%

【活動指標①-2】
元気な職場づくり応援事業支援事業所数（累計）

5 10 67% 25 40%

【活動指標①-3】
区民の１日あたりの推定平均野菜摂取量（ｇ）

219 233 78% 320 73%

【活動指標①-4】
この一年間で何らかのがん検診を受診した区民の割合

38.1% 37.0% 74% 50% 74%

【活動指標①-5】
自宅や職場などの身近な場所で運動・スポーツを行う区民の割合

- 69.0% 153% 73% 95%

【成果指標①】
安心して受診できる医療機関が身近にある」と感じている区民の割合

66.0% 66.3% 98% 70% 95%

【活動指標①】
休日応急診療所における開設予定日数に対する実際に開設できた
日数の割合

100% 100% 100% 100% 100%

【成果指標②】
窓口アンケートにおける窓口の「要件終了までの時間」が早いと感じ
ている区民の割合

89.8% 92.0% 101% 93% 99%

【活動指標②】
委託従事者の業務習熟度（点）

3.00 3.40 110% 3.00 113%

【成果指標①】
国民健康保険の一人あたり療養諸費（東京都平均を100としたときの
指数で対比）
※低減目標

105.3% 105.3% 98% 102.1% 97%

【活動指標①-1】
特定健診の受診率

41.3% 42.0% 74% 60% 70%

【活動指標①-2】
ジェネリック医療品の使用率（国民健康保険）

78.6% 79.8% 100% 82% 97%

【成果指標②】
後期高齢者医療制度の一人あたりの療養諸費（東京都平均を100と
したときの指数で対比）
※低減目標

105.4% 105.4% 95% 100% 95%

【活動指標②-1】
後期高齢者医療健診の受診率

50.6% 51.1% 93% 70% 73%

【活動指標①-2】
ジェネリック医療品の使用率（後期高齢者医療制度）

78.1% 79.0% 99% 82% 96%

く
ら
し 8.1

住んでいると自
ずと健康になれ
る仕組みの構築

8.2
地域における保
健・医療体制の
充実

7.5

民生・児童委員
などとの連携強
化等を通じ、地
域で支え合う体
制の充実

7.4

くらしやしごとに
困っている人
が、状況に応じ
た保障や支援を
受けられる体制
の充実・強化

8.3
持続可能な医療
保険制度の運営

自己評価結果の概要
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R4年度
実績
（B）

R4年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【各指標の達成状況】

R4年度実績対
R4年度目標値

（達成率）

R3年度
実績
（A）

【成果指標①】
重点的に取組む密集市街地の不燃領域率

63.2% 64.1% 99% 67% 96%

【活動指標①-1】
不燃化特区内の老朽住宅等除却棟数

256 248 77% 340 73%

【活動指標①-2】
密集事業で整備した公園の総数（西新井駅西口周辺・千住仲町・千
住西の3地区内）（累計）

10 10 100% 14 71%

【成果指標②】
住宅の耐震化率

92.6% 92.9% 99% 94% 99%

【活動指標②-1】
個別相談会開催回数

26 20 100% 44 45%

【活動指標②-2】
耐震改修工事助成申請件数

236 204 68% 400 51%

【成果指標①-1】
水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている区民の割合

73.0% 72.0% 96% 74% 97%

【成果指標①-2】
自分の住む地域の避難場所とその意味を知っている区民の割合

61.4% 60.7% 96% 75% 81%

【活動指標①-1】
地震体験車を活用した啓発イベントの開催回数

42 84 84% 150 56%

【活動指標①-2】
防災講演会等の開催回数

15 49 74% 80 61%

【成果指標②】
地区防災計画策定団体数（累計）

64 79 100% 97 81%

【活動指標②】
防災区民組織に対して資機材の点検や訓練などの個別支援を行っ
た回数（累計）

35 26 26% 600 4%

【成果指標①】
水害のおそれがある際に避難所以外で避難する場所を事前に決め
ている区民の割合

61.0% 57.0% 88% 75% 76%

【活動指標①】
「『足立区洪水ハザードマップ』を見たことがあり、自宅周辺の状況を
理解した」と回答した区民の割合

28.7% 33.3% 111% 50% 67%

【成果指標②】
避難所開設時の「手順書」に基づいた開設訓練を実施した避難所数

14 27 34% 164 16%

【活動指標②】
避難所開設時の「手順書」を作成済みの避難所数

141 142 88% 164 87%

【成果指標③】
コミュニティタイムラインに基づいた避難訓練を実施した地区数

2 4 100% 11 36%

【活動指標③】
コミュニティタイムライン策定地区数

2 4 100% 11 36%

【成果指標①】
交通不便地域の解消に資する交通手段導入数

1 0 0% 1 0%

【活動指標①】
交通手段導入に関する地域公共交通会議等の開催回数（累計）

7 12 133% 20 60%

【成果指標②】
区内の都市計画道路整備延長の割合

78% 78% 96% 82% 95%

【活動指標②】
優先整備路線（区施行）等に必要な用地取得面積を100とした場合の
累計取得率

48% 50% 98% 59% 85%

【成果指標①】
道路損傷等による事故発生件数（区道）
※低減目標

2 2 0% 0 0%

【活動指標①-1】
平成29年度以降にバリアフリーに対応した整備を行った歩道の延長
（ｍ）

2,430 3,040 105% 4,000 76%

【活動指標①-2】
足立区無電柱化計画路線における整備着手率

18.2% 18.2% 86% 23.8% 76%

【成果指標②】
交通事故死傷者数
※低減目標

1,803 2,011 65% 1,100 55%

【活動指標②】
スタントマンを活用した体験型交通安全教室参加人数、自転車教室
参加人数、保育園等交通安全教室参加人数

17,610 20,932 91% 25,000 84%

ま
ち

9.1
震災や火災など
に強いまちづくり
の推進

水害の防止と水
害に備えた区民
意識の向上

10.1
スムーズに移動
できる交通環境
の整備

10.2
安全に利用でき
る道路環境の整
備

9.2

震災に備えた区
民意識の向上と
地域防災力の強
化

9.3

自己評価結果の概要
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R4年度
実績
（B）

R4年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【各指標の達成状況】

R4年度実績対
R4年度目標値

（達成率）

R3年度
実績
（A）

【成果指標①】
「景観・街並みが良好である」と思う区民の割合

53.1% 53.4% 109% 50% 107%

【活動指標①-1】
景観の届出の内容が反映された完了届出割合

78.1% 71.2% 105% 75% 95%

【活動指標①-2】
まち歩き、ワークショップ等の開催回数（累計）

0 0 0% 4 0%

【活動指標①-3】
地域の特性を活かした協働・協創による地区計画等の策定の面積割
合

32.4% 32.6% 98% 34% 96%

【成果指標①-1】
エリアデザイン地域内で「暮らしやすい」と感じている区民の割合

87.6% 87.6% 101% 90% 97%

【成果指標①-2】
エリアデザイン地域内で「区に誇りを持っている」と感じている区民の
割合

45.6% 44.2% 75% 63.4% 70%

【成果指標①-3】
エリアデザイン地域内で「区を人に勧めたい」と感じている区民の割
合

44.7% 44.5% 76% 62.8% 71%

【活動指標①-1】
拠点開発着手数

5 6 100% 11 55%

【活動指標①-2.】
拠点開発に伴う駅前広場等整備面積（ha）

3.2 3.2 86% 3.9 82%

【活動指標①-3.】
拠点開発に伴う道路・公園整備着手数

11 13 100% 18 72%

【成果指標①】
暮らしにくいと感じる理由として、家の広さなどの居住環境が悪い割
合
※低減目標

16.2% 10.2% 98% 9% 88%

【活動指標①-1】
着工戸建住宅の長期優良住宅認定割合

13.27% 13.63% 72% 20% 68%

【活動指標①-2】
住宅改良助成事業の助成件数

77 88 110% 20 440%

【活動指標①-3】
戸建て・分譲マンション等の住まいに関する相談・アドバイザー派遣
件数

65 92 71% 150 61%

【成果指標②】
あだちお部屋さがしサポート事業を通じて、住宅確保に至った割合

61.5% 48.5% 75% 50% 97%

【活動指標②】
あだちお部屋さがしサポート事業利用者数

243 295 118% 150 197%

【成果指標①】
緑化活動に参加した区民の割合

17.3% 18.0% 107% 17.4% 103%

【活動指標①-1】
緑や公園、自然に親しむ講座等の実施回数

616 623 137% 476 131%

【活動指標①-2】
みどり豊かな景観形成に取組む区民・団体数

1,218 1,238 99% 1,312 94%

【成果指標②】
まちなかの花や緑が多いと感じている区民の割合

62.9% 60.9% 96% 64.4% 95%

【活動指標②-1】
パークイノベーションに基づく、公園の改修、整備数（累計）

55 60 87% 89 67%

【活動指標②-2】
特定生産緑地面積（累計）（ha）

20.69 20.50 97% 21.8 94%

【成果指標①】
見本市等の参加により取引につながったまたはつながる可能性のあ
る割合

77% 69% 92% 80% 86%

【活動指標①-1】
販路拡大事業等に参画した専門家の人数

13 18 90% 30 60%

【活動指標①-2】
デジタル化支援により「見本市出展助成」を活用し、オンライン見本市
に出展した件数

12 4 9% 45 9%

【成果指標②】
空き店舗マッチング支援及び家賃補助事業の成約件数

5 5 71% 12 42%

【活動指標②-1】
区、関係団体が実施した特定創業支援等事業(※)認定セミナー参加
者数

73 85 62% 150 57%

【活動指標②-2】
中小企業診断士による開業相談数

471 361 70% 535 67%

ま
ち

11.3
安心して住み続
けられる住宅環
境の整備

11.4
緑のある空間の
創出や自然環境
の保全

12.1

デジタルシフ
トに挑み、区
内産業の成
長を支え、地
域の活力を高
める

11.1
良好な景観の形
成と快適なまち
づくりの推進

11.2

エリアデザイン
計画の推進によ
る拠点開発の展
開

自己評価結果の概要
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R4年度
実績
（B）

R4年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【各指標の達成状況】

R4年度実績対
R4年度目標値

（達成率）

R3年度
実績
（A）

【成果指標①】
求職者支援事業のマッチング成功率（シニア人材マッチング事業、マ
ンスリー就職面接会）

23.9% 29.7% 119% 25% 119%

【活動指標①-1】
求職者支援事業における人材と企業のマッチング数

151 356 36% 1,000 36%

【活動指標①-2】
シニア人材マッチング事業における開拓（参加決定）企業数

86 25 50% 50 50%

【成果指標②】
支援対象企業数

124 224 224% 100 224%

【活動指標②-1】
高校向け企業見学バスツアー参加者のうち区内企業への勤労意欲
が「高まった」人の割合

- - 80% -

【活動指標②-2】
介護職員資格取得支援者数

132 105 105% 100 105%

【成果指標①】
「協創」の仕組みを理解している区民の割合

20% 29% 97% 45% 64%

【活動指標①】
協創に関する外部への情報発信回数

56 36 60% 80 45%

【成果指標②】
協創についての理解度が深まったワークショップ受講職員の割合

0% 0% 0% 100% 0%

【活動指標②】
係長級職員を対象としたワークショップの受講済み人数（累計）

0 0 0% 300 0%

【成果指標③】
協創プラットフォームにより事業に結びついた数（累計）

2 2 40% 17 12%

【活動指標③】
協創プラットフォームに参加している団体数

36 44 55% 120 37%

【成果指標①】
町会・自治会加入世帯率

47.47% 45.92% 77% 50% 92%

【活動指標①】
地域活性化事業助成件数

3 2 40% 7 29%

【成果指標②】
足立区を良いまちにするために何かの行動をした区民の割合

30.5% 25.1% 81% 20% 126%

【活動指標②】
ＮＰＯ活動支援センター登録団体数

218 215 108% 200 108%

【成果指標③】
区民一人あたりの住区センター年間利用回数

1.09 1.95 53% 3.8 51%

【活動指標③】
住区センター１か所あたりの年間事業回数

310 591 128% 632 94%

【成果指標①】
業務の効率化や区民サービスの向上に対する満足度

52% 58.5% 96% 65% 90%

【活動指標①】
オンライン申請が可能な事務手続きの数

94 324 130% 694 47%

【成果指標②-1】
区民評価委員会による重点プロジェクト事業評価結果の平均点（全
体評価）

3.85 - - 4.5 -

【成果指標②-2】
EBPM等研修で事業の効果検証や多様な主体との連携による業務改
善の重要性を理解した職員の割合

90% 94% 94% 100% 94%

【活動指標②-1】
EBPMに関する職員研修を受講済みの職員数（累計）＊300人/年

312 596 99% 1,200 50%

【活動指標②-2】
SDGsに関する職員研修を受講済みの職員数（累計）＊120人/年

120 209 87% 480 44%

【成果指標①】
事故・ミス・懲戒処分の件数
※低減目標

155 165 70% 99 60%

【活動指標①】
ミス防止研修、公務員倫理研修等の実施回数

39 32 114% 32 100%

【成果指標②】
健康診断において「異常なし」と判定された職員の割合

31.3% 34.2% 107% 29.5% 116%

【活動指標②】
健診結果に基づく個別指導等実施回数

832 726 85% 2,200 33%

【成果指標③】
管理・監督者の女性割合と女性係長の配置が少ない部署（各部庶務
担当係長等）における女性割合

30.2% 29.5% 89% 35% 84%

【活動指標③】
女性管理職の「働き方講座」、係長級昇任研修やキャリアデザイン研
修等の実施回数

16 15 94% 16 94%

12.2

効果的かつ効率
的な区政運営の
推進

14.2
戦略的な人事管
理・組織運営の
推進

13.1 協創推進体制の
構築

13.2 地域活動の活性
化

14.1

就労・雇用支援
の充実

行
財
政

ま
ち

自己評価結果の概要
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R4年度
実績
（B）

R4年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

最終目標
（令和6年度）

（C）

４つの
視点 施策 施策指標

【各指標の達成状況】

R4年度実績対
R4年度目標値

（達成率）

R3年度
実績
（A）

【成果指標①-1】
足立区に「誇り」をもつ区民の割合

45.6% 42.5% 75% 60% 71%

【成果指標①-2】
足立区を良いまちにするために何かしたいと思う区民の割合

51.7% 48.1% 86% 60% 80%

【活動指標①-1】
体感治安が「良い」と感じる区民の割合【施策⑤-4の再掲】

62.7% 64.5% 102% 65.6% 98%

【活動指標①-2】
「区のイメージアップにつながる情報」の日刊紙における掲載件数

155 223 139% 200 112%

【活動指標①-3】
協創プラットフォームに参加している団体数【施策⑬-1の再掲】

36 44 55% 120 37%

【成果指標①-1】
区の情報提供に「満足している」区民の割合

76.9% 78.4% 101% 75% 105%

【成果指標①-2】
「必要なときに必要とする情報が得られない」と答えた区民の割合
※低減目標

10.6% 10.8% 93% 8% 74%

【活動指標①-1】
ツイッター・フェイスブックでの情報発信件数

5,012 5,057 126% 4,000 126%

【活動指標①-2】
「区民の声」の対応日数
※低減目標

5.9 4.4 114% 4 91%

【活動指標①-3】
職員等を対象としたワークショップ等の参加延べ人数（累計）

979 1,277 98% 1,100 116%

【活動指標①-4】
ポスター・チラシ等の作成支援延べ件数（累計）

1,529 2,092 80% 3,000 70%

【成果指標①】
経常収支比率
※低減目標

77.0% 75.9% 105% 80% 105%

【成果指標②】
積立金現在高－地方債残高（区民一人あたり）

225 231 100% 0 100%

【成果指標③】
実質収支比率

6.7% 7.4% 61% 4.5% 61%

【成果指標①】
特別区民税収納率

96.96% 96.90% 100% 97.68% 99%

【成果指標②】
国民健康保険料収納率

79.83% 79.04% 98% 83.60% 95%

【成果指標③】
後期高齢者医療保険料収納率

98.73% 98.96% 100% 99.00% 100%

【成果指標④】
介護保険料収納率

96.26% 96.89% 100% 97.40% 99%

【成果指標⑤】
特別収納対策課における移管事案のうち猶予、停止相当、差押え等
処理方針を決定した案件の割合

50% 45% 90% 60% 75%

【活動指標⑤】
特別収納対策課が各課から移管を受ける事案件数

270 272 97% 465 58%

【成果指標①】
低・未利用の公有財産（土地・建物）の利活用目標の達成度

25.0% 37.9% 92% 46.4% 82%

【成果指標②】
個別計画（第１期）の履行率

50.57% 62.07% 95% 100% 62%

【活動指標②-1】
昇降機改修計画の進捗状況

35% 35% 80% 54% 65%

【活動指標②-2】
高圧ケーブル更新計画の進捗状況

41% 43% 105% 45% 96%

【活動指標②-3】
自動火災報知設備等更新計画の進捗状況

27% 27% 73% 49% 55%

行
財
政

16.2 自主財源の確保

16.3
公有財産の活用
と長寿命化の促
進

15.2
効果的な情報発
信と区政情報の
透明化

15.1
魅力の発掘・創
出とプラスイメー
ジへの転換

16.1
将来にわたり安
定した財政運営
の推進

自己評価結果の概要
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令和５年度行政評価 

 

※システムの都合上、「平成３１年度」の表記が残っている部分があります。

個別施策評価調書 
（令和４年度事業実施分） 



施

庭での歯みがき習慣も

策

定着させ、むし歯がな

の

方　 　針
　い子ども

概

の割合を増やす。

■　

要

児童・生徒が自分の大

柱

切さとともに他の人の

立

大切さを認めることが

て

できるようになり、そ

5

れが様々な場面や状況

【

　下での具体的な態度

ひ

や行動に現れるよう、

と

区が実施する人権教育

】

の研修会等を通じて、

自

教員の指導力を高めて

己

い　

　く。

担 当 課 名 学

肯

務課（取りまとめ）、

定

教育指導課

電 話 番 号 0

感

3-3880-597

を

1 E-mail gak

持

umu@city.a

ち

dachi.toky

、

o.jp

　学校給食を

生

通した食育に関する取

き

組みは、足立区糖尿病

抜

対策アクションプラン

く

「おいしい給食・食育

力

対策編」の施

策であり

を

、衛生部こころとから

備

だの健康づくり課及び

え

子ども家庭部子ども施

た

設指導・支援課、教育

人

指導課と協働し実

施し

施

ている。

協働・協創
の

策

取 組 み

【目標】３あら

群

ゆる年齢のすべての人

名

々の健康的な生活を確

1

保し、福祉を促進する

家

【ターゲット】3.4

庭

非感染性疾患による若

・

年死亡率を減少させ、

地

精神保健・福祉を促進

域

する
ＳＤＧｓが

【関連

と

する理由】規則正しい

連

生活習慣や食習慣を身

携

につけることで、肥満

し

が改善され将来の健康

、

被害を予防すること
目

子

指す目標
につながる。

ど

（ターゲッ
【評価】生

も

活習慣病予防健診にお

の

ける管理不要率が下が

学

っていることは、令和

び

２年度の学校一斉休業

を

等の影響が考え
ト）と

支

の関
られることから、

え

引き続き生活習慣の改

育

善指導が必要と考える

む

。一方、給食後の歯み

施

がきが実施できない学

策

校が多い
連及び評価

が

名

、家庭との連携を強化

1

した歯みがきの習慣化

.

が徐々に進んだことに

1

より、むし歯のある児

児

童・生徒の割合を減少

童

さ

せることができた。

・

備　 　考

生徒の心身の健全な発達の支援

■ 子どもたちに健康や食の大切さを伝え、人生を生き抜く健康な心と体をつくる生活習慣づくりを推進する。

■ 学校で歯・口腔衛生の取組みを強化し、家庭との連携により子どもたちの歯・口腔の健康習慣づくりを定着させ

る。

施策の方向 ■ 人権教育の充実により、人とのよりよい関わり・自分や他者の大切さを認める豊かな心を育成する。

( 目 標 )

■ 子どもたちの生活習慣病の管理不要率は73.7％で、平成22年度から横ばい傾向である。

■ 食習慣の面では、新型コロナウイルス感染防止のため、給食の黙食や調理実習などの食に関する制約がある中

で、従来どおりの啓発が困難な状況にある。

■ むし歯のある児童・生徒の割合は、減少傾向にある。
現　 　状

■ 小・中学校では、教育活動全体を通じて自尊心や他者尊重、多様性、感染症などの正しい知識の獲得を進め、人

権意識の育成に努めている。

■ 肥満やむし歯などの課題がある子どもの割合が東京都平均よりも高く、将来の健康被害を予防するためにも

規則正しい生活習慣や食習慣を身につける必要がある。

■ 学校給食残菜率のさらなる低減とともに、食育リーダーを中心とした啓発を強化し、学校間の残菜率及び食育の

取組みの差を解消していく必要がある。

■ いじめの未然防止、

足

偏見や差別をなくすこ

立

と、ＳＮＳ等を活用す

区

る際のモラル向上など

　

、日常生活の様々な場

令

面
課　 　題

 にお

和

ける具体的な行動につ

５

なげられるよう、人権

年

教育の改善・充実を図

度

る必要がある。

■ 家

施

庭との連携を強化し子

策

どもたちへの切れ目の

評

ない指導を行うことに

価

より、規則正しい生活

調

習慣の定着を実現し

　

書

ていく。

■　子どもの

(

頃からの望ましい食習

令

慣が将来の健康に繋が

和

るため、民間企業や団

４

体等に協力を得るなど

年

、多様な場や

　機会を

度

設け、児童・生徒及び

事

家庭への啓発を継続し

業

、「あだち食のスタン

実

ダード」の定着、向上

施

を目指していく。

■　

)

全学年・毎日歯みがき

1

を行うよう各学校に働

 

きかけるとともに、家

1

個別施策評価調書



100

達　成　率 0% 81% 18% 15% 60% 12% 65% 13% -

指標名 【成果3】全国学力学習状況調査で「いじめはどんなことがあってもいけない」に肯定的回答をした小・中学生の割合

定義等 「いじめはどんなことがあってもいけないことだと思う」に肯定的な回答をした児童（小学6年生）の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 96.5 96.8 97.1 97.4
(5)

実　績　値 95.3 - 96.2 96.4 R6 100

達　成　率 0% 95% 0% 0% 99% 96% 99% 96% -

指標名 【活動3】教員対象の人権教育の研修会の参加小・中学校の割合

定義等 教育委員会が実施する人権教育研修に年1回以上参加した小・中学校の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 100 97.2 100 100
(6)

実　績　値 100 96.3 92.3 100 R6 100

達　成　率 0% 100% 96% 96% 95% 92% 100% 100% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 3,630,339 3,741,303

人件費 137,692 132,994

総事業費 3,768,031 3,874,297

前年比(金額) 52,539 106,266

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】小児生活習慣病予防健診における「管理不要」と「正常」の割合（中学２年生）

定義等 「小児生活習慣病予防健診（中２生）」において、「管理不要」と診断された生徒の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 80 83 79 79 79
(1)

実　績　値 77.51 74.85 73.2 73.7 R6 79

達　成　率 97% 98% 90% 95% 93% 93% 93% 93% -

指標名 【活動1】ごはん、みそ汁、目玉焼き程度の料理を自分で作ることができる子どもの割合

定義等 将来を健康に生き抜くための望ましい食習慣が実践できている割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 80 80 90 90 90
(2)

実　績　値 79 70 70 70 R6 100

達　成　率 99% 79% 88% 70% 78% 70% 78% 70% -

指標名 【成果2】むし歯のある児童・生徒の割合

定義等 乳歯または永久歯のむし歯（治療済みのむし歯も含む）のある児童の割合※低減目標
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 36 36 36 36
(3)

実　績　値 41.3 38.7 38 36.1 R6 36

達　成　率 0% 87% 93% 93% 95% 95% 100% 100% -

指標名 【活動2】給食後の歯みがき（全学年・毎日）を実施する小・中学校の割合

定義等 給食後の歯みがき（全学年・毎日）を実施する小学校の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 85 20 20 20
(4)

実　績　値 81 15 12 13 R6

2
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ぼ

診勧奨を徹底していく

横

。

【活動１】

食への関

ば

心を高めていくため、

い

タブレット端末などを

で

活用し、動画の視聴な

あ

ど多様な働きかけを行

り

っていく。また、食に

、

関わる人

への感謝の気

過

持ちや食材を無駄にし

去

ないことなど、フード

５

ロスに関する意識を醸

年

成していく。

【成果２

間

】

学校保健会共催の歯

で

・口の健康優良児の表

微

彰の取り組みや、養護

減

教諭や衛生部と連携し

傾

た歯科保健の取り組み

向

を引き続き行い、子

ど

に

もたちの歯・口の健康

あ

意識向上に努めていく

る

。

【活動２】

感染対策

。

をしながら工夫をして

生

取り組んだ実施方法の

活

事例等について、全校

習

へも共有し、学校の状

慣

況に応じた口腔衛生の

に

取り組み

を促していく

つ

。

【成果３】

生活指導

い

主任連絡会において、

て

「足立区のいじめの現

、

状と対策」についての

朝

研修を実施するととも

食

に、今後も「いじめリ

欠

ーフレッ

ト」の配布や

食

「いじめに関するアン

・

ケート調査」を継続実

運

施していく。また、各

動

学校から得たいじめ防

不

止に関する取組事例を

足

集約

し、生活指導主任

・

連絡会等で紹介するな

ス

ど、各学校のいじめ対

ク

策の充実を図る。

【活

リ

動３】

研修を受講した

ー

教員同士で、新たに得

ン

た知識を基に学校内で

タ

対応を検討することで

イ

、より学校現場に落と

ム

し込んだ対応を学ぶこ

増

と

ができ、研修の効果

加

は非常に高いと考えて

等

いる。今後もLGBT

の

や拉致問題など、専門

課

的な講師を通じて最新

題

の知識や事例を学び、

が

学

校現場に還元できる

あ

よう、充実した研修会

る

を実施する。

。引

4

き続き、健診を通して

 

自身の健康を振り返る

担

機会を作り、健康な生

当

活習慣を維持していく

部

ことが必要である。

【

に

活動１】

３年連続同じ

お

水準となり目標を下回

け

った。新型コロナウイ

る

ルス感染症拡大防止策

評

など、多くの制約によ

価

り食に関する学習や体

（

験の

機会が減少してい

部

ることが原因として考

長

えられる。

【成果２】

評

むし歯のある児童の割

価

合は、前年度より約２

－

ポイント減少し、目標

１

値まであとわずかとな

次

った。むし歯のある児

評

童の割合は経年で

減少

価

傾向にあるものの、都

）

平均を上回っている状

そ

況は依然変わらない（

の

令和３年度都平均　小

１

：32.5%　中：2

1

9.0%）。

【活動２

)

】

給食後の歯磨きを毎

施

日・全学年実施する小

策

学校の割合は前年度よ

の

りやや改善した。感染

達

対策上、実施できてい

成

ない学校が多いが、

希

状

望者のみ歯みがきを実

況

施する、うがいのみ実

と

施する等、工夫した取

そ

り組みもみられている

の

。

【成果３】

目標値に

原

は達しなかったが、令

因

和３年度と比較して、

の

肯定的な回答をした割

分

合は小学校、中学校と

析

もに微増している（小

 

学校：R3

　96.2

【

％→R4　96.4％

成

、中学校：R3　95

果

.4％→R4　95.

１

9％）。児童・生徒へ

】

の「いじめリーフレッ

小

ト」の配布、年３回の

児

「いじめ

に関するアン

生

ケート調査」の実施、

活

及び各校が毎月開催す

習

る「学校いじめ防止対

慣

策委員会」など、多角

病

的な取組の結果が成果

予

に結

びついていると分

防

析する。

【活動３】

全

健

ての小・中学校が人権

診

教育研修会に参加した

に

。各校１名受講するよ

お

う通知し、その内２校

け

から２名受講したいと

る

申し出があり、

105

「

名の参加があった。研

管

修会の他、人権教育推

理

進校による発表会では

不

、充実した人権尊重教

要

育の実施方法を学ぶた

」

めに144名の教

員が

と

積極的に参加しており

「

、教員の人権意識が非

正

常に高いと分析される

常

。

2)達成状況と原因

」

分析を踏まえた今後の

の

方向性

 【成果１】

健

割

康な生活習慣について

合

、学校での指導を引き

は

続き促していくととも

前

に、他校の取り組みを

年

全体へ共有し、各学校

度

の取り組みを後

押しし

よ

ていく。また、養護教

り

諭と連携し、有所見者

ほ

への保健指導および受

3
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

児童・生徒の褒賞事業 学校支援課4017 2,465 8,297 10,762 現状維持 Ａ

中学校特別大会等助成事業 学校支援課4021 19,078 6,638 25,716 現状維持 Ｂ

小学校特別大会等助成事業 学校支援課4029 172 1,659 1,831 現状維持 Ｂ

校外施設管理運営事業 学務課4087 248,056 8,297 256,353 現状維持 Ｂ

小学校保健指導事業 学務課4091 139,486 3,319 142,805 現状維持 Ａ

小学校健康管理事業 学務課4092 64,254 12,595 76,849 拡充 Ａ

中学校保健指導事業 学務課4095 71,519 3,319 74,838 現状維持 Ａ

中学校健康管理事業 学務課4096 55,471 12,595 68,066 現状維持 Ａ

小学校給食業務運営事業 学務課4100 2,108,554 38,137 2,146,691 現状維持 Ａ

中学校給食業務運営事業 学務課4102 905,511 29,840 935,351 現状維持 Ａ

小学校給食調理室改修事業 学務課10703 90,052 4,149 94,201 現状維持 Ｂ

中学校給食調理室改修事業 学務課10723 36,685 4,149 40,834 現状維持 Ｂ

合計１２事業 3,741,303 132,994 3,874,297

3)施施策の手段として位置付け

4
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施

やす

い授業に結びつけ

策

ていく。

■ 児童・生

の

徒が、情報収集や考え

概

の整理、意見発表など

要

の道具としてタブレッ

柱

ト端末を活用できるよ

立

うにするため
方　　　

て

針
、調べ学習やグルー

5

プ学習など、日常の授

【

業における児童・生徒

ひ

用タブレット端末の活

と

用頻度を高めていく。

】

担 当 課 名 学力定着推進

自

課（取りまとめ）、学

己

校ICT推進担当課、

肯

子ども施設運営課

電 話

定

番 号 03-3880-

感

6717 E-mail

を

gaku-tei@c

持

ity.adachi

ち

.tokyo.jp

　

、

学力の定着・向上に向

生

けて、教育委員会各課

き

と各学校が協働して取

抜

り組んでいる。具体的

く

には、基礎学力定着に

力

関

する教育施策の充実

を

（学力定着推進課）、

備

キャリア教育や調べ学

え

習の充実（教育指導課

た

）、ICTを活用した

人

教育施策

の充実（学校

施

ICT推進担当課）等

策

、これら全てが総合的

群

に学力の定着・向上に

名

繋がる取組である。ま

1

た、学力定着に

協働・

家

協創 関する総合調査の

庭

実施や委託による補習

・

事業、教員のICT活

地

用力向上のための研修

域

等で、民間教育事業者

と

とも幅広く

の 取 組 み 協

連

働している。

１　貧困

携

をなくそう【＊目標に

し

直結】、４　質の高い

、

教育をみんなに【ター

子

ゲット：4.1、4.

ど

2、4.6】

【関連す

も

る理由】就学前から義

の

務教育期までの取組に

学

おいては、十分に研修

び

等の機会を設けて指導

を

者のスキル向上を
ＳＤ

支

Ｇｓが
図りつつ、IC

え

T環境を活用しながら

育

質の高い教育を児童・

む

生徒に提供し、最低限

施

の基礎学力の保障と将

策

来の進路選択
目指す目

名

標
の幅を広げることで

1

、貧困の連鎖の解消に

.

繋がっていくと考えら

2

れる。
（ターゲッ

【評

確

価】基本的生活習慣（

か

挨拶・姿勢・話を聞く

な

）の「できる」の数値

学

は高水準を維持してい

力

る。就学前に身につけ

の

ト）との関
たこれらの

定

習慣が学びの基礎とな

着

り、小・中学校での取

に

組をとおして基礎学力

向

の定着に繋がっている

け

ことが「全国学
連及び

た

評価
力・学習状況調査

就

」における国との正答

学

率の比較から見てとれ

前

る。今後も「教員の授

か

業力向上」と「個に応

ら

じた学習

の充実」に向

義

けた取組みを進める中

務

で、様々な場面でIC

教

Tを有効活用しながら

育

、質の高い教育を目指

期

していく。

備　　　考

までの取組み

■ 保育者等の指導力の向上により、子どもたちの学びの基礎づくりを推進する。

■ 「わかる授業」「魅力ある授業」づくりを推進し、児童・生徒の学力の向上を図る。

■ 児童・生徒用タブレット端末の活用頻度を上げ、協働的な学びを実現し、自分の意見を述べ、他者の意見を聴き

施策の方向 、協力して問題の発見や解決に挑む力を育成する。

( 目 標 )

■ 小学校入学時に身についていることが望ましい基本的生活習慣（挨拶や返事、姿勢保持、話を聞く）が身につい

ている区内新小学１年生の割合は約９割である。

■ 「全国学力・学習状況調査」平均正答率の全国平均との比較では、小学校は教科によっては上回り、中学校は未

だに下回ってはいるものの差は縮小傾向である。
現　　　状

■ 児童・生徒一人一台のタブレット端末の配備が完了し、授業をはじめ様々な場面で活用できる環境が整備された

。さらに、家庭への持ち帰りが進み、学校・家庭での活用の機会が増加している。

■ 小学校入学時の基本的生活習慣の定着等、現在の乳幼児の教育・保育の水準を維持・向上させるため、幼保小連

携を含めた研修を通じ、保育者等の指導力を一定水準以上に保っていく必要がある。

■ 若手教員が多く配置されている当区の実状を踏まえ、教員一人ひと

足

りの授業力向上の取組

立

みを進め、学習内容の

区

確実な定着を図ってい

　

く必要がある。

■ 児

令

童・生徒一人一台のタ

和

ブレット端末を授業等

５

で有効活用し、従来の

年

「個に応じた指導」と

度

ともに、「協働的な
課

施

　　　題
学び（＝子ど

策

もたちが相互に学び合

評

い、教え合いながら、

価

様々な人たちと協力し

調

て課題に取り組む学習

書

）」を実現さ

せ、学力

(

の向上につなげていく

令

必要がある。

■ 乳幼

和

児の教育・保育や幼保

４

小連携などに関する研

年

修を通じ、保育者等の

度

指導力を向上させ、小

事

学校教育への滑ら

かな

業

移行につなげていく。

実

■ 教科指導専門員に

施

よる巡回指導等により

)

、教員の授業力を高め

1

、足立スタンダードに

 

基づく魅力的でわかり

5
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88.2 87.7 R6 90

達　成　率 0% 98% 0% 0% 98% 98% 97% 97% -

指標名 「自分から積極的に発言、意見を出し合うことができたと思う」に肯定的な回答をした児童・生徒の割合

定義等 「自分から積極的に発言、意見を出し合うことができたと思う」に肯定的な回答をした小学生の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 69 71 73 75 75
(5)

実　績　値 73.1 - 74.3 74.3 R6 80

達　成　率 106% 91% 0% 0% 102% 93% 99% 93% -

指標名 協働的な学習の中で児童・生徒にプレゼン機能を活用させた教員の割合

定義等 協働的な学習の中で児童にプレゼン機能を活用させた教員の割合（小学校）
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 55 60 60
(6)

実　績　値 - - 34.3 48.2 R6 70

達　成　率 0% 0% 0% 0% 62% 49% 80% 69% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 708,930 1,149,850

人件費 2,018,745 2,082,737

総事業費 2,727,675 3,232,587

前年比(金額) 244,941 504,912

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 基本的生活習慣が身についている小学１年生の割合

定義等 基本的生活習慣の挨拶・姿勢・話を聞くの指標測定値の平均値【令和元年度から定義・目標値変更】
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 90 90 90 90 90
(1)

実　績　値 - 88.4 86.9 87.8 R6 90

達　成　率 0% 0% 98% 98% 97% 97% 98% 98% -

指標名 教育・保育力向上研修（年齢別運動遊び研修を含む）への参加職員数（保育士、幼稚園教諭等）

定義等 年齢別運動遊び研修含む参加職員数の延べ人数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 2,100 2,100 2,100
(2)

実　績　値 - - 2,318 2,840 R6 2,100

達　成　率 0% 0% 0% 0% 110% 110% 135% 135% -

指標名 「全国学力・学習状況調査」における国の正答率との差

定義等 小学６年生の国語における国の正答率と区の正答率の差
指

単　位 ポイント 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 2 5 3.5
(3)

実　績　値 -0.6 - 4.5 1.5 R6 5

達　成　率 0% -12% 0% 0% 225% 90% 30% 30% -

指標名 「足立区学力定着に関する総合調査」で「学校の授業はわかる」に肯定的な回答をした児童・生徒の割合

定義等 「足立区学力定着に関する総合調査」で「学校の授業はわかる」に肯定的な回答をした小学生の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 90 90 90
(4)

実　績　値 87.8 -

6
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ず

いてタブレット端末を

つ

コミュニケーションツ

行

ールとして活用するこ

わ

とが定着しつつあり、

れ

目標値に近い割合にな

た

っている。

【指標６】

こ

令和４年度において、

と

協働的な学習の中で児

か

童・生徒にプレゼン機

ら

能を活用させた教員の

子

割合　小学校48.2

ど

％（目標値

60％、達

も

成率80％）、中学校

た

24.5％（目標値5

ち

0％、達成率49％）

の

協働的な学習を行わせ

活

た教員の割合が目標値

動

を下回ったのは、教員

が

が授業展開するスキル

広

と児童・生徒が作業す

が

るスキルが十分で

はな

り

いことに加え、特に中

、

学校では、高校受験に

数

向けた知識伝達型の授

値

業形態が多いことも要

の

因の一つである。

2)

伸

達成状況と原因分析を

び

踏まえた今後の方向性

が

【子ども施設運営課】

見

通常の生活に戻りつつ

ら

ある中で、子どもたち

れ

の体験の積み重ねを重

た

要と捉え、幼保小連携

。

活動を通して子どもの

【

理解を深め、子ど

もの

指

育ちをつなげていく。

標

【学力定着推進課】

「

２

わかる授業」「魅力あ

】

る授業」を児童・生徒

新

に届けるために、足立

型

スタンダードに基づく

コ

授業実践とタブレット

ロ

の有効活用を織

り交ぜ

ナ

ながら、教員の授業力

ウ

向上に取り組んでいく

イ

。また、児童・生徒一

ル

人ひとりの個に応じた

ス

学習の充実の面では、

感

AIドリル（

小学1年

染

生～中学3年生、5教

防

科）の、蓄積された学

止

習ログの活用も含め、

の

効果的な活用の場面や

た

方法等、好事例の横展

め

開を図りな

がら、確か

、

な学力の定着と学習意

オ

欲の向上につなげてい

ン

く。

【学校ICT推進

デ

担当課】

様々な教科や

マ

授業の場面でより多く

4

ン

コミュニケーションツ

ド

ールとして活用する機

形

会を設けるように促す

式

。

また、モデル校やG

に

oogle事例校の実

変

践事例を横展開して教

更

員の活用力を高めると

し

ともに、認定教育者資

実

格を取得している教員

施

を校

内のリーダーに位

 

し

置づけ、日常の中でO

た

JTが実施できる体制

。

を構築する。さらに、

さ

Googleパートナ

ら

ー自治体として実施す

に

る「ジュ

ニアICTリ

、

ーダープログラム」な

不

どを活用して、児童・

適

生徒に必要なスキルを

切

身に付けさせていく。

担

な保育の防止を図るた

当

め、

急遽、人権研修を

部

追加したことにより、

に

参加職員数は、大きく

お

目標値を上回った。

【

け

指標３】「全国学力・

る

学習状況調査」におけ

評

る国の正答率との差は

価

、小学６年生の国語が

（

+1.5ポイント（目

部

標値+5ポイント、前

長

回調査時は+4.5ポ

評

イント）、算数が+1

価

.8ポイント（目標値

－

+3ポイント、前回調

１

査時は+2.6ポイン

次

ト）、中学３年生の国

評

語が-3.3ポ

イント

価

（目標値+1ポイント

）

、前回調査時は-0.

そ

4ポイント）、数学が

の

-2.1ポイント（目

１

標値+0.5ポイント

1

、前回調査時は-2.

)

0ポイン

ト）となった

施

。

小学６年生は、２教

策

科ともにわずかに目標

の

値に届かなかったもの

達

の、国の正答率を上回

成

ることが出来た。また

状

、中学３年生は、２

教

況

科ともに目標値及び国

と

の正答率を下回り、令

そ

和３年度よりも厳しい

の

結果となった。

当区は

原

23区の中でも若手教

因

員が多く配置されるた

の

め、様々な手段で若手

分

教員の授業力向上の支

析

援を行っているが、今

【

後も人材育成

に注力し

指

ながら「わかる授業」

標

につなげていく必要が

１

ある。

【指標４】「足

】

立区学力定着に関する

新

総合調査」で「学校の

型

授業はわかる」に肯定

コ

的な回答をした割合は

ロ

、小学校87.7％（

ナ

目標値

90％、達成率

ウ

97.4％、前回調査

イ

時は88.2％）、中

ル

学生67.4％（目標

ス

値80％、達成率84

感

％、前回調査時は68

染

.1％）となった。

小

症

・中学生ともに目標値

対

及び前回調査を下回る

策

結果となった。

コロナ

を

禍により、十分な教育

徹

活動が行えなかったこ

底

とによる影響が要因の

し

一つとして考えられる

た

。

【指標５】令和４年

上

度において、「足立区

で

学力定着に関する総合

、

調査」で「グループ活

基

動やペア活動では自分

本

から積極的に発言し

た

的

り、みんなで意見を出

な

し合うことができたと

生

思う」に肯定的な回答

活

をした児童・生徒の割

習

合　小学校74.3％

慣

（目標値75％、達成

の

率93％、前回調査時

取

74.3％）、中学校

組

66.9％（目標値6

み

5％、達成率103％

も

、前回調査時65.9

少

％）

小・中学校ともに

し

、授業や学校活動にお

7
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

教育委員会運営事務 教育政策課4015 12,164 15,764 27,928 現状維持 Ａ

教育政策管理事務 教育政策課4016 118,470 156,120 274,590 拡充 Ｂ

学校支援管理事務 学校支援課4022 32,791 70,007 102,798 現状維持 Ｂ

特別指導講師派遣事業 学力定着推進課4027 42,368 82,554 124,922 拡充 Ａ

小学校教育研究会等助成事業 学校支援課4028 13,933 2,489 16,422 現状維持 Ａ

中学校教育研究会等助成事業 学校支援課4032 12,219 2,489 14,708 現状維持 Ａ

学校図書充実事業 学校支援課4038 36,550 6,638 43,188 現状維持 Ｂ

幼児教育振興事業 子ども施設運営課4045 6,271 67,976 74,247 現状維持 Ａ

学校の指導事務 教育指導課4107 67,115 979,152 1,046,267 現状維持 Ａ

学校教育充実事務 教育指導課4108 67,103 27,380 94,483 改善・変更 Ａ

学力向上対策推進事業 学力定着推進課4109 376,610 587,539 964,149 改善・変更 Ａ

教職員の研修事務 教育指導課4111 2,526 31,529 34,055 現状維持 Ｂ

学習支援ボランティア事業 教育政策課4129 9,766 1,659 11,425 現状維持 Ｂ

教科書採択事務 教育指導課21574 0 1,659 1,659 現状維持 Ａ

学校ＩＣＴ推進事業 教育政策課23065 351,964 49,782 401,746 現状維持 Ａ

合計１５事業 1

3

,149,850 2,

)

082,737 3,2

施

32,587

施策の手段として位置付け
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施

セラー、ＳＳＷ、常勤

策

心理職）が参加、協議

の

する体制をルール化し

概

、本人や家庭の状

　況

要

を踏まえた支援体制を

柱

構築する。
方　　　針

立

■　引き続きＳＳＷが

て

学校や家庭への訪問を

5

重ね、学校や家庭との

【

連携を強化することで

ひ

、問題の早期発見、解

と

決に

　努める。

担 当 課

】

名 こ・支援管理課（取

自

りまとめ）

電 話 番 号 0

己

3-3852-287

肯

5 E-mail kod

定

omo-sienka

感

nri@city.a

を

dachi.toky

持

o.jp

　就学相談や

ち

教育相談、ＳＳＷによ

、

る支援を行う際に、幼

生

児・児童・生徒の情報

き

共有など、保育園・こ

抜

ども園・学校

だけでな

く

く、教育指導課や学務

力

課等の関係各課と連携

を

している。

協働・協創

備

の 取 組 み

【目標】4 

え

質の高い教育をみんな

た

に【ターゲット】4.

人

5 教育における男女

施

格差をなくし、脆弱層

策

が教育や職業訓練に

平

群

等にアクセスできるよ

名

うにする。【評価】一

1

人ひとりのニーズに適

家

した丁寧な就学相談や

庭

教育相談、ＳＳＷによ

・

る
ＳＤＧｓが

支援を行

地

うことで、適正な就学

域

及び不登校の解決に繋

と

げることができた。
目

連

指す目標
（ターゲッ
ト

携

）との関
連及び評価

備

し

　　　考

、子どもの学びを支え育む

施 策 名 1.3 課題を抱える子どもの状況に応じた支援の充実

■　発達障がいを含む障がいのある児童・生徒に対して、一人ひとりのニーズに適した就学相談を行い、適切な就学

　先を決定していく。

■　学校と教育委員会が一体となった支援体制を構築し、不登校の未然防止に努めるとともに、不登校発生率の減少

施策の方向 　に取組む。

( 目 標 ) ■　スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）を軸に、学校や専門機関との連携を強化し、不登校の解決や改善につな

　げる。

■　発達面やコミュニケーション等に課題を抱える児童・生徒への支援のため、特別支援教室を全小・中学校へ導入

　したことで、就学相談件数が増加している。

■ 不登校児童・生徒への支援を目的に、学校以外の教育機会の場の拡充を行ったことで、国や東京都との差は縮

  まったものの、不登校の発生率は全国的に増加しており、区においても上昇傾向である。
現　　　状

■　ＳＳＷの学校や家庭への訪問及び支援活動を通して、ＳＳＷや福祉サービスの活用に対する学校の理解が深ま

　り、ニーズが顕在化したことで、訪問件数が増加している。

■　就学相談により就学先が決定した割合は高い実績で推移しているが、今後さらに就学相談件数が増えた場合も

　同様の水準を維持していく必要がある。

■　不登校児童・生徒数は減少しているものの高止まりの状

足

況であり、中学校入学

立

後に、新たに不登校と

区

なる生徒が

　多く、長

　

期化する前の、早期の

令

支援が必要である。

■

和

　家から外出できない

５

子どもへの支援が課題

年

となっており、引き続

度

き学校とＳＳＷが目的

施

を共有し、福祉事務所

策

課　　　題
　や、医療

評

機関などの専門機関と

価

協力して解決にあたる

調

必要がある。

■　申込

書

のあった就学相談全件

(

に対して、必要な個別

令

相談や各種検査、行動

和

観察を確実に実施でき

４

る相談体制を堅持

　し

年

、引き続き子どもたち

度

の適切な就学を支援し

事

ていく。

■　学校から

業

毎月提出される長期欠

実

席児童・生徒状況表に

施

よる情報収集とともに

)

、特に中学校の校内委

1

員会に教育委

　員会の

 

職員（スクールカウン

9
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うＳＳＷ（ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ）により不登校等が解決または改善した割合

定義等 改善した人数／関わった人数（スクールソーシャルワーカーは学校における児童生徒の福祉に関する支援に従事する）
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 27 29 32 35 38
(5)

実　績　値 35 33 39 36 R6 40

達　成　率 130% 88% 114% 83% 122% 98% 103% 90% -

指標名 ＳＳＷが相談を受けた人数（参考：H27年度SSW人数３人、R元年度14人、R2年度15人）

定義等 ＳＳＷが支援した人数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 430 440 450 450
(6)

実　績　値 424 444 473 439 R6 450

達　成　率 0% 94% 103% 99% 108% 105% 98% 98% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 151,962 173,431

人件費 913,521 926,093

総事業費 1,065,483 1,099,524

前年比(金額) 38,272 34,041

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 就学相談により、障がいがある等の特別な支援が必要な児童・生徒の就学先が決定した割合

定義等 終結件数／申し込み件数
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 98 99 99 100 100
(1)

実　績　値 99.5 99 99 99 R6 100

達　成　率 102% 100% 100% 99% 100% 99% 99% 99% -

指標名 就学相談を実施した件数

定義等 就学相談の申し込み件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 1,220 1,200
(2)

実　績　値 1,079 1,062 1,218 1,136 R6 1,220

達　成　率 0% 88% 0% 87% 0% 100% 93% 93% -

指標名 不登校発生率（小学校）※低減目標

定義等 不登校児童数／児童の在籍数
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 0.74 0.74 0.74
(3)

実　績　値 0.74 0.99 1.03 1.23 R6 0.74

達　成　率 0% 100% 0% 75% 72% 72% 60% 60% -

指標名 校内委員会において支援方法等を協議した延べ回数（参考：対象児童・生徒数1,600人）

定義等 校内委員会で支援方針について協議した児童・生徒の延べ人数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 6,000 6,000 6,000 6,000
(4)

実　績　値 - 5,287 5,576 5,580 R6 6,000

達　成　率 0% 0% 88% 88% 93% 93% 93% 93% -

指標名 家庭や生活環境も踏まえた不登校支援を行
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1

標5・6】　

　SSW

0

の定期訪問については

0

、令和4年度から、中

件

学校は週1回、小学校

以

は月2回実施している

上

。「チーム学校」とし

の

てのSSWの役割

が求

就

められている中、学校

学

ごとの事情に応じて効

相

果的に活用してもらう

談

よう働きかけ、支援対

を

象の児童・生徒とその

受

家庭に対する

状況の改

け

善に少しでも多く貢献

て

していく。

いるが、就学相談員を増

やすとともに研修などにより相談員のスキルアップを図った。また、保護者

4

や学校への連絡やスケ

 

ジュール管理を徹底す

担

ることに

より高い完結

当

率を維持することがで

部

きた。

【指標3】

 指

に

標名：不登校発生率（

お

中学校）※低減目標

 

け

定義等：不登校生徒数

る

／生徒の在籍数

 目標

評

値：令和3年度4.3

価

3%　令和4年度4.

（

33%　令和5年度4

部

.33%　令和6年度

長

4.33%

 実績値：

評

平成31年度5.14

価

%　令和2年度4.9

－

6%　令和3年度4.

１

93%　令和4年度5

次

.77%

　

　学校から

評

毎月提出される長期欠

価

席児童・生徒状況表に

）

より定期的な状況把握

そ

を行い、不登校の未然

の

防止や早期解決に努め

１

ている

ものの、不登校

1

の発生率は全国的に増

)

加しており、区におい

施

ても上昇傾向である。

策

【指標4】　

　校内委

の

員会は、関係者が不登

達

校児童・生徒の状況を

成

共有し、個々に応じた

状

支援方法を検討する場

況

として有効という学校

と

の理解が

深まり、目標

そ

値の9割超えの実績と

の

なった。

【指標5・6

原

】（SSW人数：R4

因

年度16人）

　全小・

の

中学校への巡回や学校

分

とSSWとの情報共有

析

を徹底したことで、学

【

校の事業理解が深まり

指

、改善率は目標値を上

標

回った。相

談を受けた

1

人数は、SSWに欠員

・

が生じていたこと、S

2

SWの活用方法は学校

】

によって様々で、予定

　

どおり巡回できた学校

全

もある一方回

数に過不

小

足が生じた学校もあっ

・

たことから、減少し目

中

標に届かなかった。

2

学

)達成状況と原因分析

校

を踏まえた今後の方向

へ

性

【指標1・2】

　引

の

き続き就学相談員や問

特

診医の確保や相談員の

別

スキルアップ等を図り

支

、速やかに相談を完結

援

し、適正な就学に繋げ

教

ていく。

【指標3】　

室

　発生率の上昇を抑え

の

るため、NPOとの連

設

携や補助金の活用によ

置

る学校内の別室支援の

が

充実、家庭学習支援や

完

ICTを活用した支援

了

に

よる自宅での学習支

し

援の仕組みの構築、私

た

立不登校特例校との連

令

携による民間ノウハウ

和

の活用など、様々な施

3

策を組み合わせて対

応

年

していく。

【指標４】

度

　

　校内委員会を通じ

以

て、学校と課題を共有

降

し、学校の支援ニーズ

、

の確認や支援方法の提

毎

案を行っていくため、

年

SCやSSWに校内委

1

員

会への積極的な参加

,

を指示していく。

【指

11
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

外国人児童、生徒保護者負担軽減事務 子ども政策課3776 10,656 2,489 13,145 現状維持 Ｂ

特別支援教育事業 こ・支援管理課4124 15,909 178,502 194,411 改善・変更 Ａ

教育相談事業 こ・教育相談課18696 79,617 536,731 616,348 拡充 Ａ

こども支援センターげんき運営事務 こ・支援管理課18735 41,042 43,065 84,107 現状維持 Ｂ

発達障がい児支援事業 こ・支援管理課21710 26,207 165,306 191,513 拡充 Ａ

合計５事業 173,431 926,093 1,099,524

3)施施策の手段として位置付け
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施

る。

■　児童・生徒の

策

教育環境及び災害時の

の

避難所機能向上のため

概

、計画的な施設整備を

要

実施する。

■　令和７

柱

年度以降、統合により

立

新たに適正規模化に取

て

り組むエリア等につい

5

ては、国や都の少人数

【

学級の動向や区

　内小

ひ

規模校の状況を踏まえ

と

検討していく。
方　　

】

　針
■　既存の開かれ

自

た学校づくり協議会の

己

さらなる活動を支援し

肯

、家庭、地域の方々が

定

より深く学校運営に参

感

画する　

　「コミュニ

を

ティ・スクール」（学

持

校運営協議会）の設置

ち

を進めていく。

担 当 課

、

名 学校施設管理課（取

生

りまとめ）

電 話 番 号 0

き

3-3880-596

抜

5 E-mail g-s

く

hisetsukan

力

ri@city.ad

を

achi.tokyo

備

.jp

　学校施設の改

え

修・改築時においては

た

開かれた学校づくり協

人

議会やまちづくり協議

施

会をはじめとした地域

策

組織や学校

と意見交換

群

を行い、快適に学べる

名

教育施設の整備の実現

1

に向けて連携をしてい

家

る。また、庁内におい

庭

ても他の教育施

策との

・

連携・調整を図りなが

地

ら、学校施設の更新及

域

び適正配置事業を教育

と

委員会全体の課題とし

連

て取り組んでいる。

協

携

働・協創
の 取 組 み

【目

し

標】４　すべての人に

、

包摂的かつ公正な質の

子

高い教育を確保し、生

ど

涯学習の機会を促進す

も

る。

【ターゲット】４

の

.ａ　子ども、障害及

学

びジェンダーに配慮し

び

た教育施設を構築・改

を

良し、すべての人々に

支

安全で非
ＳＤＧｓが

暴

え

力的、包摂的、効果的

育

な学習環境を提供でき

む

るようにする。
目指す

施

目標
【関連する理由】

策

教育施設の維持・更新

名

および学校運営に関す

1

る協議会等の実施によ

.

り、教育環境等の整備

4

・充実に
（ターゲッ

寄

安

与する。
ト）との関

【

全

評価】学校施設の各種

・

改修を実施するととも

快

に、学校運営の協議会

適

を支援することにより

に

、教育環境等の向上の

学

推
連及び評価

進を図っ

べ

た。

備　　　考

る教育施設の整備と学校運営の充実

■　改築と既存校の保全工事を連携させた施設更新により、学校施設の長寿命化を推進する。

■　学校の設備更新を計画的に実施し、教育環境の改善及び安全対策を推進する。

■　学校規模の適正化を進めることで、教育環境の向上を図る。

施策の方向 ■　開かれた学校づくり協議会の活動のさらなる発展に取組み、コミュニティ・スクールの設置拡大を図ることで、

( 目 標 ) 　学校、家庭、地域が共に特色ある学校づくりを推進する。

■　昭和４０年前後に児童・生徒が急増し、学校建設が集中したことから、施設更新時期を迎えた古い学校が多く

　なっている。

■　学校施設は災害時の避難所としての側面を有するため、教育環境と防災機能の両面からの整備を行っている。

■　児童・生徒数は、昭和５４年度の９７，７６９人をピークに約４５％（４４，０２３人）まで減少し、学校に
現　　　状

　よっては、学年で２クラス以上の編成ができず、クラス替えできないという状況も生じている。

■　区内の全小・中学校には、学校関係者、保護者、地域住民などが参画して、開かれた学校づくり協議会が設置さ

　れ、機能している。

■　改築時期の集中による費用負担の平準化を図るため、各施設の状況把握に基づく優先順位付けを行う必要が

　ある。

■　自然災害に備

足

え、換気対策の充実や

立

センサー型水栓など感

区

染症対策にも配慮した

　

避難所機能向上を目的

令

とした施

　設整備が必

和

要である。

■　学校の

５

適正規模・適正配置は

年

、特定の小規模校だけ

度

ではなく、周辺校を含

施

めたエリア全体を一体

策

的に考えて進め
課　　

評

　題
　ていく必要があ

価

る。

■　山積する教育

調

課題を解決し、学校の

書

安定的な運営を支える

(

ためには、学校と家庭

令

、地域、行政が相互に

和

連携・協

　働して教育

４

活動の充実に努めてい

年

く必要がある。

■　莫

度

大な学校施設更新費用

事

の平準化及び災害時の

業

避難所としての活用を

実

考慮して策定した保全

施

・更新計画に基づ　

　

)

き、長寿命化を図るた

1

めの改築工事及び保全

 

工事を計画的に実施す
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ルの設置校数

定義等 開かれた学校づくり協議会型コミュニティ・スクールの設置校数
指

単　位 校 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 11 13 14 14 15
(5)

実　績　値 11 12 13 13 R6 17

達　成　率 100% 65% 92% 71% 93% 76% 93% 76% -

指標名 開かれた学校づくり協議会の実施回数

定義等 全小中学校に設置されている開かれた学校づくり協議会の協議会並びに部会、授業診断・学校評価の実施総数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 2,171 2,171 1,530 1,530 1,530
(6)

実　績　値 1,531 535 626 948 R6 2,171

達　成　率 71% 71% 25% 25% 41% 29% 62% 44% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 39,799,946 24,492,867

人件費 820,181 738,313

総事業費 40,620,127 25,231,180

前年比(金額) 22,943,339 △15,388,947

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 改築・大規模改修工事が完了した学校数

定義等 平成29年～令和6年度の改築・大規模改修工事予定校22校のうち改築・大規模改修工事が完了した学校数
指

単　位 校 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 10 10 16 17 19
(1)

実　績　値 10 10 15 18 R6 22

達　成　率 100% 45% 100% 45% 94% 68% 106% 82% -

指標名 改修計画工事が完了した学校の割合

定義等 トイレ改修、教室照明ＬＥＤ化、ガラス改修計画、学校毎の改修対象工事が全て完了した学校の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 24 44 63
(2)

実　績　値 - - 21 39 R6 70

達　成　率 0% 0% 0% 0% 88% 30% 89% 56% -

指標名 全小・中学校に占める「適正規模校」の割合

定義等 適正規模校（小学校：12～24学級、児童数340～760人／中学校：12～24学級、生徒数370～840人）割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 64 64 63 64 64
(3)

実　績　値 64 63 59 59 R6 66

達　成　率 100% 97% 98% 95% 94% 89% 92% 89% -

指標名 統合した学校数

定義等 平成27年度から令和6年度までに統合をする学校数
指

単　位 校 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 6 6 6 8 10
(4)

実　績　値 6 6 6 8 R6 10

達　成　率 100% 60% 100% 60% 100% 60% 100% 80% -

指標名 開かれた学校づくり協議会型コミュニティ・スクー
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改

回数は、小学校平均3

修

.7回、中学校平均3

工

.5回であった。（小

事

中一貫校は中学校に含

に

む。）家庭教育等各部

つ

会

は、小学校261回

い

、中学校98回。授業

て

診断は、小学校83回

、

、中学校32回。学校

予

評価は、小学校70回

定

、中学校37回であっ

ど

た。前年度

比では協議

お

会及び家庭教育等の各

り

部会の活動が大きく増

完

加し、授業評価及び学

了

校評価は小学校の授業

す

評価のみ増加したが、

る

それ以

外の項目はほぼ

と

変わらなかった。

　こ

と

れは、新型コロナウイ

も

ルス感染症拡大防止対

に

策が一部緩和された状

、

況で、実施可能な会議

令

及び各種活動が増加し

和

たものと思わ

れる。達

３

成率は62％と前年度

年

からは大きく増加した

度

。

2)達成状況と原因

か

分析を踏まえた今後の

ら

方向性

【指標１】改修

令

・大規模改修工事につ

和

いては、令和３年３月

５

策定の「学校施設の個

年

別計画（長寿命型改修

度

計画）」に基づき計画

の

的

に実施することが基

３

本であるが、他施策等

ヶ

との兼合いから工事実

年

施時期の見直しが必要

で

な際は、学校運営に支

の

障が生じないよう、

学

大

校と連携し柔軟な対応

規

を図っていく。

【指標

模

２】各種改修計画につ

改

いては、感染症等によ

修

る社会情勢の変化に伴

工

う工事実施時期の見直

事

しが必要となる場合が

完

度々生じる

が、安心・

了

安全な学校施設の整備

予

推進のため、計画の遅

定

れを最小限に留める対

で

応を図っていく。

【指

あ

標３】適正規模校の割

っ

合については、令和３

た

年度、令和４年度とも

小

目標値を下回っており

学

、小学校７校、中学校

校

５校では、学

年によっ

１

ては１クラスしか設置

4

校

できず、人数も３０人

が

以下でクラス替えもで

２

きない状況も生じてい

ヶ

る。引き続き学校規模

年

や学区域

再編を含めた

で

検証を行い、適正規模

工

・適正配置の検討を進

事

めていく。

【指標４】

完

統合をする学校数につ

了

いては、令和７年度の

 

と

適正規模・適正規模ガ

な

イドライン改訂に合わ

っ

せ、統合に取り組む地

た

区の選

定や実施計画策

こ

定をすすめ、適正規模

と

・適正配置の実現に向

に

けた取組みを進めてい

伴

く。

【指標５】現状の

い

開かれが実質的にＣＳ

、

に準ずる機能を有して

担

実

いることから、ＣＳ設

績

置の必要性を感じてい

値

ない学校が多い。その

は

ため今後設置の急増は

目

見込めないが、ＣＳ未

標

設置校に対する説明を

値

強化し、ＣＳへの理解

を

を深めることに重点的

１

に取り組んでいく

。具

上

体的には、ＣＳ未設置

当

回

校全校にパンフレット

っ

を配付し、興味を示し

た

た学校には担当が直接

。

説明に行き、丁寧な説

【

明を重ねてい

く。理解

指

が深まった学校から順

標

次、設置を進めていく

２

。

【指標６】令和５年

】

度は、感染症対策の緩

令

和に伴う協議会活動の

部

和

活性化が地域から期待

４

されている。このため

年

、協議会の開催及び

取

度

り組みが感染症対策を

に

踏まえ適切に行われる

改

ようにサポートを行う

修

とともに、協議会活動

完

の活性化を支援し「学

了

校」「家庭」「

地域」

予

による開かれた学校づ

に

定

くりを推進していく。

であったトイレ改修

お

対象校４校については

け

、計画どおり改修完了

る

となったが、教室照明

評

ＬＥ

Ｄ化計画対象校１

価

０校中の２校およびガ

（

ラス改修計画対象校２

部

６校中の３校について

長

は、新型コロナウイル

評

ス感染症拡大に伴う保

価

健所業務への従事職員

－

派遣による業務量調整

１

により、改修年度を令

次

和５年度実施とする計

評

画変更を行ったため、

価

達成率は８９％と

なっ

）

た。

【指標３】適正規

そ

模・適正配置の取り組

の

みとして、令和４年度

１

に小学校統合により学

1

校数１減を実施した他

)

、生徒数増により中学

施

校１校が適正規模にな

策

ったことから、適正規

の

模校の割合は、令和３

達

年度５８．６％に対し

成

、令和４年度は５９．

状

２％と若干上昇し

た。

況

なお、小学校では、３

と

２％（約３割）の学校

そ

が、各学年２クラス（

の

１２クラス）未満や、

原

１クラス３５人編成を

因

下回るなどの

小規模校

の

となっている。中学校

分

では、ほぼ半数に近い

析

４５％の学校が小規模

【

校となっている。

【指

指

標４】統合する学校数

標

について、平成２９年

１

度までに江北地区、鹿

】

浜地区の６校の統合を

令

実施している。令和４

和

年度に、江北

地区の小

４

学校２校の統合を実施

年

した。令和５年度には

度

、鹿浜地区の小学校２

に

校の統合を完了し目標

完

値を達成する。

【指標

了

５】令和４年度はコミ

予

ュニティ・スクール（

定

以下、ＣＳ）の新規設

で

置がなかった。令和５

あ

年２月には開かれた学

っ

校づくり協

議会（以下

た

、開かれ）会長を対象

小

に開催した会長研修会

学

において、ＣＳをテー

校

マとした講演を行い、

１

アンケートを実施した

校

。その

結果、制度の重

の

要性や必要性は理解で

統

きるという回答が７割

合

を占めていた反面、導

校

入に向けての不安が５

新

割を超えており、「Ｃ

築

Ｓ

と開かれの違いが明

お

確ではない」「ＣＳ化

よ

することでの開かれへ

び

の影響が不安」「人材

小

の確保が難しい」など

学

の意見があった。開

か

校

れがＣＳと同等の働き

１

をしている現状でＣＳ

校

化する必要を感じてい

の

ないのが、ＣＳ設置が

大

進まない主な要因にな

規

っていると分析

する。

模

【指標６】協議会開催
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計３５事業 24,492,867 738,313 25,231,180

3)施施策の手段として位置付け
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小学 事

2

435 現状維持 Ｂ

中学

2

校災害共済給付事業 学

,

務課4097 12,2

5

79 2,809 15,

3

088 現状維持 Ｂ

中学

9

校環境衛生事業 学務課

1

4098 5,309 2

2

,819 8,128 現

,

状維持 Ｂ

学校安全衛生

6

委員会運営事務 学校支

業

1

援課4113 5,39

1

6 12,446 17,

3

842 現状維持 Ｂ

教職

5

員の被服貸与事務 学校

,

支援課4114 456

1

830 1,286 現状

5

維持 Ｂ

健康管理事務 学

0

校支援課4115 61

現

,660 13,192

状

74,852 現状維持

学

維

Ａ

学校適正配置推進事

持

業 学校施設管理課48

Ａ

39 4,518 16,

小

096 20,614 現

学

状維持 Ａ

小学校施設の

校

保全事業 学校施設管理

用

課5014 3,659

務

,798 170,08

委

9 3,829,887

託

現状維持 Ａ

中学校施設

校

事

の保全事業 学校施設管

業

理課5018 1,82

学

9,559 105,1

校

23 1,934,68

支

2 現状維持 Ａ

教職員人

援

事・給与支給管理事務

課

（予算に紐付かない）

4

教育指導課21489

0

0 66,376 66,

3

376 現状維持 Ａ

学校

支

1

検査事務 学校支援課2

9

1491 0 11,03

0

5 11,035 現状維

9

持 Ａ

学校図書館地域開

,

放事業 学校支援課22

7

991 17,735 2

0

,157 19,892

0

拡充 Ａ

教育財産改修事

9

業【投資】 学校施設管

,

理課23014 305

援

7

,518 6,638 3

8

12,156 統合・終

7

了 Ｂ

合計３５事業 24

9

,492,867 73

1

8,313 25,23

9

1,180

,487

課

改善・

別

変

紙

3)施策の手段とし

更

て位置付けられる事務

Ａ

事業の評価結果
事務事

中

業 施策への
事務事業名

学

事業費 人件費 総事業費

校

課長評価 担当課コ ー

用

 ド 貢献度

4

務委託事業 学校支援課

0

4035 430,27

1

1 9,787 440,

校9

058 改善・変更 Ａ

小

2

学校公共料金管理事業

,

学校支援課4039 1

1

,105,227 4,

9

149 1,109,3

6

76 現状維持 Ａ

小学校

2

運営管理事業 学校支援

,

課4040 681,1

4

57 15,668 69

8

6,825 現状維持 Ａ

周 9

中学校公共料金管理事

4

業 学校支援課4041

,

618,123 2,4

6

06 620,529 現

8

状維持 Ａ

中学校運営管

5

理事業 学校支援課40

現

42 410,814 6

状

,963 417,77

維

7 現状維持 Ａ

第四中学

持

校夜間学級運営管理事

年 Ｂ

業 学校支援課4043

中

2,408 83 2,4

学

91 現状維持 Ｂ

学校運

校

営協議会推進事業 学校

周

支援課4048 5,2

年

55 4,978 10,

行

233 拡充 Ａ

学校施設

事

管理事務 学校施設管理

等

課4053 20,41

指

4 25,721 46,

行

導

135 現状維持 Ｂ

学校

事

教育関係施設改修事業

業

学校施設管理課405

学

4 3,260 1,65

校

9 4,919 現状維持

支

Ｂ

小学校施設の設備管

援

理事業 学校施設管理課

課

4056 207,70

4

5 12,774 220

0

,479 現状維持 Ａ

小

事

2

学校施設の維持補修事

0

業 学校施設管理課40

3

57 194,473 4

9

,978 199,45

9

1 現状維持 Ａ

中学校施

8

設の設備管理事業 学校

3

施設管理課4061 1

0

03,888 13,6

1

03 117,491 現

,

状維持 Ａ

中学校施設の

等

2

維持補修事業 学校施設

2

管理課4062 82,

9

930 3,319 86

現

,249 現状維持 Ａ

義

状

務教育施設建設等資金

維

積立基金積立金 学校施

持

設管理課4070 7,

Ｂ

045,842 830

開

7,046,672 現

か

状維持 Ａ

区立小学校の

指

れ

改築事業 学校施設管理

た

課4072 3,993

学

,376 86,289

校

4,079,665 現

づ

状維持 Ａ

区立中学校の

く

改築事業 学校施設管理

り

課4073 2,595

推

,467 43,125

進

2,638,592 現

事

状維持 Ａ

就学事務事業

導

業

学務課4074 116

学

,184 61,026

校

177,210 拡充 Ａ

支

小学校災害共済給付事

援

業 学務課4093 27

課

,395 2,809 3

4

0,204 現状維持 Ｂ

0

小学校環境衛生事業 学

2

務課4094 11,6

4

16 2,819 14,

17
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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施

n@city.ada

策

chi.tokyo.

の

jp

　子どもがたくま

概

しく生き抜く力を育む

要

ための事業を区内大学

柱

と協働協創して実施し

立

ていく。

　区内都立高

て

校や東京都生涯学習課

5

、ユースソーシャルワ

【

ーカー等との連携によ

ひ

り、高校生の中退防止

と

を図り、卒業

協働・協

】

創 後の進路実現に向け

自

た支援を行う。

の 取 組

己

み

【目標】4 質の高

肯

い教育をみんなに【タ

定

ーゲット】4.3 高

感

等教育に平等にアクセ

を

スできるようにする。

持

【関連する理

由】行政

ち

評価を実施し、業務を

、

改善することが、区民

生

に対する説明責任を果

き

たすことにつながる。

抜

【評価】わかりや
ＳＤ

く

Ｇｓが
すい指標を用い

力

たことで、効果が明確

を

になった。
目指す目標

備

（ターゲッ
ト）との関

え

連及び評価

備　　　考

た人

施 策 群 名 1 家庭・地域と連携し、子どもの学びを支え育む

施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

■　子どもたちが自己肯定感を持ち、これからも夢を育みチャレンジすることができるように、異世代との交流や

　様々な経験・体験の場、機会を拡大する。

■　高校中途退学者、高校を卒業したものの無業や不安定就労にある人、青年期・成人期で課題を抱える若年者に対

施策の方向 　して、社会人・職業人への円滑な移行を支援するために、国や東京都、地域や各団体との連携を強化していく。

( 目 標 )

■　核家族化や地縁的なつながりの希薄化により、乳幼児期からの生活リズムの乱れなど家庭での教育力の低下が懸

　念されていることから、保育園や幼稚園等と連携して「早寝・早起き・朝ごはん」の取組みを進めている。

■　集団宿泊的行事として実施している小・中学校自然教室では、豊かな自然や文化に触れる様々な体験活動を行っ

　ている。
現　　　状

■　大学との連携事業等による多様な経験・体験の機会を提供している。

■　区内の都立高校の中途退学者数は減少傾向にあるが、依然として多い状況である。

■　多様な経験・体験の場をさらに充実させるために、子どもたちの成長段階に応じた体験活動の機会を増やしてい

　く必要がある。

■　高校中途退学者や無業の若年者の情報は区で集約することが難しく、そうした若者の実態把握と支援策

足

を構築す

　る必要があ

立

る。

課　　　題

■　自

区

然教室や大学生との交

　

流等を通じて、様々な

令

経験・体験をすること

和

により、子どもたちが

５

新しいことにチャレ

　

年

ンジするきっかけをつ

度

くっていく。

■　「居

施

場所を兼ねた学習支援

策

」に登録している中学

評

生が高校に進学した後

価

も、東京都のユースソ

調

ーシャルワーカー

　等

書

と連携しながら、高校

(

中途退学の防止や中途

令

退学後の支援を行って

和

いく。

■　高校中途退

４

学の予防、進路未決定

年

者の発生防止のため、

度

区の教育委員会や中学

事

、高校、東京都との連

業

携を強化す
方　　　針

実

　る。

担 当 課 名 青少年

施

課（取りまとめ）

電 話

)

番 号 03-3880-

1

5264 E-mai

 

l seishoune
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している高校生のうち高校を中途退学した人の割合※低減目標
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 0 0
(4)

実　績　値 - - 1.6 3.9 R6 0

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生等の数

定義等 中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生等の数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 130 130
(5)

実　績　値 - - 129 133 R6 90

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 143% 102% 148% -

指標名 高校中途退学に関わる中学校・高等学校接続会議の開催回数

定義等 高校中途退学に関わる中学校・高等学校接続会議の年間開催回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 3 - 3 3 3
(6)

実　績　値 3 - 1 3 R6 3

達　成　率 100% 100% 0% 0% 33% 33% 100% 100% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 1,140,370 1,483,599

人件費 263,443 253,996

総事業費 1,403,813 1,737,595

前年比(金額) 380,515 333,782

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 「足立区学力定着に関する総合調査」で、「自分には良いところがあると思う」に肯定的な回答をした割合

定義等 「足立区学力定着に関する総合調査」で、「自分には良いところがあると思う」に肯定的な回答をした割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 68.5 - - -
(1)

実　績　値 71.5 - 71.6 72.8 R6 72

達　成　率 0% 99% 0% 0% 0% 99% 0% 101% -

指標名 大学連携による体験活動後に「新しいことを知ったりチャレンジしたい」と回答した子どもの割合

定義等 大学連携事業の参加者に占める「新しいことを知ったりチャレンジしたい」と回答した子どもの割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 90 90 90 90
(2)

実　績　値 - 90 87 89 R6 90

達　成　率 0% 0% 100% 100% 97% 97% 99% 99% -

指標名 自然教室において「最後までやり遂げた」「自分の役割を果たすことができた」などと回答した児童・生徒の割合

定義等 自然教室において「最後までやり遂げた」「自分の役割を果たすことができた」などと回答した児童・生徒の割合
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 78 78 78 78 78
(3)

実　績　値 75 75 88 89 R6 80

達　成　率 96% 94% 96% 94% 113% 110% 114% 111% -

指標名 中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生のうち高校を中途退学した人の割合

定義等 中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録
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か

に応じた体験活動の機

ら

会を増やし、子どもが

、

将来や進学をイメージ

同

できるような体験活動

様

の内容を大学と

協議し

に

ながら充実させていく

「

。

　自然教室は、教室

足

では体験することがで

立

きない壮大な自然や文

区

化に直接触れることが

学

でる貴重な体験の場で

力

ある。令和4年度は

環

定

境政策課との協議によ

着

り、鋸南自然教室で「

に

海洋学習プログラム」

関

を実施した。魚沼自然

す

教室では、魚沼市内の

る

中学校との交流

体験や

総

、地元の方を講師に、

合

SDGsに関する勉強

調

会などを実施した学校

査

もあった。自然教室事

」

業を活用し、「環境学

で

習」や「食育」

「地域

の

の方々との交流」など

肯

、子ども達の心身の成

定

長につながる豊かな体

的

験を実施していく。

　

意

「居場所を兼ねた学習

見

支援」では、学業の遅

の

れや家庭状況の変化と

実

いった中退リスクを早

績

期に把握するため、単

値

に居場所を提供

するだ

に

けではなく、高校生の

反

興味を引く体験イベン

映

トの実施など、ニーズ

さ

に沿った支援を実施し

れ

、高校生の利用促進を

て

図る。また

、結果とし

い

て中途退学に至った場

る

合も、復学や就職への

と

支援、東京都の関連施

考

策への接続を行う。

える。

【指標2】

　コロナ禍で密を

4

避けるため実施教室を

 

分ける等の対策を講じ

担

て、大学連携の特色を

当

活かしたプログラムを

部

実施した。多くの子ど

に

も達が体験活動ができ

お

た中、「新しいことを

け

知ったりチャレンジし

る

たい」と回答した割合

評

が、昨年同様ほぼ目標

価

値を達成できたこ

とは

（

コロナ禍で事業を工夫

部

した結果であり、体験

長

を通じて子ども達の自

評

己肯定感につながった

価

ことと考える。

【指標

－

3】

　コロナの影響も

１

あったが、バスの増便

次

やPCR検査の実施な

評

どを行い、すべての小

価

中学校が自然教室を実

）

施することができた。

そ

「

自然教室で自信を持

の

つことができた」と回

１

答した児童生徒の割合

1

も昨年度より上昇し、

)

目標値を上回っている

施

。特に「友達と協力

で

策

きた」「自分の役割を

の

果たした」と回答した

達

児童生徒が多く、集団

成

宿泊体験活動を通じて

状

、困難なことをやり遂

況

げたという達成

感を持

と

つことができたことが

そ

、子ども達の自己肯定

の

感の向上につながって

原

いると考える。

【指標

因

4・5・6】

　「居場

の

所を兼ねた学習支援」

分

では登録する高校生に

析

ついて、居場所の利用

【

を通じて学力不振や家

指

庭・生活環境など、生

標

徒の変化

をいち早く把

1

握することで、中途退

】

学の防止に向けた支援

 

を行っている。また、

大

大学生などの若いスタ

学

ッフを中心とした居心

連

地の

良い雰囲気づくり

携

や、生徒一人ひとりの

事

状況に寄り添った支援

業

を提供することで、利

や

用を希望する高校生の

自

増加に繋がっている。

然

　中退予防策としては

教

「高校中途退学に関わ

室

る中学校・高等学校接

に

続会議」等の取組を通

参

じて、中学生が本人の

加

能力や特性にあっ

た進

し

路選択ができるよう、

た

都立高校が取り組む教

子

育活動について情報交

ど

換を行っている。

　こ

も

うした活動により、「

の

居場所を兼ねた学習支

指

援」においては高校生

標

のほとんどが卒業後の

の

進学や就職に繋がって

肯

いるが、本人

の能力と

定

進学先のミスマッチな

的

どにより、数名の中途

意

退学者が出ている。

2

見

)達成状況と原因分析

が

を踏まえた今後の方向

延

性

　大学連携事業は、

び

コロナ禍において可能

て

な限り対面での事業を

い

行った。今後も子ども

る

たちの生きる力・自己

こ

肯定感を育むために

、

と

子どもたちの成長段階
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ら

基金積立金 未・貧困対

れ

策課22841 222

る

,182 7,467 2

事

29,649 拡充 Ａ

合

務

計１９事業 1,483

事

,599 253,99

業

6 1,737,595

の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

鹿浜いきいき館児童館運営事業 住区推進課3584 1,315 48,332 49,647 現状維持 Ａ

児童施設維持補修事務 住区推進課3585 4,259 4,646 8,905 現状維持 Ａ

鹿浜いきいき館児童館管理事務 住区推進課3586 9,449 16,843 26,292 現状維持 Ａ

家庭教育推進事務 青少年課3779 6,571 11,596 18,167 現状維持 Ａ

小学校自然教室事業 学務課4084 125,512 8,297 133,809 現状維持 Ｂ

中学校自然教室事業 学務課4086 212,152 8,297 220,449 現状維持 Ｂ

成人の日記念事業 青少年課4180 20,442 12,446 32,888 改善・変更 Ａ

青少年委員の活動支援事業 青少年課4183 11,423 12,446 23,869 現状維持 Ａ

放課後子ども教室推進事業【経常】 学校支援課4188 201,732 15,764 217,496 改善・変更 Ａ

こども未来創造館管理運営事務 生・地域文化課18759 575,944 6,638 582,582 改善・変更 Ａ

青少年対策事業 青少年課20850 20,479 13,275 33,754 改善・変更 Ａ

青少年教育管理事務 青少年課20871 1,997 4,149 6,146 現状維持 Ｂ

青少年対象の事業および指導者の育成・支援事業 青少年課20902 9,386 24,891 34,277 改善・変更 Ａ

青少年団体の支援事業 青少年課20915 6,740 16,594 23,334 改善・変更 Ａ

体験学習推進事業 青少年課21737 27,465 16,

3

594 44,059 改

)

善・変更 Ａ

こども未来

施

創造館改修事業 生・地

施

域文化課21809 0

策

830 830

子どもの

の

貧困対策・若年者支援

手

事業 未・貧困対策課2

段

2829 20,842

と

8,297 29,13

し

9 拡充 Ａ

あだち子ども

て

の未来応援事業 未・貧

位

困対策課22839 5

置

,709 16,594

付

22,303 拡充 Ａ

あ

け

だち子どもの未来応援
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施

用者満足度やニーズを

策

詳しく確認していく必

の

要がある。

■ ハイリ

概

スク妊産婦に対する手

要

厚い支援や虐待の未然

柱

防止は、関係機関等と

立

連携を強化しながら今

て

後も揺るぐこと

なく実

5

施していく。

■ 妊婦

【

対象の支援として、令

ひ

和５年４月から開始し

と

た「あだち出産・子育

】

て応援事業」と連動し

自

た、妊婦全数面接

を行

己

う「足立区スマイルマ

肯

マ面接事業」、希望者

定

に対する「妊娠８か月

感

前後の面談」、「こん

を

にちは赤ちゃん訪問」

持

において、妊婦の心身

ち

の状態や家庭の状況な

、

どを把握し、支援が必

生

要な方には適切なケア

き

を実施していく。
方　

抜

　　針
■ 全産婦対象

く

の支援として、赤ちゃ

力

ん訪問時に子育て情報

を

の提供やコミュニケー

備

ションツールとしてエ

え

ジンバラ産

後うつ病質

た

問票（ＥＰＤＳ）を活

人

用し、産婦の心理状態

施

や生活状態、子どもに

策

対する気持ちを把握し

群

、産後ケアなど

の必要

名

な事業につないでいく

2

。

担 当 課 名 保健予防課

妊

（取りまとめ）

電 話 番

娠

号 03-3880-5

か

892 E-mail h

ら

-yobou@cit

出

y.adachi.t

産

okyo.jp

■ 虐

・

待の疑いや、養育困難

子

家庭は、こども支援セ

育

ンターげんきや足立児

て

童相談所と情報の連携

ま

を行っている。場合

に

で

よっては同行するなど

切

、虐待を未然に防ぐた

れ

めの支援を行っている

目

。

■ 生活困窮家庭は

な

、くらしとしごとの相

く

談センターへつないで

支

いる。つなぐだけでな

え

く、必要に応じ、相談

る

内容等

協働・協創 を共

施

有し、支援に役立てて

策

いる。

の 取 組 み ■ 生

名

活保護受給世帯や非課

2

税世帯は、入院助産制

.

度の所管である各福祉

1

課へつなぎ、各担当か

妊

ら手続きの案内を行

っ

娠

ている。

■ こころの

、

病を持つ妊婦は、妊婦

出

の精神的負担を軽減さ

産

せるため、病状に応じ

、

、区内外の産科医療機

子

関と連携を行

い、必要

育

なフォローを行ってい

て

る。

　妊娠届出時アン

へ

ケートやスマイルママ

の

面接から妊娠中の心身

切

状況を把握し、食生活

れ

の指導を含めたきめ細

目

やかな支

援を行うこと

の

により、妊婦の栄養ニ

な

ーズに対応している。

い

【SDGsﾀｰｹﾞｯ

支

ﾄ】2.2
ＳＤＧｓが

援

　また、上記対応に加

の

え、特に支援を要する

充

妊産婦に対しては、複

実

数回訪問や電話フォロ

■

ー、同行受診等を実施

 

し、
目指す目標

貧困層

妊

・脆弱者の保護及び妊

娠

産婦の死亡率の削減に

期

貢献している。【SD

か

Gsﾀｰｹﾞｯﾄ】1

ら

.3、3.1
（ターゲ

出

ッ
　こんにちは赤ちゃ

産

ん訪問や産後ケアに加

・

え、乳幼児健康診査を

産

実施することにより、

後

産後の母体回復支援、

・

保護者
ト）との関

の精

子

神的・経済的負担の軽

育

減を図るとともに、乳

て

幼児の疾病や予防の早

期

期発見に努め、新生児

ま

・５歳未満児の予防可

で

連及び評価
能な死亡の

切

根絶に寄与している。

れ

【SDGsﾀｰｹﾞｯ

目

ﾄ】3.2

備　　　考

のない支援を行うことにより、養育困難や生活困難を未然に防ぎ、

健やかな親子の成長を支えていく。

■ 妊婦全数面接や赤ちゃん訪問、乳幼児健康診査等により、家庭の状況把握及び母親のメンタルフォローを行うこ

施策の方向 とで、虐待の未然防止と安心して楽しく子育てできる環境を整えていく。

( 目 標 )

■ 妊娠届出時のアンケートから、妊娠中の身体管理や育児困難、生活困窮・虐待の可能性などの視点で支援が必要

な妊婦を把握し、そのレベルに応じた支援を実施している（妊娠届出総数4,350件のうち特定妊婦<Ｄ妊婦>は9.4％で

408人）。 ■ 訪問や面接・電話などできめ細かに妊産婦への指導や相談・助言を行い、特に早期産のリスクが高い

多胎・やせ・飲酒・喫煙・高血圧・糖尿病について、寄り添い支援による日常生活の指導により、リスクを低減させ
現　　　状

ている。 ■ 東京医科歯科大学との共同研究による「あだちスマイルママ＆エンジェルプロジェクト（ＡＳＭＡＰ）

」の事業分析結果でも虐待予防の成果を確認した。 ■ 全妊婦向けに「足立区スマイルママ面接事業」、全産婦向け

に令和２年９月から「デイサービス型産後ケア」、令和４年度から「宿泊型産後ケア」を開始して

足

いる。

■ ＡＳＭＡＰ

立

事業分析結果では、妊

区

娠届を活用したハイリ

　

スク群の推測は有効で

令

あり、特に年齢、経済

和

状況、ここ

ろの病気の

５

有無は引き続きもれな

年

く把握する必要がある

度

。

■ 育児困難や生活

施

困窮・虐待等を未然に

策

防ぐため、赤ちゃん訪

評

問や乳幼児健診等の機

価

会を捉えて確実な状況

調

把握や

現状確認をして

書

いく必要がある。

■ 

(

支援が必要な世帯への

令

早期介入を行うため、

和

医療機関や関係機関と

４

さらなる連携を図って

年

いく必要がある。
課　

度

　　題
■ ハイリスク

事

妊産婦の支援をしつつ

業

も、全妊産婦の経済的

実

・身体的・精神的負担

施

を軽減していくほか、

)

「デイサー

ビス型産後

1

ケア」や「宿泊型産後

 

ケア」については、利
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.8 R6 100

達　成　率 0% 0% 94% 89% 92% 89% 97% 95% -

指標名 3～4か月児健診時アンケートで「赤ちゃん訪問を受けて安心した」と答えた親の割合

定義等 3～4か月児健診アンケート「赤ちゃん訪問を受けて安心した」の設問に「あてはまる」「ややあてはまる」と答えた割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 95 96 97 97 97
(5)

実　績　値 95.5 96.9 95.3 96 R6 97

達　成　率 101% 98% 101% 100% 98% 98% 99% 99% -

指標名 こんにちは赤ちゃん訪問時における産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）の実施率

定義等 こんにちは赤ちゃん訪問をした産婦に対し、産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）を実施した割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 80 90 90 95
(6)

実　績　値 - 80.8 86.6 91.8 R6 100

達　成　率 0% 0% 101% 81% 96% 87% 102% 92% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 27,023,628 10,932,595

人件費 724,715 754,349

総事業費 27,748,343 11,686,944

前年比(金額) 15,615,070 △16,061,399

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 早期（37週未満）に産まれた子どもの割合＊低減目標

定義等 「人口動態調査」における区内の出生児全体に占める早期（37週未満）に産まれた子どもの割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 5.4 5.4 5.4 5.4 5.4
(1)

実　績　値 5.9 5.7 5.8 5.5 R6 5.3

達　成　率 92% 90% 95% 93% 93% 91% 98% 96% -

指標名 妊娠届で把握した要支援者（D妊婦）に4回以上訪問等を実施した割合

定義等 妊娠届及びアンケートの回答内容から特に指導・支援を必要とする妊婦に4回以上訪問等を実施した割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 80 80 98 100
(2)

実　績　値 - 92.2 98.7 100 R6 98

達　成　率 0% 0% 115% 94% 123% 101% 102% 102% -

指標名 妊娠届出者に対し個別のケアプランを作成した割合

定義等 妊娠届出者に対し、「スマイルママシート」による個別のケアプランを作成した割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 95 97 98 98
(3)

実　績　値 - 89 88.9 94.8 R6 100

達　成　率 0% 0% 94% 89% 92% 89% 97% 95% -

指標名 妊娠届出者に対し「スマイルママ面接」を実施した割合

定義等 妊娠届出者に対し、保健師等の専門職が「スマイルママ面接」を実施した割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 95 97 98 98
(4)

実　績　値 - 89 88.9 94
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妊

とを含めて、今後もス

婦

マイルママ面接の実施

を

を促すことにより、

妊

把

娠や育児に関する不安

握

を軽減するための支援

し

を継続していく。

指標

、

（５）

こんにちは赤ち

き

ゃん訪問事業の訪問員

め

には、年に１～２回研

細

修を実施し、妊産婦の

や

支援に必要な知識の習

か

得機会を設けている。

な

子

育て応援ギフトによ

支

る経済的支援の対象に

援

なることも含めて、訪

を

問での傾聴により母親

継

の不安軽減を図る。区

続

が実施する母子保健

事

し

業についても詳細に案

た

内できるよう、研修内

こ

容を充実させていく。

と

また、希望者への訪問

に

だけでなく特に支援を

よ

要する妊婦への

複数回

り

訪問を必要に応じて実

、

施していく。さらに、

令

訪問の申し込みについ

和

て、母子健康手帳に綴

３

じこまれているハガキ

年

（出生通知

票）のほか

度

、オンライン申請シス

実

テムの二次元バーコー

績

ドをハガキに記載し周

に

知を図ることで、可能

比

なことの周知を強化し

べ

、すべ

ての妊婦に利用

低

してもらえるよう努め

減

ていく。

指標（６）

す

す

べての産婦にEPDS

る

を実施するよう努めて

こ

いるが、直近に病院で

と

実施している場合や、

が

質問内容の理解が難し

で

い外国人等に対して

実

き

施できないなどの場合

た

がある（それ以外の産

。

婦に対してはほぼ１０

指

０％実施）。そのよう

標

な場合は、うつや不安

（

障害に関する質

問につ

２

いて口頭で尋ねること

）

で、リスクがある妊婦

目

かどうかを把握し、必

標

要な支援を行っている

を

。引き続き、妊産婦の

達

メンタルヘ

ルスに努め

成

、母子の健やかな成長

し

を促していく。

た。

4

特に支援を必要とする

 

妊婦に対しては、訪問

担

や電話などで妊娠初期

当

から見守り、必要な機

部

関や制度に繋げたり、

に

不安を抱えない・軽減

お

するよう寄り添った支

け

援を十分に実施するこ

る

とができたと言える。

評

なお、令和２年度、３

価

年度について、実

績値

（

が目標値を大きく上回

部

ったため、令和６年度

長

の目標値を当初の８０

評

％から９８％に変更す

価

る。

指標（３）（４）

－

（３）及び（４）は原

１

則同時実施としており

次

、ともに目標を下回っ

評

たものの横ばいの実績

価

となった。各保健セン

）

ター等で妊娠届を

出し

そ

た妊婦については、同

の

日実施を行うことが可

１

能なためほぼ目標を達

1

成できているが、パー

)

トナー等による妊娠届

施

出の提出や区

民事務所

策

での届出の場合、後日

の

改めて妊婦本人が各保

達

健センター等に出向く

成

必要があるため、体調

状

や里帰り等が影響し、

況

達成する

ことができな

と

かったものと推測され

そ

る。

指標（５）

目標を

の

下回ったものの概ね達

原

成した。妊娠期から子

因

育て期までの手厚い支

の

援の成果が、指標に少

分

しずつ反映されている

析

と推測され

る。

指標（

指

６）

目標を達成した。

標

直近に病院で実施して

（

いる場合や、質問内容

１

の理解が難しい外国人

）

等に対して実施できな

目

いなどの場合があると

標

推測される。

2)達成

を

状況と原因分析を踏ま

下

えた今後の方向性

指標

回

（１）

相談の原因とし

っ

て、痩せ型体形や多胎

た

妊娠などがある。妊娠

も

届出時のアンケートと

の

妊婦との全数面接妊娠

の

８か月目のアンケート

、

か

ら、継続して状況を

概

把握することで母体の

ね

健康管理を支え、安全

達

なお産につなげていけ

成

るよう、支援が必要な

し

妊婦には積極的にア

プ

た

ローチするなど、引き

。

続き目標達成に向けて

妊

努めていく。

指標（２

娠

）

特に指導・支援が必

届

要とする妊婦に対して

出

は、保健予防課の母子

時

保健コーディネーター

の

（保健師）が専門で支

ア

援している。今後も

複

ン

数回訪問や電話など、

ケ

寄り添った支援を継続

ー

していく。

指標（３）

ト

（４）

妊娠期から子育

か

て期に渡る支援窓口の

ら

中でスマイルママ面接

支

が一番最初の接点とな

援

り、区の信頼感などの

が

上で非常に重要な役割

必

を

果たしている。出産

要

応援ギフトによる経済

な

的支援の対象になるこ

25

個別施策評価調書



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

子ども政策一般管理事務 子ども政策課3771 7,229 48,083 55,312 現状維持 Ｂ

子育て支援推進事業 子ども政策課3772 7,233 43,954 51,187 改善・変更 Ａ

児童手当の支給事業 親子支援課3780 9,455,769 94,418 9,550,187 現状維持 Ａ

あだち子育て応援隊事業 こ・こども家庭支援
課

3805 94,190 13,436 107,626 現状維持 Ａ

子育て短期支援事業 こ・こども家庭支援
課

3812 38,870 13,436 52,306 現状維持 Ａ

妊娠高血圧症候群・未熟児養育医療等給付事業 保健予防課3835 47,862 4,149 52,011 現状維持 Ａ

母子健康手帳・ファミリー学級事業 保健予防課3836 11,398 67,742 79,140 拡充 Ａ

妊産婦・乳幼児相談事業 保健予防課3837 207,427 209,814 417,241 拡充 Ａ

妊婦健康診査事業 保健予防課3838 374,768 16,724 391,492 拡充 Ａ

乳児・１歳６か月児・３歳児健康診査事業 保健予防課3839 108,639 215,056 323,695 現状維持 Ａ

子育てサロン管理運営事務 住区推進課16106 69,113 17,424 86,537 拡充 Ａ
子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）の支給事
務【投資】

親子支援課22895 7,200 83 7,283 現状維持 Ａ

子育て世帯への臨時特別給付金の支給事務【経常】 親子支援課23231 121,883 0 121,883 休止・終了 Ｃ

子育て世帯生活支援特別給付金

3

（その他世帯分）の支

)

給事
務【経常】

親子支

施

援課23259 381

施

,014 10,030

策

391,044 現状維

の

持 Ａ

合計１４事業 10

手

,932,595 75

段

4,349 11,68

と

6,944

して位置付け
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施

　供給のアンバランス

策

を解消していくことが

の

課題である。

■ 保育

概

施設については、引き

要

続き、地域ごとの保育

柱

ニーズを詳細に分析し

立

、人口推計、妊娠届出

て

時の意向調査結果

　等

5

を踏まえ、「足立区待

【

機児童解消アクション

ひ

・プラン」の改定を行

と

い、保育需要数を見直

】

していく。また、築年

自

 数の経過した施設

己

では、保育定員の見直

肯

しを含めた施設更新に

定

より保育環境を向上さ

感

せながら、必要な保育

を

定員

 を確保してい

持

く。

■　指導検査につ

ち

いては、検査職員OJ

、

Tやマニュアル等の整

生

備を進めスキルアップ

き

を図るとともに、施設

抜

等に対し　
方　 　針

く

　「足立区教育・保育

力

の質ガイドライン」に

を

基づく寄り添い支援に

備

よる巡回訪問を重ねる

え

ことで、保育環境・サ

た

ービ

スの基盤となる

人

健やかな子どもの育ち

施

を支える教育・保育を

策

支援していく。

■ 学

群

童保育室については、

名

地区ごとの需要を正確

2

に分析して毎年整備計

妊

画の見直しを図り、特

娠

に低学年の待機児童

　

か

解消に重点的に取り組

ら

み、必要な定員数を確

出

保する。

担 当 課 名 私立

産

保育園課（取りまとめ

・

）

電 話 番 号 03-38

子

80-5712 E-m

育

ail kodomo-

て

seibi@city

ま

.adachi.to

で

kyo.jp

　子ども

切

施設指導・支援課と連

れ

携し保育施設等に指導

目

・支援を実施。

　保健

な

予防課、各保健センタ

く

ーと連携し、妊娠届出

支

時の利用意向調査を実

え

施。　

協働・協創
の

る

取 組 み

【目標】4 質

施

の高い教育をみんなに

策

、5 ジェンダー平等

名

を実現しよう、8 働

2

きがいも経済成長も【

.

ターゲット】4.2

2

乳幼児の発達・ケアと

子

就学前教育にアクセス

育

できるようにする。 

て

5.5 政治、経済、

と

公共分野でのあらゆる

仕

レベルの
ＳＤＧｓが

意

事

思決定において、完全

の

かつ効果的な女性の参

両

画及び平等なリーダー

立

シップの機会を確保す

支

る。8.5 雇用と働

援

きがい
目指す目標

のあ

（

る仕事、同一労働同一

待

賃金を達成する。【関

機

連する理由】行政評価

児

を実施し、事業や施策

童

の効果を検証し、業務

対

（ターゲッ
を改善して

策

いくことは、ターゲッ

と

ト4.2、5.5、8

教

.5につながる。【評

育

価】わかりやすい指標

・

を用いて行政評価を実

保

施
ト）との関

したこと

育

で、事業や施策の実施

の

効果を可視化すること

質

ができた。引き続き、

の

教育・保育の質を意識

向

した評価体制を継
連及

上

び評価
続していく。

備

）

　 　考

■ 様々なニーズにあわせた保育サービスを提供することで、働きながら安心して子育てできる環境づくりを推進す

る。

■ 乳幼児期の教育・保育の質を維持・向上させることで、保育環境・サービスの基盤を整える。

施策の方向 ■ 学童保育においては、放課後等の安心・安全な居場所を確保することで、子育てと仕事の両立をサポートし、児

( 目 標 ) 童の健全育成を図る。

■ 共働き世帯等の増加により、保育需要が増加している中で「足立区待機児童解消アクション・プラン」に基づき

平成27年度から6年間で4,352人分の保育定員を拡大した結果、令和3年4月には待機児童を解消した。令和4年4月に

おいては1人の待機児童が存在したが、令和5年4月には、再び年度当初の待機児を解消している。

■ 多様な運営主体の参入により幼児教育・保育施設の量的整備が進み、利用機会の拡大が進む中、これまで以上に
現　 　状

施設等における子どもの安全・安心の担保に資する区によるきめ細やかな支援が必要となっている。

■ 学童保育は、「足立区放課後子ども総合プラン」及び「平成31年度学童保育室待機児童緊急対策」に基づき令和

4年4月現在5,448人分(前年比172人増)の児童を受入可能としたが、令和4年

足

5月現在244人の待

立

機児童が発生してい

る

区

。

■ 急速な人口減少

　

や新型コロナウイルス

令

感染症拡大による社会

和

状況の悪化等の影響に

５

より、今後の保育需要

年

の動向

　が見通しづら

度

くなっている中で、今

施

後必要な保育定員を確

策

実に確保・維持してい

評

くことが課題である。

価

■ 児童福祉法及び子

調

ども・子育て支援法に

書

基づく指導検査におい

(

て、文書指摘を受ける

令

施設の割合が目標値（

和

28％

）より約10ポ

４

イント上回っており、

年

保育の質の向上に向け

度

法令等の遵守に対する

事

意識を高める必要があ

業

る。　

■ 学童保育は

実

、待機児童が多く発生

施

している地域がある一

)

方で、定員割れ地域が

1

見られるなど、地域ご

 

との需要と
課　 　題
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室申請者　※低減目標
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 3 0 0 0 0
(5)

実　績　値 6.4 6.1 3.7 4.4 R6 4.6

達　成　率 47% 72% 0% 75% 0% 124% 0% 105% 0

指標名 区内３３地区のうち学童保育室の受け入れ可能数が学童保育需要を満たさない地区の数

定義等 学童保育室の受け入れ可能数が学童保育需要を満たさない地区の数　※低減目標
指

単　位 地区 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 21 19 17 15 15
(6)

実　績　値 21 18 17 21 R6 13

達　成　率 100% 62% 106% 72% 100% 76% 71% 62% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 35,461,941 35,719,054

人件費 7,452,839 7,194,376

総事業費 42,914,780 42,913,430

前年比(金額) 303,345 △1,350

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 保育需要に対する待機児童率

定義等 算出式Ａ/Ｂ　Ａ：保育所等の待機児童数　Ｂ：保育需要数（ともに翌年度４月１日現在）　※低減目標
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 0 0 0 0 0
(1)

実　績　値 0.02 0 0.01 0 R6 0

達　成　率 99% 99% 100% 100% 99% 99% 100% 100% -

指標名 保育施設整備数（累計）

定義等 施設更新を含む保育施設整備数(累計)
指

単　位 か所 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 0 3 3 5
(2)

実　績　値 - 1 4 4 R6 5

達　成　率 0% 0% 0% 20% 133% 80% 133% 80% -

指標名 指導検査実施施設中の文書指摘を受けた施設数の割合

定義等 指導検査で「文書指摘」となった保育施設の割合　※低減目標
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 30 28 28 28
(3)

実　績　値 33.3 17.9 31 39 R6 10

達　成　率 0% 30% 168% 56% 90% 32% 72% 26% 0

指標名 国の指針または「足立区教育・保育の質ガイドライン」を活用した保育実践をしている施設の割合

定義等 「足立区教育・保育の質ガイドライン」を活用している就学前教育・施設の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 54 85 87 87
(4)

実　績　値 54.3 82 85 85 R6 85

達　成　率 0% 64% 152% 96% 100% 100% 98% 100% -

指標名 学童保育室の待機児童率

定義等 算出式：A/B　A：待機児数　B：入
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【

需要数を見直していく

指

。また、築年数の経過

標

した施設では、保育定

-

員の見直しを含めた施

2

設更新により保育環境

】

を向上させながら、必

令

要な保育定員を確保・

和

維持していく。

・保育

4

士確保・定着について

年

は、重点を確保から定

度

着（離職防止）へとシ

は

フトし、保育事業者と

、

連携して、保育士が安

３

心して、働

きやすい、

園

すぐにやめたくならな

の

い職場環境を創設して

老

いく。

・指導検査では

朽

、同様の指摘が繰り返

化

されており、指摘を受

施

けた施設への改善指導

設

や園長会等の全体会で

の

の情報共有を行ってい

建

る

が結果に結びついて

て

いない。施設長や保育

替

士の定着率との関連も

え

推測されるが、各施設

を

等の課題を分析し、チ

実

ェックシートの活用

や

施

確認を行うとともに、

し

巡回訪問等において「

た

足立区教育・保育の質

。

ガイドライン」を活用

複

しながら丁寧な寄り添

数

い支援を継続し

ていく

年

。

・学童保育室につい

に

ては、区内33地区に

ま

細分化し、地区ごとに

た

詳細な調査・分析を行

が

ったうえで需要を予測

る

し、学童保育室整備計

た

画を策定している。最

め

新の申請状況のほか、

数

学齢人口の動向、大規

値

模開発の予定等の実績

の

を踏まえて毎年見直し

増

を行い、待機児童

が多

は

く見込まれる地区に学

な

童保育室の整備を進め

い

ていく。

【保育園　中

。

・長期】

・教育・保育

【

の質の維持・向上にむ

指

け、これまで指導検査

標

を実施していなかった

-

私学助成を受けている

3

私立幼稚園や認証保育

】

所も

検査対象とした。

令

各施設の課題を分析・

和

共有し、巡回訪問等を

4

通して「足立区教育・

年

保育の質ガイドライン

4

度

」を活用しながら丁寧

に

な寄り添い支援を継続

指

していく。

【学童保育

導

室　中・長期】

・受入

検

可能数が大幅に上回る

査

地区の適正化等、将来

を

的な需要予測を見据え

実

たうえで計画の見直し

施

を行っていく。また、

し

学童保育室

以外の居場

 

た

所として、学童保育室

私

と放課後子ども教室と

立

の連携について検討し

認

ていく。さらには、児

可

童の安全な居場所を確

保

保する

とともに、児童

育

の健全育成の向上を図

所

るために保育のさらな

、

る質の向上を目指す。

小

担

規模保育事業所、家庭

当

的保育事業者、私立幼

部

稚園・こども園の全

て

に

において、目標を下回

お

る厳しい結果となった

け

。私立認可保育園等の

る

各施設において退職等

評

により職員が定着せず

価

保育経験が浅い

職員が

（

増加していること、施

部

設長を含め職員の入れ

長

替わりも多く事務引き

評

継ぎが不十分なことが

価

要因として考えられる

－

。

【指標-4】「足立

１

区教育・保育の質ガイ

次

ドライン」の活用率は

評

、私立認可保育所にお

価

いて前年の75％から

）

64％にダウンした。

そ

家庭

的保育事業者が1

の

00％など高い施設が

１

ある反面、私立幼稚園

1

・こども園が50％と

)

施設種別でばらつきが

施

みられる。これは、各

策

事業

者・法人独自の保

の

育マニュアル等を使用

達

していること、「足立

成

区教育・保育の質ガイ

状

ドライン」の具体的な

況

活用方法が周知されて

と

いないことが要因とし

そ

て考えられる。

【指標

の

-5】学童保育室につ

原

いては、民設学童保育

因

室の誘致などにより、

の

受け入れ可能数は増加

分

したが、令和3年度に

析

比べて入室申

請者数が

【

増加したことで、待機

指

児童数も増加した結果

標

、待機児童率が4.4

-

ポイントとなった。令

1

和4年度に申請者数が

】

増えた要因と

しては、

必

令和3年度の申請時期

要

（令和2年11月頃）

な

には新型コロナウイル

保

スの特性が明らかにな

育

っておらず、感染に対

定

する不安から

申請数が

員

減少していたものが、

数

病気の特性が一定程度

を

明らかになりウィズコ

維

ロナに向けた生活様式

持

や働き方に変化し始め

し

たことで

、再び増加し

、

たことが考えられる。

保

【指標-6】学童保育

育

室整備計画における３

所

３地区のうち、学童保

待

育需要が受け入れ可能

機

数を上回った地区は２

児

１地区となり、４つ

増

童

加した。これは、前述

は

の新型コロナウイルス

令

に対する考え方の変化

和

により受入可能数を上

5

回る申請数の増加が主

年

な要因として考

えられ

4

る。

2)達成状況と原

月

因分析を踏まえた今後

1

の方向性

・保育施設に

日

ついては、引き続き、

現

地域ごとの保育ニーズ

在

を詳細に分析し、人口

解

推計、妊娠届出時の意

消

向調査結果等を踏まえ

し

、「

足立区待機児童解

た

消アクション・プラン

。

」の改定を行い、保育
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計３４事業 35,719,054 7,194,376 42,913,430

3)施施策の手段として位置付け

30
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学童 区

7

045 787,976

7

改善・変更 Ｂ

公立保育

3

園の管理運営事務 子ど

5

も政策課19172 6

5

1,001 14,93

8

5 75,936 現状維

,

持 Ｂ

子ども施設入園一

6

般管理事務 子ども施設

5

入園課20432 90

3

4 24,891 25,

推

1

795 現状維持 Ｂ

幼稚

1

園施設型給付事業 子ど

,

も政策課20935 7

6

59,735 9,95

1

6 769,691 拡充

6

Ａ

幼稚園地域子ども・

5

子育て支援事業 子ども

7

政策課20942 11

0

2,398 8,617

,

121,015 現状維

進

2

持 Ｂ

区立認定こども園

6

施設維持管理事業 子ど

9

も施設運営課2099

現

7 11,707 4,9

状

78 16,685 現状

維

維持 Ａ

子ども・子育て

持

施設整備基金積立金 子

Ｂ

ども政策課21221

私

21,780 830 2

立

2,610 現状維持 Ａ

課

幼

保育士確保・定着対策

稚

事業 私立保育園課21

園

304 620,190

助

35,638 655,

成

828 改善・変更 Ａ

私

費

立保育園一般管理事務

用

私立保育園課2131

負

0 2,439 32,3

担

39 34,778 現状

事

維持 Ｂ

子ども施設指導

3

務

検査事務 子ども施設指

子

導課21339 2,3

ど

05 164,142 1

も

66,447 拡充 Ａ

企

政

業主導型保育事業 子ど

策

も施設入園課2204

課

2 40,669 6,4

3

68 47,137 現状

7

維持 Ａ

私立保育園施設

7

整備助成事業 私立保育

5

7

園課22718 93,

2

268 8,297 10

5

1,565 現状維持 Ａ

5

公立保育園の民営化事

,

業 子ども施設運営課2

9

2769 12,660

1

830 13,490 現

0

状維持 Ａ

子ども医療費

1

助成事業【投資】 親子

9

支援課23299 0 8

8

,

3 83 現状維持 Ａ

合計

7

３４事業 35,719

2

,054 7,194,

3

376 42,913,

2

430

75,63

7

3 現

別紙

3

状

)施策の手段として位

維

置付けられる事務事業

持

の評価結果
事務事業 施

Ａ

策への
事務事業名 事業

子

費 人件費 総事業費 課長

ど

評価 担当課コ ー ド

も

貢献度

医

6

療費助成事業 親子支援

7

課3781 2,811

保 4

,876 64,578

,

2,876,454 拡

2

充 Ａ

私立幼稚園等園児

7

保護者負担軽減事業 子

5

ども政策課3782 2

1

,241,887 23

8

,872 2,265,

5

759 現状維持 Ａ

公立

,

保育園の管理運営事務

1

子ども施設運営課37

育 1

90 1,105,36

6

1 5,482,611

8

6,587,972 現

5

状維持 Ａ

保育施設利用

9

調整事務 子ども施設入

,

園課3791 64,2

3

60 233,884 2

9

98,144 改善・変

1

更 Ａ

地域型保育事業 子

拡

ども施設入園課379

室 充

2 1,280,454

Ａ

16,094 1,29

学

6,548 現状維持 Ａ

童

家庭的保育事業 子ども

保

施設入園課3794 1

育

,029,192 27

室

,445 1,056,

管

637 現状維持 Ａ

認証

理

保育所運営経費助成事

事

業 子ども施設入園課3

運

務

795 1,955,2

住

31 8,627 1,9

区

63,858 現状維持

推

Ａ

認証保育所等利用者

進

助成事業 子ども施設入

課

園課3796 622,

3

933 22,637 6

5

45,570 現状維持

8

Ａ

公立保育園の施設維

8

持管理委託事業 子ども

営

2

施設運営課3797 3

6

2,809 7,467

,

40,276 現状維持

7

Ａ

公立保育園の施設維

4

持補修事業 子ども施設

1

運営課3798 55,

3

729 6,638 62

8

,367 現状維持 Ａ

公

,

立保育園の整備事業 子

8

ども施設運営課379

事

2

9 26,301 1,6

6

59 27,960 現状

6

維持 Ａ

民間保育園連合

5

会助成事業 私立保育園

,

課3800 0 83 83

5

現状維持 Ａ

私立保育園

6

の運営費助成事業 私立

7

保育園課3802 18

現

,120,065 81

状

,188 18,201

業

維

,253 現状維持 Ａ

公

持

立保育園の管理運営委

Ａ

託事業 子ども施設運営

私

課3803 2,748

立

,867 12,446

認

2,761,313 改

定

善・変更 Ａ

学童保育室

こ

大規模改修・開設事務

ど

住区推進課6874 1

も

6,025 498 16

住

園

,523 拡充 Ａ

区立認

事

可外保育室の管理運営

業

委託事業 子ども施設運

子

営課11633 199

ど

,498 3,319 2

も

02,817 改善・変

政

更 Ａ

区立認定こども園

策

管理運営事業 子ども施

課

設運営課16050 1

3

53,931 634,
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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施

E-mail hi-s

策

hien@city.

の

adachi.tok

概

yo.jp

　区内団体

要

・協力者とひとり親家

柱

庭の親子を対象とした

立

経験・体験の機会の提

て

供を行っている。

協働

5

・協創
の 取 組 み

【目標

【

】１ 貧困をなくそう

ひ

　【ターゲット】1.

と

3虐待家庭、ひとり親

】

家庭の貧困の連鎖を終

自

わらせる。

【関連する

己

理由】児童扶養手当を

肯

受給している所得層の

定

ひとり親への就労を支

感

援し、経済的自立を後

を

押しする。
ＳＤＧｓが

持

【評価】コロナ禍にお

ち

いて就労形態や相談者

、

の就労希望分野の変化

生

により、バラバラであ

き

った相談者の方向性が

抜

定ま
目指す目標

　りつ

く

つあり、手ごたえのあ

力

る相談となってきた。

を

結果に導けるよう就労

備

への支援に力を注いで

え

いく。
（ターゲッ
ト）

た

との関
連及び評価

備　

人

　考

施 策 群 名 2 妊娠から出産・子育てまで切れ目なく支える

施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

■ 児童虐待の相談・通告には、家庭状況や生活環境を見極めながらきめ細かく対応し、児童相談所との連携や訪問

指導を通じて、虐待を起こす要因を解消していく。

■ 育児と仕事の両立に困難を抱えるひとり親家庭に支援事業の活用を促し、職業的自立を推進する。

施策の方向 ■ 支援を必要とするひとり親家庭へ情報や支援を届け、困りごとや社会的孤立の解消を目指す。

( 目 標 )

■ 児童虐待の通告件数は、社会的な意識の高まりにより相談・通報が増えたことに加え、児童相談所から区への虐

待案件の送致も開始されたこともあり、増加傾向にある。

■ 児童扶養手当を受給している母子世帯の約８割が就労しているが、正規雇用の割合は約４割（39.6％）と低い状

況である。
現　 　状

■ 児童扶養手当を受給している約7,000世帯のうち、就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯

が約400世帯である。

■ 子どもや家庭をめぐる問題が複雑・多様化しているため、問題が深刻化する前の早期発見・早期対応と、子ども

や家庭に対してのきめ細かな支援が必要である。

■ 子育て中のひとり親が、安心して国家資格の取得や転職・就職活動に取組むことができるよう、支援情報の提供

や育児との両立をサポートする必要がある。

足

■ 孤立のおそれがあ

立

る約400世帯の実態

区

を把握し、支援内容や

　

支援の優先順位を明確

令

化する必要がある。
課

和

　 　題

■ 虐待を受

５

けている子どもを早期

年

に発見し適切な対応を

度

行うとともに、関係機

施

関が連携して、子ども

策

の支援や保護

 者が相

評

談できる体制を整えて

価

いく。

■ 相談者への

調

きめ細かな支援により

書

、就職に有利な国家資

(

格の取得等に取組み、

令

安定した就労を目指す

和

ひとり親を

 増やして

４

いく。

■ アンケート

年

調査や面談等を通じて

度

、孤立のおそれがある

事

世帯のニーズを把握し

業

、適切な働きかけと、

実

必要な支援
方　 　針

施

 を行っていく。

担 当

)

課 名 親子支援課（取り

1

まとめ）

電 話 番 号 03

 

-3880-5932
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果3】就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯で困りごとが解消した人の割合

定義等  区からの働きかけを行った世帯へのアンケート回答者のうち、解消した困りごとがあった人の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 45 55
(5)

実　績　値 - - 37 39 R6 70

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 53% 87% 56% -

指標名 【活動3】 就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯の実態を把握し必要な働きかけを行った回数

定義等 一年間に就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯へ必要な働きかけを行った回数（延べ）
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 1,165 1,200
(6)

実　績　値 - - 1,158 1,208 R6 1,200

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 97% 104% 101% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 7,427,129 7,628,492

人件費 479,872 500,879

総事業費 7,907,001 8,129,371

前年比(金額) 162,509 222,370

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】児童虐待解決率

定義等 虐待通告数全体に占める、訪問指導や関係機関との連携により、虐待を起こす要因が解消されたケースの割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 80 80 80 80 80
(1)

実　績　値 79 66 65 72 R6 80

達　成　率 99% 99% 83% 83% 81% 81% 90% 90% -

指標名 【活動1】児童虐待受理件数

定義等 虐待の可能性ありとして調査・対応を行った件数（児童数）
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 898 979 1,110 1,181
(2)

実　績　値 - 1,053 1,028 1,464 R6 1,345

達　成　率 0% 0% 117% 78% 105% 76% 132% 109% -

指標名 【成果2】児童扶養手当を受給している母子世帯の正規雇用率

定義等 児童扶養手当・現況届において、「正規の職員・従業員」と回答したひとり親の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 40.5 42 43.5
(3)

実　績　値 39.6 40.3 38.1 38.4 R6 45

達　成　率 0% 88% 0% 90% 94% 85% 91% 85% -

指標名 【活動2】ひとり親家庭向け就労支援事業を活用した人数

定義等 一年間にひとり親家庭向け就労支援事業を活用した人数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 160 190
(4)

実　績　値 157 150 152 194 R6 200

達　成　率 0% 79% 0% 75% 0% 76% 121% 97% -

指標名 【成
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家

強化を行うべく、地域

庭

の協力員、事業者と連

が

携を図ることによ

  

前

り、件数の増加傾向に

年

対応していく。

【指標

度

３（成果２）】あだち

比

広報や区ホームページ

で

、ひとり親家庭の皆さ

増

んが利用できるサービ

加

ス・制度を掲載した「

傾

応援ブッ

  ク」等に

向

より情報を提供し、ひ

に

とり親家庭の暮らしを

あ

支えつつ資格取得によ

り

るスキルアップ等を応

、

援し、自立を促進して

　

いく。

【指標４（活動

前

２）】就労支援事業を

年

周知し、活用者が増え

度

るよう、豆の木メール

に

や応援アプリ、訪問時

続

のチラシ配布など情報

き

提

  供を強化し、ひ

、

とり親の経済的自立を

さ

支援していく。

 

【指

ら

標５（成果３）】【指

に

標６（活動３）】毎年

案

、新たに孤立のおそれ

件

のある世帯を抽出し、

が

確認した支援ニーズに

複

沿って働きか

  けを

雑

行っているが、困りご

化

とが解消しても次の困

か

りごとが発生し、目標

つ

値に達するのは難しい

多

状況である。また、ひ

様

とり親家庭

  である

化

ことを周囲に伏せてい

し

るため、ひとり親支援

て

の働きかけを拒絶し、

お

自立支援につながりに

り

くいケースもある。働

、

きかけの

  方法を検

虐

討し、自立促進を目指

待

していく。

解決に至るまで時間を要すること

4

が多くなっている状況

 

のなか、

　区の児童虐

担

待に係る対応力が向上

当

してきていることがう

部

かがえる。

【指標２（

に

活動１）】児童虐待受

お

理件数は前年度比で大

け

幅に増加した。親にな

る

りきれない不安や孤立

評

からのストレスなど、

価

親の悩

　みをはじめと

（

した様々な背景により

部

、通告が年々増加して

長

いることが挙げられる

評

。また面前DV（心理

価

的虐待）の件数が全国

－

的に

　増加傾向にあり

１

、足立区においても体

次

感的に増加していると

評

思われる点も影響して

価

いる。

【指標３（成果

）

２）】ひとり親世帯等

そ

の生活の安定と児童の

の

育成を支援することで

１

、自立を促進している

1

。０～１８歳の人口の

)

減

  少から児童扶養

施

手当の認定件数も減少

策

しており、令和４年度

の

は実績値で目標を下回

達

ったが、対前年度比で

成

０．３ポイントの増

 

状

 となった。

【指標４

況

（活動２）】ひとり親

と

家庭向け就労支援事業

そ

により、ひとり親家庭

の

の経済的自立を促進し

原

ている。事業活用者の

因

延べ人数

  は前年度

の

より、約40人増で目

分

標値に達し、指標３（

析

成果２）の対前年度比

【

０．３ポイント増へつ

指

ながった。

【指標５（

標

成果３）】【指標６（

１

活動３）】就労等によ

（

る他者とのつながりが

成

なく、孤立のおそれの

果

ある世帯への働きかけ

１

は、令

  和４年度よ

）

り新たに採用した訪問

】

型ひとり親家庭支援員

児

による訪問事業を開始

童

したことにより、働き

虐

かけの回数が増加し、

待

目標

  値に達した。

解

働きかけの成果として

決

、解消した困りごとが

率

あるとアンケートにて

は

回答を得られた割合が

前

、令和４年度は実績値

年

  で目標を下回った

度

が、対前年度比で４ポ

比

イントの増となった。

で

2)達成状況と原因分

増

析を踏まえた今後の方

加

向性

【指標１（成果１

し

）】相談件数増加およ

て

び長期的支援に対応す

い

るため、作成した面前

る

DV（心理的虐待）の

。

リーフレットを活用し

継

、

  子どもへの影響

続

を大人にも幅広く周知

し

する等、引き続き虐待

て

の未然防止や再発防止

支

を図るとともに、関係

援

機関との役割分担・連

を

  携を強化し、支援

必

の効率化、家庭の養育

要

力向上を図っていく。

と

【指標２（活動１）】

す

上記の方向性に加え、

る

養育困難家庭への支援
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ら

支給
事務【経常】

親子

れ

支援課23249 39

る

3,294 0 393,

事

294 休止・終了 Ａ

低

務

所得のひとり親世帯等

事

に対する足立区独自の

業

家計応援臨
時給付金の

の

支給事業【投資】
親子

評

支援課23408 3,

価

207 83 3,290

結

休止・終了 Ａ

低所得の

果

ひとり親世帯等に対す

事

る足立区独自の家計応

務

援臨
時給付金の支給事

事

業【経常】
親子支援課

業

23410 427,1

施

39 13,246 44

策

0,385 休止・終了

へ

Ｃ

合計１９事業 7,6

の

28,492 500,

事

879 8,129,3

務

71

事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

児童扶養手当等の支給事業 親子支援課3786 2,625,830 62,129 2,687,959 現状維持 Ａ

児童育成手当の支給事業 親子支援課3787 1,712,355 34,871 1,747,226 現状維持 Ａ

ひとり親家庭等医療費助成事業 親子支援課3788 221,651 31,489 253,140 現状維持 Ａ

ひとり親家庭総合支援事業 親子支援課3789 53,808 44,934 98,742 現状維持 Ａ

養育困難改善事業 こ・こども家庭支援
課

3809 19,559 220,293 239,852 現状維持 Ａ

就学援助庶務事務 学務課4075 10,829 1,245 12,074 現状維持 Ｂ

育英資金事業 学務課4076 736,317 34,808 771,125 拡充 Ｂ

小学校要保護・準要保護児童就学援助事業 学務課4078 560,435 14,676 575,111 現状維持 Ａ

小学校特別支援学級児童就学奨励事業 学務課4079 3,762 5,393 9,155 現状維持 Ｂ

小学校罹災児童学用品用経費援助事業 学務課4080 0 83 83 現状維持 Ｂ

中学校要保護・準要保護生徒就学援助事業 学務課4081 456,850 14,593 471,443 現状維持 Ａ

中学校特別支援学級生徒就学奨励事業 学務課4082 4,103 5,393 9,496 現状維持 Ｂ

中学校罹災生徒学用品用経費援助事業 学務課4083 20 83 103 現状維持 Ｂ

子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）の支給
事務【投資】

親子支援課22878 3,020 83 3,103 休止・終了 Ａ

子

3

育て世帯生活支援特別

)

給付金（ひとり親世帯

施

分）の支給
事務【経常

施

】
親子支援課2288

策

0 393,294 17

の

,477 410,77

手

1 休止・終了 Ａ

子育て

段

世帯生活支援特別給付

と

金（ひとり親世帯分）

し

の支給
事務【投資】

親

て

子支援課23247 3

位

,019 0 3,019

置

休止・終了 Ａ

子育て世

付

帯生活支援特別給付金

け

（ひとり親世帯分）の
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施

る環境を整えるため、

策

文化芸術と出会える機

の

会を創出する（芸術鑑

概

賞体験事業（劇団四季

要

、文楽公演））。

■　

柱

文化遺産調査漫画「ビ

立

ビビ美アダチ」刊行、

て

文化財デジタルマップ

6

の作成やイベント情報

【

でのイベント発信など

ひ

情報発信力の強化を図

と

る。

■　アフターコロ

】

ナに向けてリアルとデ

自

ジタルを活用したイベ

ら

ント事業等の展開を図

考

る(ストリートピアノ

え

、電子展
方　　　針

覧

行

会、コンサート配信な

動

ど)。いつでも、どこ

し

にいても文化芸術を楽

、

しめる状況を提供する

そ

ことで、心豊かなまち

の

の

形成の実現を推進す

成

る。

■　文化財保護法

果

の一部改正により有形

を

・無形を含めた文化財

地

保護及び利活用に向け

域

て、令和５年の足立区

に

文化芸術

推進計画見直

活

しに合わせ、行動計画

か

を策定する。

■　郷土

す

博物館の大規模改修に

人

向け移転手続きや設計

施

事務を滞りなく進め、

策

休館中も文化遺産調査

群

を継続する。

担 当 課 名

名

生・地域文化課（取り

3

まとめ）

電 話 番 号 03

生

-3880-5985

涯

E-mail chii

に

ki@city.ad

わ

achi.tokyo

た

.jp

　国の文化芸術

る

推進基本計画では、「

学

文化芸術の推進のため

習

には、行政機関、文化

・

芸術団体、文化施設、

文

企業等の民

間事業者等

化

の関係者相互の連携及

・

び協働が重要である」

ス

とされている。区内に

ポ

おいても、文化施設や

ー

文化芸術にかか

わる専

ツ

門的な人材、民間事業

活

者、教育機関など様々

動

な担い手がいる。それ

を

らの主体を結びつける

実

ことで、相乗効果が

協

践

働・協創 生まれ、文化

で

芸術の活性化を図って

き

いく。なお、主な協働

る

、協創主体としては、

仕

庁内は、シティプロモ

組

ーション課、

の 取 組 み

み

報道広報課、生涯学習

を

支援課、庁外は、文化

つ

団体連合会、足立シテ

く

ィオーケストラなどの

る

音楽団体、郷土芸能保

施

存会

、郷土博物館協働

策

グループ及び共催事業

名

実行委員会がある。

　

3

４「質の高い教育をみ

.

んなに」について、令

1

和２年度に策定した足

文

立区文化芸術推進計画

化

では、計画の目指す将

・

来

の姿において、「年

芸

齢や性別、障がいの有

術

無に関わらず、区民の

活

だれもが文化芸術を身

動

近なところで気軽に楽

の

しめる
ＳＤＧｓが

環境

充

が整っている」と設定

実

していることから関連

と

が深いものと思われる

郷

。
目指す目標

　１１「

土

住み続けられるまちづ

の

くりを」について、国

歴

の文化芸術推進基本法

史

には、「文化芸術は、

継

心豊かな活力ある
（タ

承

ーゲッ
社会の形成にと

の

って極めて重要な意義

支

を持つもの」とされて

援

いることからも、各事

■

業の推進がまちづくり

　

には外せな
ト）との関

区

い関連深いものである

民

。
連及び評価

　各事業

の

の実施により区民が気

だ

軽に文化芸術を楽しめ

れ

る環境の整備が進んで

も

いることから、SDG

が

sの推進に大きく貢献

文

していると評価する。

化

備　　　考

・芸術に親しむことができるよう、文化・芸術活動の充実及び環境整備を図る。

■　文化資源の調査・活用に努め、郷土の歴史・文化継承を支援する。

施策の方向
( 目 標 )

■　足立区文化・読書・スポーツ推進委員会文化部会を開催し、「子どもたちへ、文化芸術の「楽しさ」「面白さ」

体験の機会を創出する。」「生きがいの一つとなるような定期的・継続的な活動を支援できる事業」「文化財・文化

遺産・伝統文化の保存、継承と活用・活性化」などの文化芸術推進計画の見直しに関する助言を受けた。

■　令和４年度に実施した区政モニターアンケートでは、「文化活動はコロナ禍から回復傾向にあるが依然として新
現　　　状

型コロナウイルス感染症の影響がある。」「大人に比べて子どもに対する文化芸術事業への評価は低い。」「区内の

伝統芸能や文化財への関心は高いが半数以上が体験していない。」などの結果となった。

■　幅広く文化財の裾野を広げるため、有形・無形を含めた文化財保護及び利活用に関する文化財保護法の一部改正

があった。

コロナ禍における感染症対策に配慮した事業の実施やデジタルの必要性に対応した取り組み、国の文化財保護法の一

部改正など、文化芸術推進に関する状況が変化したこ

足

とで以下の課題が明ら

立

かになっている。

■　

区

３分野アンケートによ

　

ると、文化芸術への関

令

心は約７割と高いが、

和

行動に移した人は約３

５

割と少ない。

■　区全

年

体的に過去一年間の文

度

化芸術の鑑賞が減少し

施

ているが、特に小中学

策

生の鑑賞機会がコロナ

評

禍以前の約９割か

ら約

価

６割へ大きく減少した

調

。
課　　　題

■　区政

書

モニターアンケートで

(

は、足立区の伝統芸能

令

や文化財への関心は約

和

８割と極めて高いもの

４

の、実際に触れた

こと

年

のある区民は約４割と

度

少ない。

■　文化芸術

事

の広がりを推進するプ

業

ラットフォームづくり

実

ができていない。

■　

施

年齢や性別、障がいの

)

有無にかかわらず、区

1

民のだれもが身近なと

 

ころでも気軽に楽しめ
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源を活用した企画展等の来館者数

定義等 郷土博物館における企画展の来館者数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 8,000 8,000 8,000 -
(5)

実　績　値 15,434 6,398 6,528 11,293 R6 22,000

達　成　率 0% 70% 80% 29% 82% 30% 141% 51% -

指標名 【活動2-2】郷土芸能を保存・伝承する団体の活動を鑑賞した人数

定義等 郷土芸能鑑賞会・郷土芸能大会の鑑賞者数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 600 600 600 600
(6)

実　績　値 1,014 0 0 0 R6 1,200

達　成　率 0% 85% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 464,896 501,910

人件費 203,939 188,976

総事業費 668,835 690,886

前年比(金額) △412,426 22,051

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】文化芸術関連事業への参加や活動を行った区民の割合

定義等 3分野に関するアンケート調査（区民向け調査）において文化芸術関連事業への参加や活動を行った区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 20 - -
(1)

実　績　値 15.7 - 22.9 - R6 30

達　成　率 0% 52% 0% 0% 115% 76% 0% 0% -

指標名 【活動1-1】文化・読書・スポーツ活動協創推進事業の回数（分野間連携事業）

定義等 読書・スポーツ分野と連携した協創推進事業の年間の総実施回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 180 648 792 -
(2)

実　績　値 - 324 752 1,130 R6 3,360

達　成　率 0% 0% 180% 10% 116% 22% 143% 34% -

指標名 【活動1-2】文化芸術交流会の開催回数

定義等 文化芸術交流会の年間開催数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 2 3 4 4
(3)

実　績　値 - 0 0 1 R6 6

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 25% 17% -

指標名 【成果2】足立区の文化財や伝統芸能に触れたことがある区民の割合

定義等 3分野に関するアンケート調査（区民向け調査）において足立区の文化財や伝統芸能に触れたことがある区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 50 - -
(4)

実　績　値 40.8 - 37.7 - R6 70

達　成　率 0% 58% 0% 0% 75% 54% 0% 0% -

指標名 【活動2-1】文化資
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な

まえた今後の方向性

【

ど

成果１】令和４年度の

、

新規事業「劇団四季」

文

の芸術鑑賞体験事業は

化

、アンケート結果から

芸

鑑賞した小学５年生に

術

文化芸術への関

心に加

活

え、将来への希望など

動

、子どもの成長に良い

の

影響を与えているため

影

令和５年度も継続する

響

。藝大連携事業のよう

が

な読書との

連携など、

あ

今後も文化芸術分野だ

っ

けではなく他計画との

た

連携事業や情報発信を

一

行い、区民の生活の質

年

の向上に寄与していく

で

。

【活動１-１】魅力

あ

的なプログラム企画や

っ

ＳＮＳを活用した効果

た

的な情報発信など、引

。

き続き各学習センター

令

等での全区展開の安

定

和

化を図りつつ、従来型

２

の分野別アプローチだ

年

けではなく、「読書か

度

ら文化」「読書からス

か

ポーツ」「スポーツか

ら

ら文化」など、

それぞ

展

れの施設利用者が異な

開

る分野へと関心・行動

し

を広げる働きかけに取

て

り組んでいく。

【活動

い

１-２】デジタルを活

る

用した交流会の開催な

デ

ど代替手段の構築を検

ジ

討していく。

【成果２

タ

】令和３年度に文化財

ル

保護法の一部改正があ

で

り、文化財の滅失・散

の

逸等の防止と、これま

活

で価値付けが明確で無

動

かった未

指定を含めた

が

有形・無形文化財をま

さ

ちづくりに活かすこと

ら

が求められていること

に

から、区文化財の保存

拡

と利活用に関する行動

充

計画

を策定し文化財保

し

護を進めていく。

【活

て

動２-１】郷土博物館

い

は令和５年１月から令

る

和７年３月まで施設更

状

新に伴う休館となって

況

いることから、令和５

と

年度の来館者

数の目標

な

値を設定することはで

っ

きない。しかし、リニ

た

ューアルオープンの令

4

。

和７年度は千住宿４０

【

０年となっており、機

成

運醸成を

図るための事

果

前事業を検討していく

１

。

【活動２-２】コロ

】

ナ禍のなかでも活動が

達

少しずつ再開されてい

成

ることから、発表の機

状

会を提供できるよう各

況

団体との調整を図っ

て

 

：

いく。再開にあたって

３

は、より多くの方に参

分

加していただくよう、

野

区のＨＰやＳＮＳ等を

ア

活用し効果的な周知・

ン

ＰＲを行う。 

ケート調

担

査は３年に１度で令和

当

４年度は中間年である

部

ため未実施である。

【

に

活動１-１】

達成状況

お

：各学習センター等で

け

の活動が活発化し、設

る

定した目標値７９２回

評

に対して１，１３０回

価

と大きく上回った。

原

（

因分析：協創先の各学

部

習センター等の事業理

長

解度の向上やノウハウ

評

が定着したこと、さら

価

に年度後半は、新型コ

－

ロナウイルス感

染症対

１

策の緩和により事業活

次

動が回復した。

【活動

評

１-２】

達成状況：足

価

立シティオーケストラ

）

、足立吹奏楽団、足立

そ

区民合唱団の３支援団

の

体の連絡会を開催する

１

ことが出来た。

原因分

1

析：目標を達成するこ

)

とは出来なかったが、

施

生涯学習支援公社によ

策

る「アートリンクカフ

の

ェ」では、アーティス

達

ト、文化施

設の経営者

成

、地元企業等が参加し

状

、事業連携につながっ

況

た事例もでてきている

と

。

【成果２】

達成状況

そ

：３分野アンケート調

の

査は３年に１度で令和

原

４年度は中間年である

因

ため未実施である。な

の

お、令和４年度第一回

分

区政モニ

ターアンケー

析

トでは、区内の伝統芸

　

能や文化財への関心は

令

約８２％と高く、その

和

うち体験した人は約４

４

４.５％となっている

年

。

【活動２-１】

達成

度

状況：コロナ禍であっ

当

たが、特別展の成功で

初

、設定した目標値８，

は

０００人に対して１１

施

，２９３人と大きく上

設

回った。

原因分析：足

の

立区制９０周年記念特

休

別展「琳派の花園あだ

館

ち」では、藝大連携事

や

業との共催によるオー

一

プニングセレモニーを

部

開催

し、マスコミの取

休

材を受けるなど来館者

止

の増加に結びついた。

は

また、「あだちの拓本

無

」や「足立の学童疎開

か

」については協働グル

っ

ープと共催し、区民の

た

自主的活動を支援した

も

。

【活動２-２】

達成

の

状況：郷土芸術大会な

の

どの中止が重なり、実

、

績を作ることができな

引

かった。

原因分析：郷

き

土芸能鑑賞会（年４回

続

）及び郷土芸能大会（

き

年１回）は中止となっ

事

た。なお、３月２５日

業

に実施した東京ヴェル

の

ディ

連携によるイベン

中

トやギャラクシティの

止

ジャパンフェスタで郷

や

土芸能団体の発表機会

一

を創出し、区民が興味

部

を持つきっかけづくり

制

に取り組んだ。

2)達

限

成状況と原因分析を踏
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

地域文化一般管理事務 生・地域文化課4132 1,389 23,212 24,601 現状維持 Ｂ

文化芸術振興基金積立金 生・地域文化課4153 419 830 1,249 改善・変更 Ｂ

文化芸術を担う人材の育成事業 生・地域文化課4155 10,708 4,809 15,517 現状維持 Ｂ

文化芸術施設の管理運営事務 生・地域文化課4156 295,548 6,638 302,186 現状維持 Ａ

郷土博物館管理運営事業 生・地域文化課4159 33,936 27,341 61,277 改善・変更 Ａ

展示等運営事業 生・地域文化課4160 23,227 47,234 70,461 改善・変更 Ａ

文化財保護事業 生・地域文化課4165 12,700 19,213 31,913 改善・変更 Ａ

伊興遺跡公園管理運営事業 生・地域文化課4167 5,729 15,575 21,304 改善・変更 Ｂ

文化芸術施設維持補修事業 生・地域文化課4722 37,968 1,659 39,627 現状維持 Ａ

区民の文化活動支援事業 生・地域文化課13562 15,691 30,849 46,540 現状維持 Ａ

文化芸術施設改修事業 生・地域文化課22087 3,740 3,319 7,059 現状維持 Ａ

芸術鑑賞体験事業 生・地域文化課23215 60,855 8,297 69,152 現状維持 Ａ

合計１２事業 501,910 188,976 690,886

3)施施策の手段として位置付け
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施

学習活動を支援してい

策

く。

■ より多くの区

の

民が読書の楽しさに気

概

づき、深められるよう

要

に、乳幼児期からの読

柱

書習慣の定着に取り組

立

んでいく
方　　　針

。

て

（※）動画等をあらか

6

じめサーバに備え、区

【

民からの要求に応じて

ひ

、その情報をインター

と

ネットを通じて配信す

】

る形

式のこと。

担 当 課

自

名 生・生涯学習支援課

ら

（取りまとめ）

電 話 番

考

号 03-3880-5

え

468 E-mail s

行

g-shien@ci

動

ty.adachi.

し

tokyo.jp

■ 

、

区民の自主的な学習活

そ

動において、登録団体

の

が地域とのつながりに

成

より、学びの循環を生

果

み出している。

■ 生

を

涯学習施設において、

地

指定管理者制度を活用

域

し、民間的な発想や創

に

意工夫により管理運営

活

を行っている。

■ 指

か

定管理者の公募・選定

す

・評価において、学識

人

委員のほか、区民委員

施

で構成している。

協働

策

・協創 ■ サークルフ

群

ェア、ふれあい祭りに

名

おいて、利用者等の実

3

行委員会形式で運営し

生

ている。

の 取 組 み ■ 

涯

施設の管理運営におい

に

て、利用者懇談会等で

わ

区民の意見交換や要望

た

を取り入れている。

４

る

　質の高い教育をみん

学

なに

■ 子どもや障が

習

い者等にも配慮し、全

・

ての区民が安心して施

文

設利用ができるよう、

化

計画的な保全計画、施

・

設点検や
ＳＤＧｓが

修

ス

繕等の維持管理及び巡

ポ

回警備等を行っている

ー

。
目指す目標

■ 区民

ツ

のだれもが人生100

活

年時代を心豊かに生き

動

るために、多種多様な

を

生涯学習活動の機会を

実

充実させ、区民の自主

践

（ターゲッ
的な学習活

で

動を支援している。
ト

き

）との関
連及び評価

■

る

 指標（4）令和3年

仕

度実績について、45

組

.9から44.2に修

み

正する。区政に関する

を

世論調査で「最近1か

つ

月に本を読んだ

備　　

く

　考 」と回答した区民

る

の割合の令和3年度の

施

数値を入力すべきとこ

策

ろ、誤って令和2年度

名

の数値を入力していた

3

ため。

.2 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

■ 区民のだれもが人生100年時代を心豊かに生きるために、生涯学習活動の機会を充実していく。

■ 地域における学びと活動の循環を生み出すために、区民の自主的な学習活動を支援する。

■ 区民の読書習慣の定着を図るために、子どもとその周囲の大人に読書の楽しさや大切さを伝える活動を推進して

施策の方向 いく。

( 目 標 )

■ 生涯学習のきっかけづくりとして、各学習センターにおいて多種多様な事業を実施している（令和3年度実績、1,

820事業）。

■ 学習センター登録団体は、約380団体（スポーツ団体除く）あり、自主的な学習活動を継続的に行っている。

■ 令和3年度に実施した「文化・読書・スポーツに関するアンケート調査」（3年毎に実施）の結果、過去1か月間に
現　　　状

本を読んだと回答した区民は、16歳以上では52.9％、児童・生徒では71.1％であった。

■ 多くの区民がいくつになっても学びの楽しさを感じられるよう、今まで以上に身近な講座やイベント等を充実さ

せ、区民に様々な参加機会を提供していく必要がある。

■ 学習センター登録団体がさらに学びを深め、広げていくためには、日頃の活動の成果を区民や地域に還元するな

ど、学習活動のステップアップが必要である。

■ 令

足

和3年度に実施した「

立

文化・読書・スポーツ

区

に関するアンケート調

　

査」（3年毎に実施）

令

の結果、保護者の読書

和

課　　　題
習慣が子ど

５

もの読書活動に影響し

年

ていることがわかった

度

。読書習慣の定着のた

施

めには、子どもとその

策

周囲の大人に読

書の楽

評

しさや大切さを伝える

価

ことが必要である。

■

調

 意欲のある区民がい

書

つでもどこでも学ぶこ

(

とができるよう、ＩＣ

令

Ｔを活用した同時配信

和

やオンデマンド（※）

４

等

も含め、生涯学習の

年

機会を充実していく。

度

■ 学習センター登録

事

団体が地域還元の意識

業

を持って、講座やイベ

実

ント等を自ら企画運営

施

し、また、アウトリー

)

チ型

の活動を実施でき

1

るよう、学習センター

 

と連携して登録団体の

41

個別施策評価調書



「子どもの読書と保護者の読書の関連を知っている」

定義等 （指標名続き）と回答した保護者の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 50 55 60 65 70
(5)

実　績　値 47.2 51.1 51.7 52 R6 75

達　成　率 94% 63% 93% 68% 86% 69% 80% 69% -

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 2,988,399 4,123,859

人件費 424,264 420,855

総事業費 3,412,663 4,544,714

前年比(金額) △15,094 1,132,051

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】講座や講演会、サークル活動などに参加した区民の割合

定義等 区世論調査で「この1年間に講座や講演会、サークル活動等に参加した」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 12 13 14
(1)

実　績　値 - - 4.3 5 R6 15

達　成　率 0% 0% 0% 0% 36% 29% 38% 33% -

指標名 【活動1-1】各学習センター事業の数

定義等 各学習センターが行う講座・イベント等の開催件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 2,650 2,650 2,650
(2)

実　績　値 - - 1,820 4,029 R6 2,650

達　成　率 0% 0% 0% 0% 69% 69% 152% 152% -

指標名 【活動1-2】各学習センター登録団体等が区民や地域に学習機会を提供した数

定義等 各学習センターの登録団体等が自ら企画運営を行う講座、イベント、アウトリーチ型活動の開催件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 183 211 239
(3)

実　績　値 - - 61 99 R6 267

達　成　率 0% 0% 0% 0% 33% 23% 47% 37% -

指標名 【成果2】区政に関する世論調査で、「最近1か月に本を読んだ」と回答した区民の割合

定義等 同上
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 59 59 59
(4)

実　績　値 - - 44.2 45.1 R6 59

達　成　率 0% 0% 0% 0% 75% 75% 76% 76% -

指標名 【活動2】「あだちはじめてえほん」事業のアンケートで、
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因

の割合が目標値に達す

分

るよう、引き続き、3

析

分野連携事業を中心と

：

した講座等

を実施し、

区

ＩＣＴも活用しながら

世

区民の自主的な学習活

論

動につなげていく。特

調

に、高度で専門的な大

査

学連携講座やＴＯＥＩ

の

Ｃ等の

資格取得講座を

年

引き続き実施するなど

代

、学び直しのきっかけ

別

作りとなる生涯学習活

で

動の機会も提供してい

の

く。

　登録団体への支

前

援については、地域で

年

の活動が広がるよう、

度

登録団体のＰＲや地域

比

との架け橋の役割等を

較

行うなど、各指定管理

で

者と連携しながら、登

は

録団体の活性化を図っ

、

ていく。

【指標４・５

3

】

　最近1か月に本を

0

読んだ区民の割合や、

代

子どもの読書と保護者

以

の読書の関連を知って

下

いる保護者の割合が目

は

標値に達するよう、

選

1

書や展示、ＰＲなどを

2

充実させ、区立図書館

.

全体のサービス向上を

7

図っていく。

　また、

ポ

「図書館協議会」を設

イ

置し、同協議会から区

ン

立図書館のあり方や運

ト

営に関する意見を受け

増

、必要な改善を図って

加

いく。

したが、60代以上は13ポイント減少してお

4

り、

　　　　　年代に

 

よって差異がみられる

担

。60代以上の世代に

当

ついては、コロナ禍の

部

影響と考えられる。

【

に

指標２】

達成状況：目

お

標値2,650件に対

け

し実績値4,029件

る

となり、目標値を達成

評

できた。

原因分析：新

価

型コロナウイルス感染

（

症対策の利用制限が緩

部

和され、令和4年度は

長

区制90周年事業のコ

評

ンサート事業や子ども

価

体験事

　　　　　業等

－

を多く実施できた。

【

１

指標３】

達成状況：目

次

標値211件に対し実

評

績値99件となり、目

価

標値を達成できなかっ

）

た。

原因分析：登録団

そ

体自ら企画して地域学

の

習センターの会場で区

１

民へ提供する事業は8

1

1件実施し、コロナ禍

)

以前（平成31年度実

施

績

　　　　　71件）

策

の水準に回復している

の

。しかし、登録団体が

達

高齢者施設等において

成

実施する事業は18件

状

実施し、コロナ禍以前

況

　　　　　（平成31

と

年度実績127件）の

そ

水準に回復していない

の

。このようなアウトリ

原

ーチ型事業は、外部の

因

受入れを断られるケー

の

　　　　　スがあった

分

ことから、コロナ禍の

析

影響と考えられる。

【

【

指標４】

達成状況：目

指

標値59％に対し実績

標

値45.1％となり、

１

目標値を達成できなか

】

った。

原因分析：依然

達

として多忙や子育て、

成

加齢を理由に本を読ま

状

ない人が多かったこと

況

が原因と考えられる。

：

なお、令和3年度に実

目

施

　　　　　した「文

標

化・読書・スポーツに

値

関するアンケート調査

1

」（3年毎に実施）に

3

よると、読書に充てる

％

時間は「変わらな

　　

に

　　　い」と回答した

対

区民は半数以上に上っ

し

ており、新型コロナウ

実

イルス感染症が区民の

績

読書活動に及ぼした影

値

響は大きくは

　　　　

5

　なかったと考えられ

％

る。

【指標５】

達成状

と

況：目標値65%に対

な

し実績値52%となり

り

、目標値を達成できな

、

かった。

原因分析：「

目

あだちはじめてえほん

標

」事業において「子ど

値

もの読書と保護者の読

を

書の関連性」をＰＲし

達

ているが、他のイベン

成

トや

　　　　　事業も

で

含めた一体的なＰＲが

き

十分でなかったことが

な

考えられる。

2)達成

か

状況と原因分析を踏ま

っ

えた今後の方向性

【指

た

標１・２・３】

　講座

。

や講演会、サークル活

原

動などに参加した区民
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

生涯学習振興公社運営事業 学校支援課4130 282,434 34,018 316,452 現状維持 Ａ

指定管理者管理運営事務 生・生涯学習支援課4139 2,146,584 82,140 2,228,724 現状維持 Ａ

図書館管理事務 中央図書館4168 264,466 52,212 316,678 改善・変更 Ａ

図書館図書資料貸出・整備事業 中央図書館4174 165,465 63,649 229,114 現状維持 Ａ

図書館ネットワークシステム管理事務 中央図書館4176 5,486 12,446 17,932 現状維持 Ａ

読書活動推進事業 中央図書館4177 13,155 46,384 59,539 改善・変更 Ａ

生涯学習関係施設維持補修事業 生・生涯学習支援課13500 67,517 24,891 92,408 現状維持 Ａ

図書館施設運営事務 中央図書館22322 6,800 12,446 19,246 現状維持 Ａ

図書館サービス運営事務 中央図書館22323 5,204 67,778 72,982 改善・変更 Ａ

図書館の大規模改修・開設事業 中央図書館22340 1,165,000 8,297 1,173,297 拡充 Ａ

生涯学習支援事業管理事務 生・生涯学習支援課22576 1,748 16,594 18,342 現状維持 Ａ

合計１１事業 4,123,859 420,855 4,544,714

3)施施策の手段として位置付け
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施

備室、教育委員会（教

策

育指導部・学校）、生

の

涯学習振興

公社、体育

概

協会等と、事業内容の

要

検討をはじめとした協

柱

働体制を更に強化して

立

いく。また、民間企業

て

主導による事業

展開に

6

ついて、協創の視点か

【

ら今後、拡大を推進し

ひ

ていく。

協働・協創
の

と

取 組 み

【目標】3 す

】

べての人に健康と福祉

自

を【ターゲット】3.

ら

4 2030年までに

考

、非感染性疾患による

え

若年死亡率を、予防や

行

治療を通じて3分の1

動

減少させ、精神保健及

し

び福祉を促進する。【

、

関連する理由】日常的

そ

に楽しめる運動・スポ

の

ーツを
ＳＤＧｓが

通じ

成

、誰もが健康な身体を

果

維持できるよう取り組

を

み、共生社会の構築を

地

目指していく。
目指す

域

目標
【目標】17 パ

に

ートナーシップで目標

活

を達成しよう【ターゲ

か

ット】17.17 様

す

々なパートナーシップ

人

の経験や資源戦略
（タ

施

ーゲッ
を基にした、効

策

果的な公的、官民、市

群

民社会のパートナーシ

名

ップを奨励・推進する

3

。【関連する理由】運

生

動・スポー
ト）との関

涯

ツに関する事業の実施

に

について、様々な関係

わ

団体や、民間事業者、

た

プレーヤー、サポータ

る

ーとつながることで、

学

幅広
連及び評価

い運動

習

・スポーツの機会を創

・

出していく。

備　　　

文

考

化・スポーツ活動を実践できる仕組みをつくる

施 策 名 3.3 生涯スポーツ活動の充実と地域還元

■ 運動・スポーツを身近に感じられる環境を整えることで、年齢や性別、障がいの有無にかかわらず、誰もが日常

的に楽しめる運動・スポーツを推進する。

■ 運動・スポーツを支える人材の育成に取組み、運動・スポーツを通じた共生社会の構築を目指す。

施策の方向
( 目 標 )

■ 区では、子どもの体力向上や、高齢者の健康づくり、「するスポーツ」「みるスポーツ」の充実など、運動・ス

ポーツの機会創出に取組んできた。

■ 令和元年度に行った調査では、日常的に（週1回以上）運動・スポーツを行っている区民の割合は全体の41.8％と

なっているが、これは全国の同種の調査結果（53.6％）に比べ、低い数値となっている。
現　　　状

■ 令和元年度に行った調査では、障がいのある区民の31.7％が現在、運動・スポーツに取組んでいると回答してい

る。

■ 障がいの有無にかかわらず一人でも多くの方が取組めるよう、運動・スポーツへの関心や意欲を高め、寄り添っ

た支援を行っていく必要がある。

■ 新型コロナウイルス感染症による社会情勢の変化もあり、「みるスポーツ」などの集客イベントの実施は難しい

状況にあり、新たなアプローチにより運動・スポーツを推進していく必要がある。

■ 運動・スポーツの指導者やボランテ

足

ィアといった人材が不

立

足しており、こうした

区

人材の育成、活躍の場

　

づくりを
課　　　題

進

令

めていく必要がある。

和

■ 運動・スポーツを

５

気軽に楽しめる機会の

年

提供や場の整備を通し

度

て、運動・スポーツを

施

区民により身近に感じ

策

ても

らう取組みを推進

評

する。

■ より多くの

価

障がい者が体験を通し

調

て運動・スポーツに取

書

組めるよう、支援の輪

(

を広げていくとともに

令

、それを支

える人材育

和

成に取組んでいく。

方

４

　　　針

担 当 課 名 生・

年

スポーツ振興課（取り

度

まとめ）

電 話 番 号 03

事

-3880-5826

業

E-mail spor

実

ts@city.ad

施

achi.tokyo

)

.jp

　当課各事業に

1

関わりのある、福祉部

 

、衛生部、道路公園整
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- - 69 R6 73

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 153% 95% -

指標名 【成果3】あだちスポーツコンシェルジュを通じ継続的な運動・スポーツの実施につながった障がい者の人数（累計）

定義等 あだちスポーツコンシェルジュでの相談の結果、運動・スポーツの実施へとつながった障がい者の人数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 40 69 69
(5)

実　績　値 - - 19 29 R6 136

達　成　率 0% 0% 0% 0% 48% 14% 42% 21% -

指標名 【活動3】区主催の「初級障がい者スポーツ指導員養成講習会」の修了者数（累計）

定義等 区主催の「初級障がい者スポーツ指導員養成講習会」を修了した受講者の累計の人数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 149 169 209
(6)

実　績　値 - - 151 183 R6 209

達　成　率 0% 0% 0% 0% 101% 72% 108% 88% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 749,101 800,858

人件費 102,929 106,226

総事業費 852,030 907,084

前年比(金額) △109,932 55,054

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】定期的にスポーツをする人の割合

定義等 世論調査で「日常的に運動・スポーツを行っている人」の割合
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 59 62 62 62 62
(1)

実　績　値 56 59 56 57 R6 62

達　成　率 95% 90% 95% 95% 90% 90% 92% 92% -

指標名 【活動1】週１回以上運動・スポーツをする区民の割合

定義等 世論調査で「週１回以上運動・スポーツをする」区民の割合
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 43 45 47
(2)

実　績　値 - - 44 45 R6 49

達　成　率 0% 0% 0% 0% 102% 90% 100% 92% -

指標名 【成果2】体育協会、スポーツ施設、総合型地域クラブの事業参加者数

定義等 各種教室、大会、イベントの参加者や選手派遣者数、総合型地域クラブの事業参加者数、その他地域事業参加者数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 420,000 421,000 421,000 421,000 421,000
(3)

実　績　値 366,723 121,484 144,483 185,564 R6 421,000

達　成　率 87% 87% 29% 29% 34% 34% 44% 44% -

指標名 【活動2】自宅や職場などの身近な場所で運動・スポーツを行う区民の割合

定義等 世論調査で「自宅や職場及びその周辺」で運動・スポーツに取り組む区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 45 71
(4)

実　績　値 -
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。

ン

グチャレンジなどの

　

チャレンジ企画等の情

　

報発信を継続して行っ

　

ていく。

【指標３】

　

　

新型コロナウイルス感

　

染症拡大防止対策が緩

原

和され、各種教室、大

因

会、イベントが復活、

分

開催されている状況か

析

ら令和５年度は

大きく

：

増加することを期待す

コ

る。また、これまで運

ロ

動につながっていない

ナ

区民についても、「ち

禍

ょいスポ」や「みるス

に

ポーツ」の

充実などを

お

図ることで運動・スポ

い

ーツの楽しさを伝え、

て

新たな活動層へのアプ

制

ローチとして啓発を進

限

める。

　

【指標４】

　

さ

コロナ禍の行動制限を

れ

きっかけに、身近なと

て

ころでスポーツを楽し

い

む区民に対して、より

た

定着を図っていく。読

他

書や文化活動と

の連携

の

によるスポーツを入口

活

としない「ちょいスポ

動

」の考え方を取り入れ

の

た事業に力点を置き、

代

運動・スポーツを行う

わ

裾野を広げ

ていく。

【

り

指標５】

　障がい者通

に

所施設や特別支援学校

、

などに、積極的に出張

運

相談を行い、相談件数

動

の増加を図る。併せて

・

、各相談者のニーズに

ス

見合

う、受け皿となる

ポ

スポーツ活動を増やす

ー

ために、スポーツ施設

ツ

や地域のスポーツ団体

に

に働きかけていく。ニ

取

ーズの把握については

り

、障がい者の行動計画

組

を策定する中で、アン

ん

ケート調査やヒアリン

だ

グなどの実施を検討す

区

る。

【指標６】

　現行

民

の障がい者スポーツ指

が

導員養成を継続してい

い

くとともに、修了者が

る

今後さらに意欲的に障

反

がい者のスポーツ推進

面

を支援して

いけるよう

、

、活動実践の場の情報

運

提供や研修会の実施な

動

ど、資格取得後のフォ

・

ローアップを進めてい

4

ス

く。

ポーツ

　　　　　か

 

ら離れてしまった区民

担

が戻りきらずにいるこ

当

とが原因と考えられる

部

。

【指標２】

達成状況

に

：45％と目標値どお

お

りではある。

原因分析

け

：新型コロナウイルス

る

感染症対策が緩和され

評

てきた状況を踏まえれ

価

ば、前年度の実績値を

（

上回ると考えられると

部

ころだ

　　　　　が、

長

微増にとどまった。運

評

動・スポーツ離れした

価

区民が戻ってきていな

－

いと推察される。

【指

１

標３】

達成状況：44

次

％と目標値を下回って

評

いる。

原因分析：新型

価

コロナウイルス感染症

）

対策が緩和されてきた

そ

ものの、コロナ禍前の

の

状況の半数程度の参加

１

者数となった。前年度

1

と

　　　　　比べ増と

)

なっているが、大会や

施

イベントについては感

策

染症対策を講じたため

の

、入場者や参加者を絞

達

り開催されたものが

　

成

　　　　多く参加者数

状

の伸びも小幅となった

況

。

【指標４】

達成状況

と

：69％と目標値を大

そ

きく上回っている。

原

の

因分析：ジム離れなど

原

が進む一方、自宅など

因

身近なところで取り組

の

める運動・スポーツが

分

定着してきていると推

析

察される。

　　　　※

【

　令和５年度、６年度

指

の目標値について、令

標

和４年度の実績値に基

１

づき上方修正した。

【

】

指標５】

達成状況：２

達

９人と目標値を下回る

成

結果となった。

原因分

状

析：「肢体不自由の子

況

どもが気軽に参加でき

：

るプール教室を紹介し

コ

てほしい」といった具

ロ

体的な希望に対し、紹

ナ

介できる施

　　　　　

禍

設がないという状況や

以

、体験参加したものの

前

その後の環境の変化や

の

体調の悪化を理由に継

状

続化しなかったケース

況

が多か

　　　　　った

と

ことから実績値が低調

同

なものとなった。

【指

様

標６】

達成状況：１８

に

３人と目標値を大きく

、

上回った。

原因分析：

5

令和４年度は、２０名

0

弱の講習会修了者を見

％

込んでいたが、希望者

中

を制限せず申込者をす

盤

べて受け受け入れた結

を

果、

        

推

  ３２名受講と障が

移

い者のスポーツ推進を

し

支える人材の増につな

横

がった。

2)達成状況

ば

と原因分析を踏まえた

い

今後の方向性

【指標１

状

・２】

　コロナ禍をき

態

っかけとして、自宅な

と

ど身近なところでスポ

な

ーツを始めた区民につ

っ

いて定着した活動につ

た

ながるよう、ウォーキ
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

小学校施設利用管理委託事業 生・スポーツ振興課4144 65,884 3,809 69,693 現状維持 Ａ

中学校施設利用管理委託事業 生・スポーツ振興課4145 16,832 3,809 20,641 現状維持 Ａ

学校施設の地域開放事業 生・スポーツ振興課4146 11,802 4,468 16,270 現状維持 Ａ

スポーツ推進委員会活動支援事業 生・スポーツ振興課4147 11,546 12,446 23,992 現状維持 Ａ

スポーツ振興事務 生・スポーツ振興課4148 36,134 18,573 54,707 現状維持 Ａ

地域団体活動支援事業 生・スポーツ振興課4149 8,226 11,616 19,842 現状維持 Ａ

体育協会活動支援事業 生・スポーツ振興課4151 26,571 5,808 32,379 現状維持 Ａ

スポーツ施設指定管理者管理運営事務 生・スポーツ振興課20896 587,601 30,772 618,373 現状維持 Ａ

生涯スポーツ施設改修事業 生・スポーツ振興課21820 36,262 14,925 51,187 現状維持 Ａ

合計９事業 800,858 106,226 907,084

3)施施策の手段として位置付け
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施

情報の把握に努める

と

策

ともに、各主体の専門

の

性を活かした啓発につ

概

なげる。

協働・協創
の

要

取 組 み

【目標】10 

柱

人や国の不平等をなく

立

そう【ターゲット】1

て

0.2 2030年ま

6

でに、年齢、性別、障

【

害、人種、民族、出自

ひ

、

宗教、あるいは経済

と

的地位その他の状況に

】

関わりなく、すべての

自

人々の能力強化及び社

ら

会的、経済的及び政治

考

的な包
ＳＤＧｓが

含を

え

促進する。10.3 

行

差別的な法律、政策及

動

び慣行の撤廃、ならび

し

に適切な関連法規、政

、

策、行動の促進などを

そ

通じ
目指す目標

て、機

の

会均等を確保し、成果

成

の不平等を是正する。

果

【関連する理由】人権

を

尊重意識を普及啓発す

地

ることは、すべての
（

域

ターゲッ
人々の能力強

に

化及び社会的、経済的

活

及び政治的な包含を促

か

進するとともに差別の

す

解消や機会均等の確保

人

につながる。
ト）との

施

関
【評価】講座や講演

策

会を実施することで、

群

区民の人権に関する理

名

解や人権尊重意識の向

4

上に努めた。また、広

多

報紙や
連及び評価

ＳＮ

様

Ｓを活用し、同和問題

な

や拉致問題、子どもの

個

人権等、様々なテーマ

性

を取り上げ、人権尊重

や

意識の普及啓発につな

ラ

げた。引き続き、社会

イ

で関心の高い人権課題

フ

を的確に捉え、啓発し

ス

ていく。

備　　　考

タイルを認めあう風土を醸成する

施 策 名 4.1 人権尊重意識の啓発

■　人権に関わる団体等と連携しながら人権尊重意識を普及啓発し、すべての人の人権が尊重され、偏見や差別のな

　い社会を実現する。

施策の方向
( 目 標 )

■　人権擁護委員や区内活動団体と講座を年３回共催し、それぞれの専門分野の視点を取り入れながら実施してい　

　る。

■　区の人権推進指針「人権の推進をめざして」で重点課題としている１６の人権問題のうち、平成３０年度足立

　区政モニターアンケートで「守られていないと感じる人権問題」として、「障がい者」（68.1％）、「子ども」
現　　　状

　（63.9％）、「女性」（62.5％）、「インターネットによる人権侵害」（61.1％）の順に高い数値を示した課題の

　他、社会で啓発が強く求められる課題や国が定める各課題の啓発強化週間にあわせ、広報紙やホームページに啓発

　記事を掲載している。

■　共催団体の専門性を活かしながら、興味関心を引く内容を企画するため、関心度の高いテーマ選定や訴求力の高

　いチラシ作成など、連携した取組みが必要である。

■　人権問題に関わる情勢を的確に捉え、必要性が高い啓発テーマの選定が求められる。

■　講座や講演会の参加者に限らず、人権問題に日頃興味関心の低い区民も含め広く啓発するために、広報紙を活用

　したさらなる啓発が必要である

足

。
課　　　題

■　効果

立

的な普及啓発イベント

区

実施に向け、人権に関

　

わる当事者団体等が発

令

信する情報の収集に努

和

め、積極的に意見

　交

５

換を行っていく。

■　

年

インターネット上の人

度

権侵害やＬＧＢＴをは

施

じめとした多様な性の

策

あり方に関わる差別や

評

偏見など人権課題を的

価

　確に捉え、庁内各課

調

と連携しながら積極的

書

に広報紙を活用し、広

(

く区民の人権尊重への

令

理解を促進していく。

和

方　　　針

担 当 課 名 総

４

務課（取りまとめ）

電

年

話 番 号 03-3880

度

-5497 E-mai

事

l soumu@cit

業

y.adachi.t

実

okyo.jp

　人権

施

擁護委員及び人権団体

)

との意見交換やイベン

1

ト共催など交流の機会

 

を設け、人権に関わる
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年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 3,193 3,693

人件費 20,129 19,083

総事業費 23,322 22,776

前年比(金額) 534 △546

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】過去のアンケートで課題となっている4つの人権問題について偏見や差別がないと感じる区民の割合

定義等 世論調査で障がい者、子ども、女性、インターネット上での人権侵害について偏見や差別がないと回答した人の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 36 36 36
(1)

実　績　値 - - 30.4 28.5 R6 40

達　成　率 0% 0% 0% 0% 84% 76% 79% 71% -

指標名 【活動1-1】人権に関わる団体等と共催した講座回数

定義等 区が人権に関わる団体と共催した講座の回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 3 3 3
(2)

実　績　値 - - 0 3 R6 4

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 100% 75% -

指標名 【活動1-2】偏見や差別解消に向けた取組みを行っている庁内各課と連携した広報紙による啓発回数

定義等 区が広報紙に人権啓発記事を掲載した回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 7 7 9
(3)

実　績　値 - - 6 7 R6 10

達　成　率 0% 0% 0% 0% 86% 60% 100% 70% -

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2
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要因が考えられるが、近年、子どもの

人権や、インターネット上での誹謗中傷などが報道等で取り上げられることが多いことが一つの

4

要因として考えられる

 

。また、ロ

シアによる

担

ウクライナ侵攻問題な

当

ど、不安定な世界情勢

部

などの影響も考えられ

に

る。

　活動指標1-1

お

は、新型コロナウイル

け

ス感染症防止対策に配

る

慮し定員を半数に制限

評

しての実施ではあった

価

が、講座の実現が可能

（

と

なり、目標値を達成

部

することができた。足

長

立地区人権擁護委員会

評

と共催で行った人権講

価

座では、近年注目され

－

ている「ＬＧＢＴ」

を

１

初めてテーマとし、講

次

師には当事者家族に登

評

壇頂くなど、注目度、

価

関心度の高い内容で実

）

施できた。

　活動指標

そ

1-2は、同和問題や

の

ヤングケアラーなど様

１

々な人権課題に応じた

1

記事を掲載した。また

)

、「人権週間」「北朝

施

鮮人権侵

害問題等啓発

策

週間」等に合わせて記

の

事を掲載することで、

達

国や都の啓発に合わせ

成

てより効果的な啓発を

状

行い、目標値を達成す

況

るこ

ともできた。8/

と

25号では、区政90

そ

周年企画として、人権

の

の根幹である「平和」

原

を特集した記事を掲載

因

し、戦争の悲惨さや平

の

和の尊

さを強く伝えた

分

。

2)達成状況と原因

析

分析を踏まえた今後の

　

方向性

　活動指標1-

成

1の人権に関わる団体

果

等との共催講座につい

指

ては、共催実績のある

標

団体との良好な関係構

1

築に努め、開催回数の

は

増加

及び企画内容の充

、

実を図るとともに、他

昨

の人権団体との共催を

年

研究していく。

　活動

度

指標1-2については

比

、新型コロナウイルス

で

感染症の影響で中止し

約

ていた講座や講演会が

2

徐々に再開の方向であ

％

り、区民に「

人権」に

低

ついて改めて考えてい

い

ただく機会の提供を継

数

続していく。実施方法

値

についても、コロナ禍

と

で工夫した方法（動画

な

の活用等

）を取り入れ

っ

ることも検討しながら

た

、より効果的な方法で

。

実施していく。また、

そ

このような事業実施に

れ

あわせて、広報紙等で

ぞ

の啓

発にも力を入れて

れ

いくことで、講座に参

が

加していない方も含め

感

、広く人権尊重意識が

じ

行き渡るよう努めてい

る

く。

　この2つの活動

人

指標を始めとした取り

権

組みを進めて行くこと

侵

で、成果指標である「

害

人権問題について偏見

に

や差別がないと感じる

は

区民の割合」の増加に

様

つなげていく。

々な
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

人権啓発普及事務 総務課3465 3,336 16,594 19,930 現状維持 Ａ

人権啓発普及事務 教育指導課4110 52 1,659 1,711 現状維持 Ａ

人権教育啓発事業 中央図書館4173 305 830 1,135 現状維持 Ｂ

合計３事業 3,693 19,083 22,776

3)施施策の手段として位置付け
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施

向けて、改善が可能な

策

審議会の担当所管に対

の

するヒアリングや審議

概

  会への女性委員の

要

選出の働きかけ、要請

柱

などに引き続き取り組

立

んでいき、育児中の女

て

性も安心して審議会に

6

参加で

　きるよう託児

【

環境の整備と周知を図

ひ

ることで、女性が活躍

と

できる社会を目指して

】

いく。

担 当 課 名 多様性

自

社会推進課（取りまと

ら

め）

電 話 番 号 03-3

考

880-5222 E-

え

mail danjo@

行

city.adach

動

i.tokyo.jp

し

　各施策においてそれ

、

ぞれが抱えている現状

そ

や課題を分析し、既存

の

の庁内連携はもとより

成

、先駆的な事業に取り

果

組ん

でいる自治体、関

を

係機関への調査を経て

地

、有益な情報を積極的

域

に発信していく。

協働

に

・協創
の 取 組 み

【目標

活

】5　ジェンダー平等

か

を実現しよう【ターゲ

す

ット】5.1　あらゆ

人

る場所におけるすべて

施

の女性及び女児に対す

策

る

あらゆる形態の差別

群

を撤廃する。5.2　

名

人身売買や性的、その

4

他の種類の搾取など、

多

すべての女性及び女児

様

に対する
ＳＤＧｓが

、

な

公共・私的空間におけ

個

るあらゆる形態の暴力

性

を排除する。5.5　

や

政治、経済、公共分野

ラ

でのあらゆるレベル意

イ

思決
目指す目標

定にお

フ

いて、完全かつ効果的

ス

な女性の参画及び平等

タ

なリーダーシップの機

イ

会を確保する。5.6

ル

　国際人口・開発会議

を

（ターゲッ
（ＩＣＰＤ

認

）の行動計画及び北京

め

行動綱領、ならびにこ

あ

れらの検証会議の成果

う

文書に従い、性と生殖

風

に関する健康及
ト）と

土

の関
び権利への普遍的

を

アクセスを確保する。

醸

【関連する理由】行政

成

評価を実施し、事業や

す

施策の効果について評

る

価・分析
連及び評価

を

施

行うことで、ジェンダ

策

ー平等につながる業務

名

改善を行っていく。【

4

評価】具体的な施策目

.

標を設定することで、

2

事

業や施策の実施効果

男

を概ね図っていくこと

女

ができた。

備　　　考

共同参画社会の推進

■　性別にかかわらず、個性や能力を発揮し活躍できるよう、環境を整備していくことで、男女共同参画社会の実現

  を目指す。

■　ＤＶ防止のために広く意識啓発を行うことで、区民一人ひとりの知識と理解を深め、ＤＶの未然防止あるいは早

施策の方向   期発見につなげていく。

( 目 標 )

■　令和元年度にワーク・ライフ・バランス（以下「ＷＬＢ」）推進事業の認定制度について見直しを行い、認定企

  業数が前年度の57社から85社に拡大した。

■　ＤＶの仕組みや現状を正しく理解するための講座やリーフレットの配布を通じて、啓発や情報提供を行ってい

  る。
現　　　状

■　区の審議会等における女性委員比率調査の結果、女性比率の低い審議会の所管には聞き取りを行い、他所管の取

　組みを伝えるなど、女性比率の向上を促している。

■　ＷＬＢ推進事業は、制度の内容やＷＬＢの意義についての周知が十分に行きわたっていないため、さらなる啓発

  に向けた取組みが必要である。

■　ＤＶには身体的暴力だけではなく、様々な種類の暴力があり、男女を問わずいかなる場合も暴力は絶対に許され

  ないことについて、区民の認識や理解を深めていくことが必要である。

■　審議会等における女性比率は着実に上昇しているが、女性比率の向上に向けて改善

足

が可能な審議会等につ

立

いて
課　　　題

　は、

区

所管へのさらなる働き

　

かけが必要である。

■

令

　各関係団体や他所管

和

事業に参加している事

５

業者に対する制度内容

年

や取組み事例などの個

度

別説明を通して、ＷＬ

施

Ｂ

  の周知を図って

策

いくと同時に、区民の

評

意識が男女共同参画の

価

推進に直結するよう、

調

充実した内容の講座や

書

イベント

  を企画し

(

ていく。

■　ＤＶの被

令

害者にも加害者にもな

和

らないための未然防止

４

や、ＤＶ被害者支援に

年

あたって早期発見と正

度

しい知識を

  もって

事

適切に対応できるよう

業

、区民、職員を対象に

実

様々な機会をとらえて

施

広く啓発活動を行って

)

いく。
方　　　針

■　

1

今後も審議会における

 

女性比率の目標達成に
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防止講座の開催回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 14 14 14 14 14
(5)

実　績　値 14 12 10 10 R6 14

達　成　率 100% 100% 86% 86% 71% 71% 71% 71% -

指標名 【活動2-2】DV防止のためのリーフレット配布部数

定義等 区がDV防止のために配布したリーフレット数
指

単　位 部 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 3,000 3,000 6,000 6,000 6,000
(6)

実　績　値 5,230 4,860 5,410 10,911 R6 6,000

達　成　率 174% 87% 162% 81% 90% 90% 182% 182% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 34,242 34,305

人件費 55,752 53,082

総事業費 89,994 87,387

前年比(金額) 10,438 △2,607

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果】男女が対等な立場で意思表示や活動をすることができ、また責任も分かちあっている、と感じている区民の割合

定義等 「足立区政に関する世論調査」における調査結果
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 35 40 40 40 45
(1)

実　績　値 29 31 34 30 R6 50

達　成　率 83% 58% 78% 62% 85% 68% 75% 60% -

指標名 【活動1-1】足立区各種審議会・委員会等への女性の参画率

定義等 女性委員の数／区附属機関等の委員総数
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 35 35 36 37 38
(2)

実　績　値 33 35 35 35 R6 40

達　成　率 94% 83% 100% 88% 97% 88% 95% 88% -

指標名 【活動1-2】足立区WLB認定企業の数

定義等 区が認定するWLB推進企業の数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 110 120 134
(3)

実　績　値 85 100 112 134 R6 140

達　成　率 85% 61% 100% 71% 102% 80% 112% 96% -

指標名 【成果2】身体的暴力以外のＤＶ（精神的・経済的・社会的・性的）の認知度

定義等 「足立区政に関する世論調査」における調査結果
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 50 60 65
(4)

実　績　値 - - 49 49 R6 75

達　成　率 0% 0% 0% 0% 98% 65% 82% 65% -

指標名 【活動2-1】区民向けDV防止講座開催回数

定義等 区が実施したDV
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等

時期に、ＤＶによる人

に

権侵害がいかに危険な

関

ものであるかを周知し

す

ていく。

る報道、メディア露出が増

えたことにより区民の判断基準が厳しくなったことが要因として考えられる。

指標（２）前年度よ

4

り変化なし。委員の選

 

定のタイミングが「毎

担

年ではない」、また「

当

推薦団体の中に女性の

部

役職者数が少ない」

こ

に

とが女性委員の参画率

お

の増加しない要因とし

け

て考えられる。

指標（

る

３）前年度よりも認定

評

企業数は増加。毎年の

価

広報活動が一定の効果

（

を上げたものと考えら

部

れる。

指標（４）前年

長

度より変化なし。ＤＶ

評

というと身体的暴力を

価

指すことが広く認知さ

－

れ、身体的暴力以外の

１

ＤＶとはどういったも

次

の

なのか理解されてい

評

ないことが原因として

価

考えられる。

指標（５

）

）ＤＶ防止講座は必要

そ

性の高い講座であるも

の

のの、令和４年度より

１

講座のあり方の見直し

1

を行っている段階であ

)

り講座数

は前年度のま

施

まとなった。

指標（６

策

）区内の中学、高校１

の

年生の全生徒にリーフ

達

レットを配布したこと

成

により前年度より大幅

状

に増加した。

2)達成

況

状況と原因分析を踏ま

と

えた今後の方向性

指標

そ

（１）家事・育児の家

の

庭生活だけでなく、社

原

会生活全般において男

因

女間の不平等さを感じ

の

られてしまう状況であ

分

る。社会情勢

の変化に

析

合わせ、性別間での不

指

公平の壁を取り払うよ

標

うな講座、情報発信を

（

行い男女共同参画に関

１

する意識向上につなげ

）

たい。

指標（２）女性

例

の委員参加人数が横ば

年

いの状況が続いており

通

、推薦団体において女

り

性の役職者数を増やす

の

よう働きかけていく。

達

ま

た女性委員の参加人

成

数向上だけでなく、多

状

種多様な意見が反映さ

況

れる審議会づくりを実

で

現できるような取り組

あ

みを行っていく。

指標

っ

（３）令和５年度は新

た

規募集を停止し、ＷＬ

。

Ｂ推進企業認定制度の

令

見直しを行う。認定自

和

体が目的とならないよ

３

う制度の改善

を行う。

年

指標（４）ＤＶ防止法

度

が施行され２０年以上

よ

経過している現在でも

り

、いまだに十分な認知

も

度とは言えない。実例

実

紹介、相談窓口の

周知

績

、広報やＳＮＳでの情

値

報発信を広く行ってい

は

く。

指標（５）ＤＶ防

減

止講座の在り方を見直

少

し、区民にとって意味

し

のある講座を開催する

て

ため課内で検討を進め

い

ていく。

指標（６）近

る

年ＳＮＳの発達により

が

中高性を取り巻く状況

、

が急速に変化している

男

。行動範囲が広がり、

女

世の中との関わりが増

平

えて

いく若年層のこの
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

男女参画プラザ管理運営事務 多様性社会推進課3599 816 18,244 19,060 現状維持 Ｂ

男女共同参画社会の推進と女性活動への支援事業 多様性社会推進課3600 33,489 34,838 68,327 現状維持 Ａ

合計２事業 34,305 53,082 87,387

3)施施策の手段として位置付け

56

個別施策評価調書



施

進部　地域調整課（取

策

りまとめ）

電 話 番 号 0

の

3-3880-517

概

7 E-mail tab

要

unka@city.

柱

adachi.tok

立

yo.jp

日本語教室

て

のボランティア講師や

6

国際理解教育の授業を

【

実施するボランティア

ひ

スタッフとの協働によ

と

り、多文化共生

推進活

】

動を実施している。

協

自

働・協創
の 取 組 み

【目

ら

標】10 人や国の不

考

平等をなくそう（各国

え

内及び各国間の不平等

行

を是正する）

【ターゲ

動

ット】10.2 すべ

し

ての人の能力を強化し

、

、社会・経済・政治へ

そ

の関わりを促進する。

の

　10.3 機会均等

成

を確保
ＳＤＧｓが

し、

果

成果の不平等を是正す

を

る。
目指す目標

【関連

地

する理由】国籍や民族

域

などの異なる人々が互

に

いの文化的な違いを認

活

め合いながら、共に生

か

活し共に活躍する地
（

す

ターゲッ
域社会づくり

人

を進めていくことは、

施

すべての人々の能力強

策

化および社会等への関

群

わりを促し、機会均等

名

の確保につな
ト）との

4

関
がる。

連及び評価
【

多

評価】感染症対策を徹

様

底した国際理解教育の

な

実施や外国にルーツを

個

持つ子どもを対象とし

性

た学習支援の実施など

や

、

感染症拡大の影響が

ラ

続く中でも可能な限り

イ

事業の継続に努めた。

フ

備　　　考

スタイルを認めあう風土を醸成する

施 策 名 4.3 多文化共生社会の実現

■　年々増加する在住外国人が暮らしていくため必要な相談体制を充実させるとともに、日本人区民・外国人区民が

地域の発展に向けて共に活躍する多文化共生社会を目指した環境を整備する。

施策の方向
( 目 標 )

■　区内在住の外国人人口は年々増加しており、令和２年４月現在で３万４千人を超えた。

■　令和元年５月現在、外国籍の子どもたち1,615名が区立小・中学校で学んでおり、就学前の児童も教育・保育施

設に1,110人が在園している。

■　区立小・中学校での国際理解教育等を通じて、異文化理解や交流を促進している。
現　　　状

■　日本語ボランティアの育成等を通じて日本語ボランティア教室を支え、外国人の日本語習得を支援している。

■　外国人人口の増加に伴い、行政手続きや生活相談など、日々の生活に密着した相談が増えているため、相談体制

の強化が必要である。

■　日本国籍でも外国にルーツを持つ子どもが増えており、文化的背景の異なる子どもたちが互いに認めあう環境の

必要性や日本語学習支援を行う必要がある。

■　新型コロナウイルス感染症の影響で、国際理解教育や日本語ボランティア教室等を従来どおり実施できないため
課　　　題

、新しい生活様式に配慮した対応を考えていく必要がある。

■　やさしい日本語や多言語翻訳機を活

足

用した相談対応や行政

立

文書・通知書等の多言

区

語対応、東京都及び庁

　

内各課か

らの情報提供

令

の体制を充実し、区内

和

在住外国人の生活を支

５

援する。

■　外国にル

年

ーツを持ち文化的背景

度

の異なる子どもたちが

施

互いの違いを認め合え

策

るよう、区立小・中学

評

校からの国際

理解教育

価

講師派遣依頼に対して

調

十分に対応できる体制

書

を構築し、異文化や言

(

葉の違いを伝える国際

令

理解教育を推進す

る。

和

方　　　針
■　新しい

４

生活様式を取り入れた

年

日本語ボランティア活

度

動を支援し、在住外国

事

人の日本語学習等の充

業

実を図る。

■　外国に

実

ルーツを持つ児童・生

施

徒等の就学や進学を支

)

えるために、日本語学

1

習支援を実施する。

担

 

当 課 名 地域のちから推
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8

達　成　率 92% 87% 96% 91% 85% 81% 87% 85% -

指標名 【活動2-2】区民向けの行政文書・通知書の翻訳依頼に対して外国人相談員が対応できた割合

定義等 他部署からの外国人区民向け行政文書・通知書の翻訳依頼に対して外国人相談員が対応できた割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 100 100
(5)

実　績　値 100 - 100 100 R6 100

達　成　率 0% 100% 0% 0% 0% 100% 100% 100% -

指標名 【活動2-3】日本語ボランティア教室開催回数

定義等 区内日本語ボランティアグループが実施する日本語教室の開催回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 430 500
(6)

実　績　値 583 226 233 440 R6 580

達　成　率 0% 101% 0% 39% 0% 40% 102% 76% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 22,383 30,337

人件費 41,581 38,087

総事業費 63,964 68,424

前年比(金額) 11,994 4,460

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】国際理解教育を実施した小・中学校における異文化への関心度

定義等 国際理解教育を実施時、児童・生徒へアンケート調査を行い、「もっと知りたい・学びたい」と回答した者の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 55 60
(1)

実　績　値 57 - 48 60 R6 65

達　成　率 0% 88% 0% 0% 0% 74% 109% 92% -

指標名 【活動1】小・中学校への国際理解教育講師派遣クラス数

定義等 区立小・中学校の学級総数のうち、国際理解教育講師を派遣したクラス数
指

単　位 クラス 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 91 92 20 50 80
(2)

実　績　値 118 0 21 69 R6 110

達　成　率 130% 107% 0% 0% 105% 19% 138% 63% -

指標名 【成果2】国籍、文化等が異なる人々がともに暮らしやすいまちだと感じる区民の割合

定義等 世論調査により、「暮らしやすい・どちらかといえば暮らしやすい」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 37 37
(3)

実　績　値 - - 43 40 R6 37

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 116% 108% 108% -

指標名 【活動2-1】外国人生活相談対応件数

定義等 外国人相談員が外国人の生活相談に対応した件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 2,595 2,599 2,636 2,673 2,710
(4)

実　績　値 2,380 2,499 2,228 2,324 R6 2,74
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析

に生活し共に活躍する

：

地域社会づくりを進め

前

ていく。

【指標4】

　

年

利便性の高い通訳タブ

度

レットを活用しつつ、

に

複雑な相談には経験豊

児

富な外国人相談員が丁

童

寧な対応を心がけ、外

・

国人相談の充実

を図る

生

。

【指標5】

　外国人

徒

へ正確に情報提供でき

へ

るよう、引き続き他部

実

署からの翻訳依頼に対

施

し、期限内に全件回答

し

できるよう努める。

【

た

指標6】

　ボランティ

ア

ア講師の高齢化に伴い

ン

、活動の休止や解散に

ケ

至る教室もあるため、

ー

新たな講師を養成する

ト

ための講座を引き続き

結

実施

し、各教室が円滑

果

に運営できるよう支援

を

していく。

集約し、各校へ募集をかける際に子どもたちが興味を持っている内

　　　　　　

4

容（外国の食べ物やス

 

ポーツなど）を学校側

担

へ伝えることで、子ど

当

もたちの関心度の高い

部

メニューを多く実施で

に

きた

　　　　　　こと

お

が要因と考えられる。

け

【指標2】

　達成状況

る

：前年度の実績値を上

評

回り、目標値を達成す

価

ることができた。

　原

（

因分析：4月当初から

部

各校へ募集を行い、年

長

間を通じて事業を実施

評

できたことが実績値の

価

向上につながった。

【

－

指標3】

　達成状況：

１

目標値は達成できたも

次

のの、前年度の実績値

評

を下回った。

　原因分

価

析：コロナ禍において

）

外国人転入者が減少し

そ

、外国人と交流する機

の

会が少なくなったこと

１

で、ともに暮らしやす

1

いまちだ

　　　　　　

)

と感じる区民の割合が

施

減少したと考えられる

策

。

【指標4】

　達成状

の

況：前年度の実績値を

達

上回ったものの、目標

成

値を下回った。

　原因

状

分析：外国人相談の多

況

い所管に導入した通訳

と

タブレットが活用され

そ

、外国人相談員が対応

の

する場面が想定より少

原

なくなって

　　　　　

因

　いる可能性がある。

の

【指標5】

　達成状況

分

：前年度に引き続き、

析

達成率は100％とな

【

った。

　原因分析：外

指

国人相談員が通訳支援

標

の合間に年間２１５件

1

（英語１０３件・中国

】

語６０件・韓国語５２

　

件）の翻訳作業を行っ

達

　

　　　　　　た。翻

成

訳取りまとめ担当者が

状

進捗確認を随時行うこ

況

とで、期限内に全て対

：

応することができた。

前

【指標6】

　達成状況

年

：前年度の実績値を上

度

回り、目標値を達成す

の

ることができた。

　原

実

因分析：コロナ禍の影

績

響により休止した教室

値

があったものの、感染

を

症対策を実施した上で

上

多くの教室が活動でき

回

たことが要因

　　　　

り

　　と考えられる。

2

、

)達成状況と原因分析

目

を踏まえた今後の方向

標

性

【指標1】

　児童・

値

生徒へのアンケートを

を

引き続き実施し、子ど

達

もたちが関心のある内

成

容を把握し、講師派遣

す

メニューの更なる充実

る

を図る。

【指標2】

　

こ

年度開始早々に各校へ

と

募集を行うとともに、

が

授業風景を写真や動画

で

で載せるなど、これま

き

で利用実績のない学校

た

へも興味を抱か

せるよ

。

う募集の仕方を工夫す

　

る。

【指標3】

　国際

原

交流イベント等を通じ

因

て日本人と外国人が交

分

流する機会を作り、共
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

多文化共生推進事業 地域調整課3568 30,337 38,087 68,424 拡充 Ａ

合計１事業 30,337 38,087 68,424

3)施施策の手段として位置付け
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施

のバリアフリー化や、

策

ユニバーサルデザイン

の

に配慮し
方　　　針

　

概

た公共施設の整備を行

要

う。

担 当 課 名 都市建設

柱

課（取りまとめ）

電 話

立

番 号 03-3880-

て

5756 E-mail

6

tosi@city.

【

adachi.tok

ひ

yo.jp

　ユニバー

と

サルデザインに配慮し

】

た社会の構築のため、

自

区民を対象としたユニ

ら

バーサルデザイン講演

考

会、製品展およ

び啓発

え

チラシ配布等の各事業

行

を行い、区民とともに

動

心のユニバーサルデザ

し

インを推進していく。

、

　また、庁内職員と障

そ

がい当事者との意見交

の

換等を含めた、ユニバ

成

ーサルデザイン庁内推

果

進委員会を行い、人材

を

育成

協働・協創 を図っ

地

ていく。

の 取 組 み

【目

域

標】11   住み続

に

けられるまちづくりを

活

（ゴール）包摂的で安

か

全かつ強靱（レジリエ

す

ント）で持続可能な都

人

市及び人間居住を実現

施

する。
ＳＤＧｓが

【タ

策

ーゲット】11.7　

群

2030年までに、女

名

性、子ども、高齢者及

4

び障害者を含め、人々

多

に安全で包摂的かつ利

様

用が容易
目指す目標

 

な

          

個

 な緑地や公共スペー

性

スへの普遍的アクセス

や

を提供する。
（ターゲ

ラ

ッ
【関連性】　エレベ

イ

ーターの設置、ピクト

フ

グラム表示など、ユニ

ス

バーサルデザインの推

タ

進は、「女性、子ども

イ

、高齢
ト）との関

　　

ル

　　　者や障がい者を

を

含め、全ての人々に安

認

全で容易に利用できる

め

緑地や公共スペースの

あ

普遍的アクセスを提供

う

連及び評価
　　　　　

風

する」ことにつながっ

土

ている。

【進捗状況】

を

ユニバーサルデザイン

醸

の推進のため、バリア

成

フリー地区別計画策定

す

など各事業を着実に実

る

施している。

備　　　

施

考

策 名 4.4 ユニバーサルデザインの推進

■　ユニバーサルデザインに関する普及啓発活動を通じて、より多くの人が互いの個性や立場を理解しあうことによ

　り、「思いやりのこころ」を根付かせ、「心づかい」ができる区民があふれるまちをめざす。

■　だれもが円滑に移動できる施設整備や公共施設などのユニバーサルデザインの整備を進めることで、高齢者や障

施策の方向 　がい者など多様な人々への配慮がされた施設づくりを進める。

( 目 標 )

■　「足立区ユニバーサルデザイン推進計画」に基づき、ユニバーサルデザインに配慮した環境づくりを進めてお

　り、毎年度、区民、事業者、専門家から、関連する各事業の評価を受けることで、ＰＤＣＡマネジメントサイクル

　による施策の改善に取組んでいる。

■　「自らを含めた地域の人々が、日常生活の中で高齢者・障がい者等の多様な人々に配慮している」と思う区民の
現　　　状

　割合は34.4% にとどまっている。

■　「ユニバーサルデザイン2020 行動計画」が決定され、東京2020 オリンピック・パラリンピックを契機に、ユニ

　バーサルデザインの認知度向上が求められている。

■　区民や区職員、事業者など、区に関わるすべての人にユニバーサルデザインに関する理念を浸透させていく必要

　がある。

■　時間の経過とともに変化する社

足

会や要求されるサービ

立

スに対応していくため

区

、ユニバーサルデザイ

　

ンに配慮した

　まちづ

令

くりなど様々な施策が

和

広く展開されていなけ

５

ればならないが、取組

年

み状況は十分ではない

度

。

課　　　題

■　ユニ

施

バーサルデザインにつ

策

いて、より理解を深め

評

るよう小学校高学年向

価

けのユニバーサルデザ

調

イン出張講座、一

　般

書

区民向けのユニバーサ

(

ルデザイン講演会、ユ

令

ニバーサルデザイン製

和

品展などに加え、新た

４

な普及啓発活動を検討

年

　し、それらを推進す

度

ることで、すべての人

事

が個人として尊重され

業

、安心して、健やかに

実

暮らすことができる地

施

域社

　会の実現を目指

)

す。

■　新設の道路や

1

建物への対応に限らず

 

、現状を改善するため
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4.1 4.2 4.2
(4)

実　績　値 4.1 3.9 4.3 4.5 R6 4.2

達　成　率 0% 98% 95% 93% 105% 102% 107% 107% -

指標名 平成29年度以降にバリアフリーに対応した整備を行った歩道の延長

定義等 バリアフリーに対応した整備を行った歩道の延長
指

単　位 ｍ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 1,800 2,350 2,900 3,450
(5)

実　績　値 916 1,610 2,430 3,040 R6 4,000

達　成　率 0% 23% 89% 40% 103% 61% 105% 76% -

指標名 バリアフリーまたはUDに配慮した公共施設の整備数（累計）

定義等 バリアフリーまたはUDに配慮した公共施設の整備数（累計）
指

単　位 施設 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 20 30 40 50
(6)

実　績　値 10 20 30 39 R6 60

達　成　率 0% 17% 100% 33% 100% 50% 98% 65% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 14,159 6,741

人件費 19,254 16,594

総事業費 33,413 23,335

前年比(金額) 7,874 △10,078

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 「自らを含めた地域の人々が、日常生活の中で高齢者・障がい者等の多様な人々に配慮している」と思う区民の割合

定義等 世論調査で「日常生活の中で高齢者・障がい者等に配慮していると思う」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 41 45 46 48 49
(1)

実　績　値 34.4 33.3 36.8 34.9 R6 50

達　成　率 84% 69% 74% 67% 80% 74% 73% 70% -

指標名 小学校高学年向けのユニバーサルデザイン出張講座の実施延べ回数

定義等 ユニバーサルデザイン出張講座を実施した延べ校数
指

単　位 校 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 20 30 40 50
(2)

実　績　値 9 23 33 41 R6 60

達　成　率 0% 15% 115% 38% 110% 55% 103% 68% -

指標名 一般区民向け講演会、UD製品展の参加者人数

定義等 講演会及びUD製品展実施後のアンケート提出数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 534 538 542 546
(3)

実　績　値 530 143 93 44 R6 550

達　成　率 0% 96% 27% 26% 17% 17% 8% 8% -

指標名 ユニバーサルデザイン推進計画「柱３ 便利に生活できる『まちづくり』」にある施設整備に関する施策の評価点の平均

定義等 推進計画「柱３　便利に生活できる『まちづくり』」のうち、施設整備に関する施策の評価点の平均値（※評価年度）
指

単　位 点 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 4.1
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り

力を入れて取り組むた

が

め、一般の方が興味を

評

持つような講演会等の

価

啓発活動を実施すると

に

ともに、様々な媒体を

厳

活

用した情報発信を行

し

い、ユニバーサルデザ

く

インまちづくりの将来

表

像である、「だれもが

れ

自分らしく暮らせるま

て

ち」の実現に取り組

む

お

。

り、目標値

を下回る34.9％となった。

指標(2)は、新型コロナウイルス感染拡大等により、数校で年

4

度内延期の対応がある

 

など厳しい状況となっ

担

たが、目標値を上回る

当

延べ41校で出張講座

部

ができた。

指標(3)

に

は、新型コロナワクチ

お

ン接種の影響により、

け

会場の確保が困難であ

る

ったことから、UD製

評

品展は中止となった。

価

また、講演

会について

（

、実績値は44人と低

部

いが、今回初めて、一

長

般区民が参加しやすい

評

休日に開催し、内容に

価

ついても、心のバリア

－

フリーを

問う短編映画

１

上映と映画監督のトー

次

クショーという一般の

評

方が興味を持ちやすい

価

講演会を実施した。

そ

）

の結果、アンケートに

そ

おいて84％の人が、

の

心のバリアフリーを意

１

識して行動していきた

1

いとの回答をいただい

)

た。

指標(4)は、着

施

実に施設整備実施した

策

ことが評価され、目標

の

値を上回る過去最高の

達

4.5点となった。

指

成

標(5)は、事業所管

状

課において、「バリア

況

フリー地区別計画（区

と

役所周辺地区）」の範

そ

囲の道路はじめとした

の

、歩道改修工事を

実施

原

し、目標値に達するこ

因

とができた。

指標（6

の

)は、令和4年度単年

分

度で公共建築物9施設

析

の整備が行われた。整

指

備数としては目標を下

標

回る39施設（累計）

(

となったが、設

計業務

1

を複数の施設で実施し

)

たことにより、今後の

は

バリアフリー整備が見

、

込まれるものである。

近

上記施策指標のほか、

年

令和4年度は、バリア

の

フリー地区別計画の4

心

地区目として、総合ス

の

ポーツセンター周辺地

ユ

区のバリアフリー地

区

ニ

別計画を策定し、また

バ

5地区目として、綾瀬

ー

・北綾瀬周辺地区の策

サ

定にも着手した。

今後

ル

もユニバーサルデザイ

デ

ン及びバリアフリーの

ザ

施策を着実に推進して

イ

いく必要がある。

2)

ン

達成状況と原因分析を

、

踏まえた今後の方向性

心

　今回、指標(１)の

の

「日常生活の中で高齢

バ

者・障がい者等に配慮

リ

している」と思う区民

ア

の割合について、目標

フ

値は年々上昇してい

く

リ

のに対し、実績値は横

ー

ばいの34％から36

へ

％となっている。

　こ

の

のことから、心づかい

関

をキーワードにした心

心

のユニバーサルデザイ

や

ン、心のバリアフリー

ニ

について、一定の方に

ー

は浸透されて

いるが、

ズ

それ以外の一般の方に

の

対する理解の醸成と普

高

及啓発が課題となって

ま

いる。

　その課題に、
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

ユニバーサルデザイン推進事業 都市建設課21226 6,741 16,594 23,335 拡充 Ａ

合計１事業 6,741 16,594 23,335

3)施施策の手段として位置付け
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施

保健所感染症対策課（

策

取りまとめ）

電 話 番 号

の

03-3880-53

概

72 E-mail ka

要

nsensho@ci

柱

ty.adachi.

立

tokyo.jp

感染

て

症発生時の対応の円滑

7

化を目指し、医師会、

【

薬剤師会、歯科医師会

く

、訪問看護ステーショ

ら

ン及び医療機関との情

し

報共有を積極的に行っ

】

ていく。

協働・協創
の

地

取 組 み

【目標】3 す

域

べての人に健康と福祉

と

を【ターゲット】3.

と

3 2030年までに

も

、エイズ、結核、マラ

に

リア及び顧みられない

築

熱帯病といった伝染病

く

を根絶するとともに肝

、

炎、水系感染症及びそ

 

の他の感染症に対処す

安

る。【関連する理由】

全

感染
ＳＤＧｓが

症対策

な

の充実はSDGsが目

く

指す目標（ターゲット

ら

）の達成に直接寄与す

し

る施策であるため。【

施

評価】新型コロナウイ

策

ル
目指す目標

ス感染症

群

流行により感染症対策

名

の重要性は一層増した

5

。新型コロナウイルス

区

感染症患者への適切な

民

対応を行うため、
（タ

の

ーゲッ
医師会、薬剤師

命

会、歯科医師会、訪問

や

看護ステーション及び

財

医療機関との情報共有

産

に注力し、往診体制等

を

の拡充を行
ト）との関

守

った。
連及び評価

備　

り

　　考

、くらしの安全を確保する

施 策 名 5.1 感染症対策の充実

■　定期接種の推進や、結核に関する正しい知識の啓発を行い、結核のまん延を防止する。

■　区民が感染症対策を実践できるよう啓発し、感染症の発生を未然に防止することを目指す。

■　医師会や医療機関等との連携を強化し、感染症発生時の体制を整備することで拡大防止に努める。

施策の方向
( 目 標 )

■　令和元年の足立区結核り患率は、全国（11.0%）、東京都（13.0%）と比較し、依然として高水準であり、特に70

　代以上の高齢者の新規患者が多く、全体の６割弱を占めている。

■　結核など感染症のまん延を最小限に抑えるため、予防接種の適切な展開を実施するとともに、高齢者や生活習慣

　病患者など、リスクの高い層に対する正しい知識の普及啓発等を行っている。
現　　　状

■　新型コロナウイルス感染症をきっかけとして、手洗いなど、感染症予防策の実践に対する区民の意識は高いもの

　の、インフルエンザ等の感染症は毎年流行を繰り返している。

■　医師会、医療機関との連携強化のため、医師会主催の感染症委員会での情報共有や、医療機関との感染症発生時

　対応訓練を実施している。

■　結核発症のリスクが高い層への継続的なアプローチが必要である。

■　ＢＣＧ接種率を下げないよう、区民に対する正しい知識の普及啓発等が必要である。

■　流行を繰り返

足

すインフルエンザ等の

立

感染拡大防止のため、

区

一層の飛沫・接触感染

　

防止の実践について啓

令

発を行う

　必要がある

和

。

■　早期に感染拡大

５

を抑え込むためには、

年

行政と医師会及び医療

度

機関とのさらなる連携

施

強化を図ることが必要

策

であ
課　　　題

　る。

評

■　乳幼児健診等の機

価

会を活用し、ＢＣＧ接

調

種による小児の重症結

書

核の予防の大切さを周

(

知していく。

■　広報

令

媒体等を通じた啓発に

和

より、区民の帰宅時の

４

手洗い実践率向上を図

年

り、感染症発生低減に

度

つなげていく。

■　発

事

生情報等を早期に共有

業

し、感染症発生時の対

実

応が円滑に進むよう、

施

医師会主催の会議等で

)

、医療機関への情報

　

1

提供を行っていく。

方

 

　　　針

担 当 課 名 足立
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.5 100 100
(4)

実　績　値 - - 96.4 93.4 R6 100

達　成　率 0% 0% 0% 0% 108% 96% 93% 93% -

指標名 【成果3】区内の医療機関からの感染症発生届の期日内での提出率

定義等 期限内に提出された発生届数／発生届出総数×100（％）　※新型コロナウイルス感染症を除く
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 90 100 100
(5)

実　績　値 - - 80.8 84.8 R6 100

達　成　率 0% 0% 0% 0% 90% 81% 85% 85% -

指標名 【活動3】医師会との感染症対策会議実施回数

定義等 会議開催数（実績）
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 50 50 4
(6)

実　績　値 - - 48 72 R6 2

達　成　率 0% 0% 0% 0% 96% 著増 144% 著増 -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 10,778,238 9,030,725

人件費 381,835 429,412

総事業費 11,160,073 9,460,137

前年比(金額) 7,666,219 △1,699,936

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】結核り患率（人口10万対）　※低減目標

定義等 結核患者新規登録者数／当該年10月1日人口（外国人登録含む）×100,000　〈10万人あたりの割合〉　※年度でなく暦年
指

単　位 ー 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 16.6 16.6 16.1 15.6 15.1
(1)

実　績　値 15.6 9.5 12.5 12.4 R6 14.9

達　成　率 106% 96% 175% 157% 129% 119% 126% 120% -

指標名 【活動1】乳幼児のＢＣＧ定期予防接種率

定義等 当該年度の乳幼児のＢＣＧ定期予防接種実施者数／当該年度の乳幼児のＢＣＧ定期予防接種対象者数×100
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 98 99 99 99 99
(2)

実　績　値 97.7 103.3 92.7 90.8 R6 100

達　成　率 100% 98% 104% 103% 94% 93% 92% 91% -

指標名 【成果2】最流行期（週）のインフルエンザ定点報告数　※低減目標

定義等 インフルエンザ定点医療機関からのインフルエンザ報告数／インフルエンザ定点医療機関
指

単　位 ー 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 30 30 30
(3)

実　績　値 - - 0 14.7 R6 30

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 204% 204% -

指標名 【活動2】帰宅時に手洗いを実施している区民の割合

定義等 世論調査で「帰宅時に手洗いを実施している」と答えた区民の割合
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 89
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値

)達成状況と原因分析

は

を踏まえた今後の方向

達

性

指標(1)　結核対

成

策について、患者への

し

受療支援、服薬指導及

た

び接触者への健診フォ

。

ローに引き続き注力し

こ

ていく。

指標(2)　

れ

本事業は、予防接種法

は

に基づく法定事業であ

結

り、今後も対象者に対

核

し、必要な援助給付を

患

行っていく。次年度に

者

向けて

あだち広報、区

の

ホームページ、ＳＮＳ

早

、予防接種ナビ等の媒

期

体を活用して漏れのな

発

い周知を行う。予防接

見

種ナビについては、引

・

き

続きおたふくかぜ任

治

意接種など最新情報の

療

お知らせ等内容の充実

の

を図り、登録者の満足

普

度を向上させることで

及

、閲覧数の向上を図

る

に

。また、新規登録者を

よ

増やすべく、就学前教

り

育施設へのチラシの配

病

布など継続して実施す

気

る。

指標(3)　今後

の

も継続して医療機関か

重

らの報告を注視し、流

篤

行時に対応できる体制

化

の確保を維持する。

指

を

標(4)　引き続き感

予

染症対策についてあだ

防

ち広報やホームページ

す

で啓発活動を行い、区

る

民への感染症対策への

と

意識向上と感染症

発生

と

の抑制をめざす。また

も

、２０歳未満の若い世

に

代に対しては学務課学

、

校保健係と連携し、基

服

本的な感染対策の普及

薬

啓発を働きか

けていく

支

。

指標(5)　区内医

援

療機関へ書類を一斉発

専

送する際に発生届の期

門

日内提出について文書

の

を同封し、注意喚起を

会

行う。また、医師会の

計

研修会や医療機関との

年

実務者ネットワーク連

度

絡会の機会に発生届の

任

提出の徹底について説

用

明を行い、期日内提出

職

の意識醸成を図る

指標

員

(6)　医師会や医療

を

機関との連携及び情報

4

活

共有を引き続き推進す

用

ることで、新型コロナ

し

ウイルス感染症を契機

た

に構築できた関

係機関

き

との協力体制等のレガ

め

シーを保ち、新たな感

細

染症が発生した際にお

か

いても迅速な患者支援

い

ができる体制を維持す

面

る。医療機

関との実務

 

接

者ネットワーク連携会

等

を継続して開催し、実

に

務者レベルでの顔の見

よ

える関係を構築し緊密

る

な連携を図る。

確実な服薬

担

指導が成果に結びつい

当

たと考えられる。なお

部

、令和２年度から令和

に

４年度にかけて目標を

お

大きく達成しているが

け

、新型

コロナウイルス

る

感染症の影響により日

評

本に入国する外国人の

価

減少等による一時的な

（

数値であることが考え

部

られるため、令和５年

長

の

目標値について再設

評

定は行わないこととす

価

る。

指標(2)　実施

－

率は４月の０歳児数で

１

算出する。しかし、令

次

和４年４月の０歳児数

評

（表の対象者数）が、

価

年度月別で最も多く、

）

そ

の後減少したため、

そ

０歳児の予防接種であ

の

るＢＣＧの接種件数で

１

実績値を算出した際に

1

、実施率が低下する形

)

になっている。実施

率

施

について、０歳児数を

策

年度平均数で再計算す

の

ると94.3％となる

達

。

指標(3)　インフ

成

ルエンザ定点報告数が

状

増加した要因としては

況

、諸外国でのインフル

と

エンザ流行と国際的な

そ

人の移動の回復、国内

の

における接触機会の回

原

復が考えられる。

※指

因

標名を「最流行期(2

の

月)」から「最流行期

分

(週)」に修正

指標(

析

4)　帰宅時に手洗い

指

を実施している区民の

標

割合は減少し、年齢別

(

でみると20歳未満の

1

割合が令和３年時は１

)

００％だったも

のが令

　

和４年には８７.５％

令

となり最も大きく減少

和

した。これは新型コロ

４

ナウイルス感染症の流

年

行初期と比較し、感染

は

症対策に対

する意識が

令

低下したものと考えら

和

れる。

指標(5)　区

３

内医療機関からの感染

年

症発生届の期限内での

と

提出率は令和３年度か

比

ら上昇したものの目標

較

値から離れている状況

し

にあ

り、一部医療機関

、

には提出期限について

結

の認識がない状況が見

核

受けられた。なお、本

の

指標での新型コロナウ

り

イルス感染症の取扱い

患

について、流行により

率

通常は感染症の診療を

に

行わない医療機関から

つ

も多くの発生届が提出

い

される状況であること

て

から、指標の連続

性を

は

重視するため除外する

横

こととしている。

指標

ば

(6)　医師会との感

い

染症対策会議実施回数

で

は、新型コロナウイル

あ

ス感染症対応のため大

っ

幅に増加した。なお、

た

令和５年の目標

値につ

が

いては、新型コロナウ

、

イルスに関する会議が

目

減少することを見込ん

標

だ値となっている。

2
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

予防接種事業 保健予防課3841 2,220,620 35,798 2,256,418 拡充 Ａ

感染症予防・患者医療費公費負担事業 足立保健所感染症対
策課3842 1,691,570 211,899 1,903,469 拡充 Ａ

感染症検査事業 足保・生活衛生課3865 10,482 37,821 48,303 現状維持 Ａ

足立保健所管理運営事務【投資】 衛生管理課17777 15,924 415 16,339 現状維持 Ｂ

新型コロナウイルスワクチン接種事業 保健予防課22858 5,092,129 143,479 5,235,608 改善・変更 Ａ

合計５事業 9,030,725 429,412 9,460,137

3)施施策の手段として位置付け
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施

ようとする衛生管理の

策

手法のこと。

担 当 課 名

の

足保・生活衛生課（取

概

りまとめ）

電 話 番 号 0

要

3-3880-537

柱

5 E-mail sei

立

katueisei@

て

city.adach

7

i.tokyo.jp

【

　生活衛生課の許認可

く

施設に関する騒音等の

ら

苦情について、環境部

し

生活環境保全課と協力

】

して対応している。

　

地

ごみ屋敷対策、不法投

域

棄対策、落書き対策に

と

ついては、ビューティ

と

フル・ウインドウズ運

も

動との一環として危機

に

管

理部・地域のちから

築

推進部・絆づくり担当

く

部・福祉部・衛生部・

、

都市建設部等の各所管

 

と連携し庁内協働を進

安

めてい

協働・協創 る。

全

の 取 組 み

【目標】6 

な

安全な水とトイレを世

く

界中に/11住み続け

ら

られるまちづくりを【

し

ターゲット】6.b水

施

と衛生の管理向上にお

策

ける地域社会の参加を

群

支援・強化する/11

名

.6大気や廃棄物を管

5

理し、都市の環境への

区

悪影響を減らす【関連

民

する理由
ＳＤＧｓが

】

の

食品や水等、区民生活

命

に係る衛生の確保によ

や

り公衆衛生の向上を目

財

指しているため/ごみ

産

屋敷や不法投棄など廃

を

棄
目指す目標

物の適切

守

な管理を行うことによ

り

り、都市や生活環境の

、

保全を図り、住み続け

く

られる美しいまちの実

ら

現を目指している
（タ

し

ーゲッ
ため。【評価】

の

R4年度の検査適合率

安

は95.6%、関係施

全

設の監視数は6,86

を

7件であった。事業者

確

による衛生管理の向上

保

を
ト）との関

目指し、

す

効果的な監視指導を実

る

施する。/ごみ屋敷対

施

策は、令和4年度樹木

策

等を含むごみ屋敷相談

名

123件、解決128

5

件と
連及び評価

継続案

.

件の解決にも取り組ん

2

だ。また、不法投棄対

食

策は通報件数が令和3

品

年度比30件（1.8

等

％）増加、処理個数が

の

令和

3年度比756個

安

（10.6％）増とな

全

り、早期発見・早期撤

確

去に取り組んだ。

　２

保

　施策指標　指標（5

と

）【活動2-2】令和

生

6年度の目標値につい

活

て、基本計画では7,

環

298個としていたが

境

、R4年度の

備　　　

の

考 実績値が確定したこ

維

とにより、令和5年度

持

及び令和6年度の目標

・

値を5％減として計算

改

し直した結果7,13

善

8個となった。

■　食品や水、薬品等の安全確保を図るために、営業者及び関連施設への検査や立ち入り指導を実施する。

■　区内の土地・建物の利用や管理について、良好な生活環境を保全するために、ごみ屋敷、不法投棄、落書きを減

　らしていく。

施策の方向
( 目 標 )

■　食品・水・薬品等の管理に係る監視指導を粘り強く実施した結果、検査適合率は上昇しており、平成29年度

　91.2%、平成30年度93.2%、令和元年度94.2%となっている。

■　ごみ屋敷（樹木等を除く）対策における直近3年の解決件数は年平均約27件超、不法投棄対策は「不法投棄110番

」を開設し、処理個数はピーク時の平成24年に比べ半減した。
現　　　状

■　落書き対策は「落書き110番」を開設し、民有地の落書き消去を支援している。

■　相談や監視指導内容の複雑多様化により、検査適合率100％を目指すためには、施設や検査項目の精査、衛生指

　導に基づき営業者の自主管理を適切に促す等、監視指導業務の効率化を図っていく必要がある。

■　ごみ屋敷対策、不法投棄対策ともに、民有地の適正管理には所有者や居住者の理解が必要である。

■　落書き対策は落書きを「放置しない」ことが大切である。

課　　　題

■　営業者の自主管理に基づく衛生指導の徹底のほか、営業者

足

が自らの営業における

立

食品衛生上の危害要因

区

を正しく

　認識し、Ｈ

　

ＡＣＣＰ（※）に沿っ

令

た適切な衛生管理を行

和

えるよう監視指導し、

５

公衆衛生の向上に寄与

年

していく。

■　ごみ屋

度

敷対策は対象者に寄り

施

添いつつ、粘り強い指

策

導を継続し解決を図る

評

。不法投棄対策は民有

価

地の不法投棄物

　撤去

調

を支援し、きれいなま

書

ちの実現を図る。

■　

(

落書き対策は落書きゼ

令

ロを目指す。
方　　　

和

針

（※）食品等事業者

４

自らが食中毒菌汚染や

年

異物混入等の危害要因

度

（ハザード）を把握し

事

た上で、原材料の入荷

業

から製

品の出荷に至る

実

全工程の中で、それら

施

の危害要因を除去又は

)

低減させるために特に

1

重要な工程を管理し、

 

製品の安全

性を確保し
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法投棄処理個数

定義等 不法投棄を処理した個数　目標値＝前年度の処理個数の5％減　実績値＝一年間の処理個数【低減目標】
指

単　位 個 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 9,476 8,960 8,066 6,797 7,514
(5)

実　績　値 9,432 8,491 7,154 7,910 R6 7,138

達　成　率 100% 76% 106% 84% 113% 100% 86% 90% -

指標名 【活動2-3】落書き消去率

定義等 落書き消去件数の累計÷落書き受付件数の累計
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 92 98 100 100 100
(6)

実　績　値 92 98.1 98.5 95 R6 100

達　成　率 100% 92% 100% 98% 99% 99% 95% 95% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 78,644 87,700

人件費 557,356 544,438

総事業費 636,000 632,138

前年比(金額) 12,239 △3,862

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】食品・水・薬品及び関連施設等の検査適合率

定義等 食品収去検査適合率、環境衛生関係理化学的検査等検査適合率、シアン廃水検査適合率の平均
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 96 97 98 98 98
(1)

実　績　値 94.2 96.2 95.7 95.6 R6 100

達　成　率 98% 94% 99% 96% 98% 96% 98% 96% -

指標名 【活動1】食品・水・薬品及び関連施設等の監視指導数

定義等 食品関係営業施設、環境衛生関係施設、メッキ工場の監視数の合計
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 8,818 8,018 8,017
(2)

実　績　値 - - 7,048 6,867 R6 8,519

達　成　率 0% 0% 0% 0% 80% 83% 86% 81% -

指標名 【成果2】ごみがなく地域がきれいになったと感じる区民の割合

定義等 世論調査による
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 50 50 50
(3)

実　績　値 - - 58.2 59.8 R6 50

達　成　率 0% 0% 0% 0% 116% 116% 120% 120% -

指標名 【活動2-1】ごみ屋敷の解決率

定義等 ごみ屋敷解決件数の累計÷ごみ屋敷受付件数の累計（ごみ屋敷のみの数値）
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 80 80 80 80 80
(4)

実　績　値 79.8 82.8 84.1 85.4 R6 80

達　成　率 100% 100% 104% 104% 105% 105% 107% 107% -

指標名 【活動2-2】不

70

個別施策評価調書



食

意識が低い事業者に対

品

しては繰り返し粘

り強

検

く衛生指導していく。

体

再検査を実施すること

に

で改善状況について確

お

認していく。その他の

い

施設に対しても、事業

て

者の自主的な

衛生管理

は

向上のため、食品関係

野

営業者に対し実施する

菜

実務講習会をはじめ、

や

業態別の講習会や施設

器

監視で衛生管理指導を

具

行い、今

後の検査適合

類

率100％を目指す。

の

【指標2】

　目標値を

洗

達成するよう計画的に

浄

施設監視に取り組んで

及

いく。事業者の自主的

び

衛生管理の向上を重視

消

した効果的な監視指導

毒

を実施

する。

【指標3

が

・4・5・6】

　日頃

不

からビューティフル・

十

ウインドウズ運動の一

分

環として、事業展開す

で

る中で「美しいまち」

あ

の実現のため、以下の

っ

取り組みを

行う。

【ご

た

み屋敷対策】

　新規事

こ

業であるごみ屋敷対策

と

相談医と連携し、ごみ

、

屋敷原因者に応じた対

浴

策を図るとともに、関

槽

係機関との連携を一層

水

深め、医

療・介護など

や

適切なサービスにつな

プ

げ、原因者が抱える課

ー

題の根本的解決と生活

ル

再建を図る。

【不法投

水

棄対策】

　ＳＮＳ等を

検

活用した情報発信によ

体

る周知と、幅広い世代

に

に魅力的なノベルティ

お

グッズの配布等により

い

、通報協力員からの通

て

報件

数の増加を図る。

は

また、LINEによる

配

通報受付を開始したこ

管

とに伴い、幅広い年代

の

からの通報増加を目指

洗

し啓発を強化していく

浄

。

【落書き対策】

　年

や

2回（夏季及び年末年

消

始）の千住地区等刑法

毒

犯認知件数の多いエリ

が

アを中心とした落書き

不

点検を実施するととも

十

に、区民に落

書き11

分

0番通報を呼びかけ、

4

で

新規の落書きを早期発

あ

見・早期消去する。Ｓ

っ

ＮＳ等情報発信を行い

た

、区民に通報を呼びか

こ

け、新規の

落書きを発

と

見、消去する。落書き

、

をしない・させないた

特

めの啓発を展開し、「

定

落書きゼロ」にする。

建

 

築物の空気環境測定

に

担

おいては一部施設で換

当

気設備の不適切な使用

部

により、検査不適合の

に

結果となった。

【指標

お

2】

　新型コロナウイ

け

ルス感染症関係業務へ

る

の職員従事、感染リス

評

クの高い病院や高齢者

価

施設等への監視の中止

（

により、監視数が大幅

部

に減少したため、目標

長

に達しなかった。

【指

評

標3】

　第50回足立

価

区政に関する世論調査

－

において、ごみがなく

１

地域がきれいになった

次

と感じる区民の割合肯

評

定的評価（「そう思う

価

」＋

「どちらかといえ

）

ばそう思う」）が5割

そ

を超えて高い評価とな

の

った。ビューティフル

１

・ウインドウズ運動の

1

活動が寄与していると

)

考える。

【指標4】

　

施

令和4年度単年では年

策

間でごみ屋敷のみの相

の

談は25件、解決25

達

件(令和3年度以前か

成

ら対応継続分含む)で

状

あり、累計相談受付数

況

32

2件に対し、解決

と

数275件と8割を超

そ

える解決率となった。

の

ごみ屋敷対策は、根本

原

解決と再発防止という

因

観点から職員の粘り強

の

い取

り組みと様々な課

分

題解決に関わる庁内各

析

課、関係機関と連携を

【

して取り組み、特に周

指

辺に影響を及ぼす美観

標

上課題のある案件で、

1

令和4年度目標8件に

】

ついて、重点的に取り

　

組んだ結果、6件を解

一

決した。

【指標5】

　

部

不法投棄防止キャンペ

の

ーン等の啓発活動を行

施

ったことにより、処理

設

個数が7,910個と

に

前年度比756個（1

お

0.6％）増となり目

い

標を下

回った。不法投

て

棄対策は子育てサロン

衛

やワンパト講習会など

生

で積極的にキャンペー

管

ンを展開したことによ

理

り、通報件数が1,6

が

14件

と前年度比30

不

件（1.8％）増加し

十

、区内美化に大きく貢

分

献したと考える。

【指

で

標6】

　落書き対策は

あ

通報啓発と職員による

っ

落書き点検（夏季・年

た

末年始の2回及び緊急

こ

点検1回）の実施等早

と

期発見・消去に取り組

か

んだ

ことにより、令和

ら

4年度落書き通報等受

、

付数211件、落書き

目

消去数178件となっ

標

た。美しいまちの実現

に

に大きく貢献したと考

達

える。

2)達成状況と

し

原因分析を踏まえた今

な

後の方向性

【指標1】

か

　検査の結果が不適で

っ

あった施設に対し、原

た

因究明や改善策につい

。

て検討し、衛生管理の
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

環境衛生営業許可監視指導事業 足保・生活衛生課3828 2,799 70,505 73,304 現状維持 Ｂ

防疫・害虫等駆除事業 足保・生活衛生課3832 10,700 7,633 18,333 現状維持 Ｂ

食品衛生営業許可監視指導事業 足保・生活衛生課3833 3,959 122,756 126,715 現状維持 Ａ

診療所、薬局等の許可及び相談事業 足保・生活衛生課3834 4,739 57,249 61,988 現状維持 Ａ

食品・水等検査事業 足保・生活衛生課3866 13,630 39,653 53,283 現状維持 Ａ

環境保全対策事業 生活環境保全課3893 19,621 132,752 152,373 現状維持 Ａ

動物愛護衛生事業 足保・生活衛生課13485 22,292 52,512 74,804 拡充 Ｂ

生活環境保全対策事業 生活環境保全課16371 9,960 61,378 71,338 改善・変更 Ａ

合計８事業 87,700 544,438 632,138

3)施施策の手段として位置付け
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施

録音機の無償貸与や携

策

帯電話抑止装

　置の設

の

置促進を進めていく。

概

方　　　針

担 当 課 名 産

要

業政策課（取りまとめ

柱

）

電 話 番 号 03-38

立

80-5385 E-m

て

ail sho-cen

7

@city.adac

【

hi.tokyo.j

く

p

　消費者団体・消費

ら

者グループへの活動支

し

援。

　くらしのおたす

】

け隊（消費生活啓発員

地

）への活動支援。

　特

域

殊詐欺対策において警

と

察と連携。

協働・協創

と

の 取 組 み

【目標】12

も

つくる責任つかう責任

に

　

【ターゲット】12

築

.8　2030年まで

く

に、あらゆる場所の人

、

々が持続可能な開発お

 

よび自然と調和したラ

安

イフスタイルに
ＳＤＧ

全

ｓが
関する情報と意識

な

を持つようにする。
目

く

指す目標
【関連する理

ら

由】情報発信や啓発な

し

どを実施することは、

施

消費者被害・特殊詐欺

策

被害の未然防止、安全

群

・安心な生活
（ターゲ

名

ッ
を区民自ら行うこと

5

に繋がる。
ト）との関

区

【評価】新型コロナウ

民

イルス感染症に関連し

の

た情報発信は、的確・

命

迅速に行う必要がある

や

。定期的に消費者セン

財

ター
連及び評価

と危機

産

管理課で感染症関連も

を

含めた消費者被害相談

守

や特殊詐欺被害状況の

り

情報共有を行い、速や

、

かな情報発信に努め

た

く

。

■　現状については

ら

政策経営課と協議し一

し

部変更

備　　　考

の安全を確保する

施 策 名 5.3 消費者被害や特殊詐欺被害を未然に防ぎ、区民の暮らしを守る

■　消費者が安心して日常生活を送れるよう、様々な世代に向けた啓発活動の充実を図り、消費者センターの存在

　を広く周知し、消費者被害の減少及び消費生活の向上を目指す。

■　くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）の育成を行い、地域の中での活躍を通じて、消費生活に関する知識を

施策の方向 　持つ自立した消費者を増やす。

( 目 標 ) ■　特殊詐欺被害の減少を目指し、被害防止の取組みを一層強化する。

■　消費生活相談件数は近年増加傾向にあり、特に全世代でインターネットやスマートフォン等が普及したことに

　より、関連する相談が増加している。

■　消費者講座や出前講座の実施、ＳＮＳや広報等での情報発信、くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）による

　啓発活動を支援するなど、消費生活情報の提供や知識向上に取り組んでいる。
現　　　状

■　特殊詐欺の被害件数は令和元年から減少しているものの、区内における令和４年の被害総額は約１億７，７００

  万円に達している。

■　多様化・複雑化する消費者問題を解決するためには、一人で悩まず気軽に消費者センターへ相談することは重

　要であり、被害にあわないための情報周知を行うとともに、相談へと導くための周知が必要である。

■　くらしのおたすけ隊（消費生活啓

足

発員）の地域での身近

立

な啓発活動を広げるた

区

めには、活動するため

　

の支援を

　拡充し、活

令

動しやすい環境を整え

和

る必要がある。

■　特

５

殊詐欺被害の発生を防

年

ぐためには、特に被害

度

にあいやすい高齢世帯

施

を中心に、注意喚起だ

策

けでなく、より一
課　

評

　　題
　層踏み込んだ

価

対策が必要である。

■

調

　消費者問題の被害者

書

・加害者にならないた

(

めの情報を、ＳＮＳや

令

広報等で様々な世代に

和

向けて発信していく。

４

  

■　くらしのおた

年

すけ隊（消費生活啓発

度

員）の啓発活動促進を

事

図るため、スキルアッ

業

プ研修や養成講座等を

実

行い、

　育成及び増員

施

に努める。

■　特殊詐

)

欺被害の未然防止・拡

1

大防止を図るため、抑

 

止効果の高い自動通話
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成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 10,399 12,494
(5)

実　績　値 4,500 6,755 8,399 10,494 R6 14,500

達　成　率 0% 31% 0% 47% 0% 58% 101% 72% -

指標名 特殊詐欺防止に係わる情報発信回数

定義等 特殊詐欺被害減少のため、広報やSNS等で区民に情報を発信する回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 60 60
(6)

実　績　値 33 63 57 55 R6 60

達　成　率 0% 55% 0% 105% 0% 95% 92% 92% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 4,214 5,927

人件費 66,440 67,877

総事業費 70,654 73,804

前年比(金額) △8,623 3,150

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 消費生活相談解決率

定義等 消費者センターで受ける消費生活相談において、何らかの解決に導いた件数の占める割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 98 98 98 98 98
(1)

実　績　値 98 97.8 97.8 97.3 R6 98

達　成　率 100% 100% 100% 100% 100% 100% 99% 99% -

指標名 消費生活に係わる情報発信回数

定義等 消費者被害の減少のため、広報やSNS等で区民に情報を発信する回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 50 50 50
(2)

実　績　値 35 56 46 60 R6 50

達　成　率 0% 70% 0% 112% 92% 92% 120% 120% -

指標名 くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）が啓発活動を行った対象人数

定義等 くらしのおたすけ隊が地域において啓発した回数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 1,000 1,500 1,500
(3)

実　績　値 - - 905 1,119 R6 2,000

達　成　率 0% 0% 0% 0% 91% 45% 75% 56% -

指標名 区内における特殊詐欺の被害件数

定義等 警視庁が公表する特殊詐欺の被害件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 108 122 95 90 99
(4)

実　績　値 145 99 93 127 R6 100

達　成　率 74% 69% 123% 101% 102% 108% 71% 79% -

指標名 自動通話録音機の貸与合計（累計）

定義等 自動通話録音機を貸与した台数の累計
指

単　位 台 平
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の

できる手段としてイン

増

ターネットが普及した

加

ことや、

全世代にスマ

等

ートフォンが普及した

に

ことは、購入方法や契

よ

約内容、利用環境など

り

のインターネット利用

、

に伴う消費者トラブル

関

や、

メールやＳＭＳを

連

使った詐欺など、様々

し

な消費者被害や特殊詐

た

欺被害発生に繋がって

相

いる。

　消費者センタ

談

ーでは、区民が加害者

が

・被害者にならないた

多

めに、啓発物や講座等

く

、世代に合わせた情報

寄

伝達手段を活用・工夫

せ

し

被害にあわないため

ら

の情報を発信していく

れ

。令和４年４月に成年

た

年齢が１８歳に引き下

。

げられたことにより、

昨

若者の消費者被害を

防

年

ぐ対策として、若者向

度

け相談事例集の新成人

は

への送付や、高校・大

5

学などで消費者教室を

,

実施し、若者に向けた

6

消費者被害の未

然防止

1

・拡大防止に力を入れ

5

取り組んでいく。また

件

、くらしのおたすけ隊

の

（消費生活啓発員）が

相

コロナ５類移行後に多

談

くの啓発活

動をできる

が

よう、啓発方法のアド

寄

バイスや活動の場の提

せ

供など、更なる活動支

ら

援を行っていく。

　危

れ

機管理課では、①体感

た

治安のさらなる向上　

が

②刑法犯認知件数3,

、

350件以下の達成　

消

③ビューティフル・ウ

費

ィンドウズ運動認

知率

生

50.0％以上の達成

活

を目標に、自転車盗難

相

や特殊詐欺の対策を継

談

続するとともに、地域

解

団体や区内警察署と協

決

力し、刑法犯認知

件数

率

の約1割を占める「万

の

引き」の防止など「足

実

立区総ぐるみ」で取り

績

組んでいく。

値は概ね

4

目標通りである。

【指

 

標２】コロナ禍におい

担

ても、消費者被害の未

当

然防止・拡大防止の啓

部

発は必要であるため、

に

消費者センター啓発紙

お

の町会・自治

会等への

け

配付やＳＮＳ等を活用

る

し、様々な方法で広く

評

情報発信を行った。ま

価

た、令和４年４月に新

（

たに成人となった１８

部

・１９歳

の相談は、脱

長

毛やエステなどの美容

評

に関する契約トラブル

価

の相談が多く、前年度

－

より50％増加した。

１

多く寄せられる相談を

次

速やか

に情報発信する

評

ことができるＳＮＳは

価

発信回数を増やし、区

）

民に向け適宜注意喚起

そ

を行った。

【指標３】

の

地域で消費者啓発を行

１

う「くらしのおたすけ

1

隊（消費生活啓発員）

)

」のコロナ禍での活動

施

は、友人や家族への個

策

別の啓

発が中心となり

の

、啓発対象者も限られ

達

ていたが、継続的に啓

成

発ができるよう消費者

状

センター啓発紙等の送

況

付や、啓発に必要な情

と

報

を学ぶ向上講座を開

そ

催し、スキルアップの

の

機会を提供した。また

原

、養成講座の開催によ

因

り、新たに５名がくら

の

しのおたすけ隊（消

費

分

生活啓発員）に登録し

析

た。

【指標４】携帯電

【

話抑止装置の設置、自

指

動通話録音機の貸与、

標

特殊詐欺の本物の予兆

１

電話（アポ電）が聞け

】

る「アポ電体験ダイヤ

新

ル」等の継続的な取組

型

みを実施したが、目標

コ

達成できなかった。

【

ロ

指標５】新型コロナウ

ナ

イルス感染症の感染拡

ウ

大防止対策に伴い、啓

イ

発活動が制限された中

ル

で、代替として、チラ

ス

シの配架やあだ

ち広報

感

での周知を図ったこと

染

で、目標を達成できた

症

。

【指標６】「アポ電

の

体験ダイヤル」を毎週

感

水曜日に更新し、その

染

都度ＳＮＳ等で広報を

拡

行うなど、非接触・非

大

対面による情報発信

が

が

できている。また、消

続

費者センターに寄せら

く

れる相談への注意喚起

中

なども広報やＳＮＳ等

、

を活用して行い、特殊

イ

詐欺被害にあわ

ないた

ン

めの周知啓発を、連携

タ

しながら迅速に情報発

ー

信を行った。

2)達成

ネ

状況と原因分析を踏ま

ッ

えた今後の方向性

　消

ト

費者被害や特殊詐欺被

の

害にあわずに区民が安

普

心して日常生活を送る

及

ためには、区民を取り

や

巻く社会情勢の変化な

在

どに合わせ、

様々な情

宅

報の提供や支援を継続

時

していく必要がある。

間

コロナ禍でも買い物が
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

消費者支援事業 産業政策課3611 4,080 24,891 28,971 現状維持 Ａ

消費者センター管理運営事務 産業政策課3612 1,847 42,986 44,833 現状維持 Ａ

合計２事業 5,927 67,877 73,804

3)施施策の手段として位置付け
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施

、犯罪抑止効果と体感

策

治安の向上を図るとと

の

もに、区内の治安改

善

概

状況を正しく伝えるた

要

め、広報媒体やＡ-メ

柱

ール、SNS等を活用

立

した情報発信を強化す

て

る。

■ コロナ禍を転

7

機に「新しい生活様式

【

」を踏まえた、既存の

く

啓発活動を見直し、参

ら

加人数の制限や「３密

し

」になり

やすいイベン

】

トの開会式・閉会式の

地

省略など新たな啓発方

域

法を検討する。
方　　

と

　針
■ 不法投棄対策

と

は民有地の不法投棄物

も

撤去を支援し、きれい

に

なまちの実現と落書き

築

対策は落書きゼロを目

く

指す。

（※）「ながら

、

見守り」とは、ウォー

 

キング、犬の散歩、自

安

宅（屋外）の花の手入

全

れ等、日常活動をしな

な

がら、不審

な人物や車

く

両がないかなど、まわ

ら

りに目を向けることで

し

、子どもや地域の安全

施

を守ろうとする活動。

策

担 当 課 名 危機管理課（

群

取りまとめ）

電 話 番 号

名

03-3880-58

5

38 E-mail ki

区

kikanri@ci

民

ty.adachi.

の

tokyo.jp

　ビ

命

ューティフル・ウィン

や

ドウズ運動として全庁

財

的に協働しており、令

産

和5年度は見直し等を

を

行っていく。

　警察、

守

消防、町会・自治会等

り

と連携し、地域の安全

、

安心に取り組んでいる

く

。

  不法投棄対策、

ら

落書き対策については

し

、ビューティフルウィ

の

ンドウズ運動の一環と

安

して危機管理部・地域

全

のちから

協働・協創 推

を

進部・絆づくり担当部

確

・福祉部・衛生部・都

保

市建設部等の各所管と

す

連携し庁内協働を進め

る

ている。

の 取 組 み

【タ

施

ーゲット】11.5　

策

16.1　17.17

名

　【関連する理由】刑

5

法犯認知件数を減少さ

.

せることや不法投棄、

4

落書き対策等

を警察等

ビ

と協働して行うことは

ュ

、区民が安全安心な暮

ー

らしを実感できるまち

テ

の実現と、パートナー

ィ

シップの推進に繋
ＳＤ

フ

Ｇｓが
がる。また、廃

ル

棄物の適正管理は、住

・

み続けられるまちの実

ウ

現にも繋がる。加えて

ィ

、ごみ屋敷や不法投棄

ン

など廃棄物
目指す目標

ド

の適正な管理を行うこ

ウ

とにより、都市や生活

ズ

環境の保全を図り、住

運

み続けられる美しいま

動

ちの実現を目指してい

の

るた
（ターゲッ

め。【

さ

評価】令和4年の刑法

ら

犯認知件数が前年から

な

452件増加となった

る

一方、体感治安が「良

推

い」と感じる人の割合

進

が
ト）との関

64.5

■

％と過去最大を更新し

 

た。また、不法投棄対

「

策は通報件数が令和3

美

年度比30件（1.8

し

％）増加、処理個数が

い

令和3
連及び評価

年度

ま

比756個（10.6

ち

％）増となり、早期発

」

見・早期撤去に取り組

は

んだ。

■指標３につい

「

て、「ながら見守り」

安

は順調に登録者数を伸

全

ばしているため、令和

な

５年度から最終目標値

ま

を上方修正

備　　　考

ち

した（R6＝2,50

」

0→4,100）。

を合言葉に、区民、警察、区が一体となって「足立区総ぐるみ」で防犯・美化

の施策を実践しながら、区のボトルネック的課題のひとつである「治安」をさらに改善するとともに、取組み内容を

情報発信することで、区民の体感治安の向上を図る。

施策の方向 ■　区内の土地・建物の利用や管理について、良好な生活環境を保全するため、不法投棄、落書きを減らしていく。

( 目 標 )

■ 令和4年の刑法犯認知件数は、戦後最小であった令和3年の3,212件から452件（14.1％）増加したことにより、3,6

64件になった。これに対し、居住地域の治安が良いと思う・悪いと思う（体感治安）の差が44.7ポイントとなり、過

去最大を更新した。

■ 自転車盗難や特殊詐欺被害の防止を啓発するため、駅頭キャンペーンや区民まつり、しょうぶまつりなどのイベ
現　　　状

ント会場や商業施設において、区民、警察、区の協働による啓発活動を継続的に実施している。

■ 不法投棄対策は「不法投棄110番」を開設し、処理個数はピーク時の平成24年に比べ半減した。

■ 落書き対策は「落書き110番」を開設し、民有地の落書き消去を支援している。

■ 体感治安が「良い」と感じる人の割合は増えたものの、刑法犯認

足

知件数自体は増加して

立

いるため、引き続き犯

区

罪

抑止対策を進めてい

　

く必要がある。

■ 刑

令

法犯認知件数の約3割

和

を占める自転車盗難対

５

策と約1割を占める万

年

引き対策、特殊詐欺被

度

害を防止するための対

施

策を継続的に推進する

策

とともに、犯罪種別に

評

応じた対策を検討する

価

必要がある。

■ ごみ

調

屋敷対策、不法投棄対

書

策ともに、民有地の適

(

正管理には所有者や居

令

住者の理解が必要であ

和

る。
課　　　題

■ 落

４

書き対策は落書きを「

年

放置しない」ことが大

度

切である。

■ 青パト

事

車両による防犯パトロ

業

ールや「ながら見守り

実

」（※）、防犯カメラ

施

用路面シート等の「見

)

せる防犯」を意

識した

1

視覚効果が高い施策を

 

継続することによって
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【活動1-4】不法投棄処理個数 ＊低減目標　【施策5-2の再掲】

定義等 不法投棄を処理した個数　目標値＝前年度の処理個数の5％減　実績値＝一年間の処理個数【低減目標】
指

単　位 個 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 9,476 8,960 8,066 6,797 7,514
(5)

実　績　値 9,432 8,491 7,154 7,910 R6 7,138

達　成　率 100% 76% 106% 84% 113% 100% 86% 90% -

指標名 【活動1-5】落書き消去率　【施策5-2の再掲】

定義等 落書き消去件数の累計÷落書き受付件数の累計
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 92 98 100 100 100
(6)

実　績　値 92 98.1 98.5 95 R6 100

達　成　率 100% 92% 100% 98% 99% 99% 95% 95% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 1,580,523 1,370,012

人件費 325,070 305,759

総事業費 1,905,593 1,675,771

前年比(金額) 139,987 △229,822

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】体感治安が「良い」と感じる人の割合

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 58 60 62 63 65
(1)

実　績　値 58.3 61.6 62.7 64.5 R6 65.6

達　成　率 101% 89% 103% 94% 101% 96% 102% 98% -

指標名 【活動1-1】区内刑法犯認知件数　※低減目標

定義等 警視庁が公表する刑法犯認知件数（年度は年に読み替え）
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 5,200 4,700 3,650 2,999 3,350
(2)

実　績　値 4,764 3,693 3,212 3,664 R6 3,700

達　成　率 109% 78% 127% 100% 114% 115% 82% 101% -

指標名 【活動1-2】「ながら見守り」参加登録者数（累計）

定義等 「ながら見守り」へ参加登録した人の数（累計）
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 500 1,658 2,987 3,659
(3)

実　績　値 - 1,158 2,487 3,159 R6 4,100

達　成　率 0% 0% 232% 28% 150% 61% 106% 77% -

指標名 【活動1-3】防犯に関する情報発信件数（「メールけいしちょう」を除く）

定義等 広報紙、SNS等を活用した各種防犯活動の情報発信回数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 77 125
(4)

実　績　値 - 65 67 109 R6 100

達　成　率 0% 0% 0% 65% 0% 67% 142% 109% -

指標名
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の

上及び刑法犯認知

件数

、

の減少に取り組んでい

警

く。

　

（施策5-2【

察

指標5、6】の再掲）

署

日頃からビューティフ

と

ル・ウィンドウズ運動

の

の一環として事業展開

連

する中で「美しいまち

携

」の実

現のため、不法

に

投棄については、SN

よ

S等を活用した情報発

り

信による周知と、幅広

、

い世代に魅力的なノベ

体

ルティグッズの配布等

感

によ

り通報協力員から

治

の通報件数の増加を図

安

る。また、LINEに

が

よる通報受付を開始し

前

たことに伴い、幅広い

年

年代からの通報増加を

比

目指

し啓発を強化して

1

いく。また、落書き対

.

策については、年2回

8

（夏季及び年末年始）

ポ

の千住地区等刑法犯認

イ

知件数の多いエリアを

ン

中心とした落書き点検

ト

を実施するとともに、

増

区民に落書き110番

加

通報を呼びかけ、新規

し

の落書きを早期発見・

6

早期消去する。SNS

4

等

情報発信を行い、区

.

民に通報を呼びかけ、

5

新規の落書きを発見、

％

消去する。落書きをし

と

ない・させないための

過

啓発を展開し、「落

書

去

きゼロ」にする。

最大を更新した。

【指標2】「足立区総ぐるみ

4

」で犯罪抑止に取り組

 

んだが、新型コロナウ

担

イルス感染症の感染状

当

況の変化等による人流

部

も一因とな

り、刑法犯

に

認知件数が増加した。

お

【指標3】令和2年度

け

に開始した「ながら見

る

守り」登録制度は、日

評

常活動をしながら子ど

価

もや地域を見守る取組

（

みで、各種イベント

等

部

でのPRが功を奏し順

長

調に登録者数を伸ばし

評

ている。令和６年度の

価

目標値を上方修正した

－

。

【指標4】新型コロ

１

ナウイルスの感染拡大

次

防止対策に伴い、引き

評

続き広報・SNS等を

価

活用した非接触・非対

）

面による情報発信を行

そ

っ

た。

【指標5】（施

の

策5-2【指標5】の

１

再掲）不法投棄防止キ

1

ャンペーン等の啓発活

)

動を行ったことにより

施

、処理個数が7,91

策

0個と前年度

比756

の

個（10.6％）増と

達

なり目標を下回った。

成

不法投棄対策は子育て

状

サロンやワンパト講習

況

会などで積極的にキャ

と

ンペーンを展開

したこ

そ

とにより、通報件数が

の

1,614件と前年度

原

比30件（1.8％）

因

増加し、区内美化に大

の

きく貢献したと考える

分

。

【指標6】（施策5

析

-2【指標6】の再掲

【

）落書き対策は通報啓

指

発と職員による落書き

標

点検（夏季・年末年始

1

の2回及び緊急点検1

】

回）

の実施等早期発見

令

・消去に取り組んだこ

和

とにより、令和4年度

4

落書き通報等受付数2

年

11件、落書き消去数

の

178件となった。美

刑

しいま

ちの実現に大き

法

く貢献したと考える。

犯

2)達成状況と原因分

認

析を踏まえた今後の方

知

向性

　感染拡大防止対

件

策に伴う各種イベント

数

の中止等により、警察

は

署が行うイベントに啓

、

発物品を提供するなど

前

代替手段を講じたが、

年

感染状況の変化等によ

か

る人流の増加も伴い、

ら

刑法犯認知件数が前年

4

から452件増加し、

5

3,664件になった

2

。

しかしながら、体感

件

治安が「良い」と感じ

増

る人の割合が64.5

加

％と過去最大を更新す

し

るとともに、日常活動

3

から気軽に始められる

,

「

ながら見守り」の登

6

録者数も増加している

6

点から、地域防犯活動

4

や区民の意識啓発に働

件

きかけを行うことがで

に

きた。今後は「見せ

る

な

防犯」を意識し、各種

っ

施策を推進していくと

た

ともに、広報やSNS

も

等で積極的に発信し、

の

体感治安のさらなる向
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

防犯防火協会助成事務 危機管理課3523 3,300 1,659 4,959 現状維持 Ａ

駐輪場の建設・改修事業 交通対策課3920 154,292 14,935 169,227 現状維持 Ａ

駐輪場の維持管理事業 交通対策課3921 21,652 10,620 32,272 現状維持 Ｂ

まちづくり推進事業管理運営事務 まちづくり課7780 2,961 48,083 51,044 現状維持 Ｂ

協議会運営事務 危機管理課16025 82 4,149 4,231 改善・変更 Ａ

防犯活動支援事務 危機管理課16034 266,082 53,871 319,953 拡充 Ａ

駐車場・駐輪場の管理運営事業 交通対策課18691 369,503 29,040 398,543 現状維持 Ａ

自転車の放置対策事業 交通対策課18692 347,337 29,040 376,377 現状維持 Ａ

民営自転車駐車場設置補助金交付事業 交通対策課18693 8,148 8,297 16,445 現状維持 Ａ

防犯カメラ一括管理事業【経常】 道・安全設備課22129 51,553 39,786 91,339 現状維持 Ｂ

防犯カメラ一括管理事業【投資】 道・安全設備課22140 62,432 12,446 74,878 現状維持 Ｂ

駅前等公衆喫煙所整備事業 地域調整課22253 0 12,446 12,446 現状維持 Ａ

公衆喫煙所維持管理事業 地域調整課22257 75,177 4,149 79,326 拡充 Ａ

安全安心ステーション管理運営事務 危機管理課22496 7,493 37,238 44,731 拡充 Ａ

合計１４事業 1,370,01

3

2 305,759 1,

)

675,771

施施策の手段として位置付け
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施

仮処分の内容を順守す

策

ることができた。引き

の

続き反社会的団体の監

概

視を継続するととも
連

要

及び評価
に、撤退に向

柱

け、警察と連携して対

立

応していく。

備　　　

て

考

7 【くらし】地域とともに築く、 安全なくらし

施 策 群 名 5 区民の命や財産を守り、くらしの安全を確保する

施 策 名 5.5 反社会的団体等の排除

■　地域団体の活動を支援し、警察と連携して、反社会的団体等の排除を目指す。

施策の方向
( 目 標 )

■　「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象団体に、条例に基づく報告請求や行政処分を行っている。

■　暴力団事務所の撤退を目指し、警察と連携して事務所使用差止の申立てを行っている。

現　　　状

■　反社会的団体の規制に関する条例の対象団体を強制的に排除する方策がなく、地域住民の不安を解消するには至

っていない。

■　警察と連携して暴力団等反社会的団体の撤退を目指し、法的対処を行っているが、撤退には至っていない。　　

課　　　題

■　反社会的団体の規制に関する条例の対象団体の排除に向けて、抗議行動や啓発活動に対する支援等、住民協議会

の活動を支援するとともに、条例に基づく対応を継続していく。

■　警察と連携し、区内暴力団事務所の排除に取り組む。

方　　　針

担 当 課 名 危機管理課（取りまとめ）

電 話 番 号 03-3880-5838 E-mail kikikanri@city.adachi.tokyo.jp

　住民協議会及び他自治体、公安調査庁、警察と協働・連携し、「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象

となる団体の解散・撤退を目指して活動を行っている。

協働・協創
の 取 組 み

【目標】16平和と公正をすべての人に【タ

足

ーゲット】16.1 

立

あらゆる場所において

区

、すべての形態の暴力

　

及び暴力に

関連する死

令

亡率を大幅に減少させ

和

る。16.4 203

５

0年までに、違法な資

年

金及び武器の取引を大

度

幅に減少させ、奪われ

施

た
ＳＤＧｓが

財産の回

策

復及び返還を強化し、

評

あらゆる形態の組織犯

価

罪を根絶する。【関連

調

する理由】区民の安全

書

で平穏な生活を確
目指

(

す目標
保するため、警

令

察と連携し、区内の反

和

社会的団体等を排除し

４

ていくことは、すべて

年

の形態の暴力及び組織

度

犯罪を根絶
（ターゲッ

事

することにつながる。

業

【評価】暴力団等反社

実

会的団体の監視を地域

施

団体、警察と連携し継

)

続することにより、犯

1

罪の
ト）との関

防止、

 

暴力団事務所使用差止
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目　標　値標
目　標　値

(6)
実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 67,981 19,610

人件費 22,755 29,040

総事業費 90,736 48,650

前年比(金額) △78,401 △42,086

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体が所有及び賃貸している施設の数　※低減目標

定義等 「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体が所有及び賃貸している施設の数
指

単　位 施設 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 2 2 2 2 2
(1)

実　績　値 3 3 3 3 R6 0

達　成　率 67% 0% 67% 0% 67% 0% 67% 0% -

指標名 「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体の解散撤退を求める住民協議会への支援回数

定義等 「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体の解散撤退を求める住民協議会への支援回数
指

単　位 回数 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 15 17 19
(2)

実　績　値 - - 16 18 R6 20

達　成　率 0% 0% 0% 0% 107% 80% 106% 90% -

指標名 暴力団事務所撤退に向けた警察や暴追センター等関係機関との協議回数

定義等 暴力団事務所撤退に向けた警察や暴追センター等関係機関との協議回数
指

単　位 回数 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 7 12 15
(3)

実　績　値 - - 10 12 R6 18

達　成　率 0% 0% 0% 0% 143% 56% 100% 67% -

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
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の解散・脱退を目指し、自主的に活

動する住民協議会を支援している。また、区民の安全及び地域の平穏の確保を図るため反社会的団

4

体に対し、条例に基づ

 

く報告請

求や行政処分

担

を行っている。さらに

当

、２６自治体で組織す

部

る連絡会の会長として

に

、法務大臣・公安調査

お

庁長官要請等、団体の

け

活動

に関する規制強化

る

や解散させるための活

評

動を行っている。しか

価

し、団体を解散させる

（

ための法制度がないた

部

め、未だ解散には至っ

長

ていない。

【指標２】

評

住民協議会全体会が平

価

常開催に戻ったことに

－

加え、情報発信に向け

１

た協議会の役員会への

次

参加、年２回の抗議行

評

動の実

施等、住民協議

価

会の取り組みを支援す

）

る回数が前年度より増

そ

加したため、目標を上

の

回った。

【指標３】暴

１

力団事務所の撤退を目

1

指し、警察や暴追セン

)

ターと連携し、事務所

施

使用差し止めの申し立

策

てを行っている。事務

の

所の

撤退に向け、警察

達

、弁護士等の関係者と

成

継続的に協議を進めて

状

いる。使用差止仮処分

況

の内容は順守されてい

と

るが、暴力団等反社会

そ

的団体の撤退には至っ

の

ていない。

2)達成状

原

況と原因分析を踏まえ

因

た今後の方向性

　団体

の

規制法適用団体に対す

分

る、区民の脅威や不安

析

感を解消するため、観

【

察処分の期限撤廃や団

指

体を解散させるための

標

法整備を行

い、適切な

１

措置を講ずることを求

】

める要請を継続して国

区

に要求する。また、施

は

設周辺の地元の町会・

、

自治会の代表者で構成

日

される

住民協議会や他

常

自治体、公安調査庁、

生

警察と連携して対応す

活

ることで、団体が活動

の

しづらい環境をつくっ

平

ていく。

　区内警察署

穏

と共同で暴力団事務所

に

の監視を行い、使用差

対

止仮処分の決定内容を

す

順守していく。これら

る

の取り組みを継続して

脅

進め

ながら、警察や暴

威

追センター、弁護士等

や

の関係機関と連携し、

不

区内暴力団事務所排除

安

に向けた取り組みを進

を

めていく。

除去するため、条例の対象となる団体
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

危機管理事務 危機管理課22009 19,610 29,040 48,650 現状維持 Ａ

合計１事業 19,610 29,040 48,650

3)施施策の手段として位置付け
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施

が必要である。

■　日

策

々の行動が将来の気候

の

に影響を与えることを

概

わかりやすく啓発し、

要

意識や行動、ライフス

柱

タイルの変容につな

　

立

げていく。

■　小・中

て

学校との連携を高校・

7

大学へ拡大するととも

【

に、インフルエンサー

く

の起用など、若年層に

ら

向けた新たな手

　法に

し

より、環境意識の向上

】

と行動変容につなげて

地

いく。

■　区民ニーズ

域

や技術革新の動向を考

と

慮し、二酸化炭素の排

と

出削減に貢献する助成

も

制度を継続する。
方　

に

　　針
■　区施設の設

築

備機器を省エネ性能の

く

高いものに更新すると

、

ともに、太陽光発電の

 

導入や電力調達の工夫

安

により、再

　生可能エ

全

ネルギーの活用を進め

な

ていく。

■　気候変動

く

による影響のうち、特

ら

に区内の影響が大きい

し

と考えられる暑さと水

施

害、渇水対策の必要性

策

を啓発すると

　ともに

群

、気候変動適応法に基

名

づく、気候変動適応計

6

画を策定し、被害や影

環

響を回避、軽減する対

境

策を講じていく。

担 当

負

課 名 環境政策課（取り

荷

まとめ）

電 話 番 号 03

が

-3880-5935

少

E-mail kank

な

yoseisaku@

い

city.adach

く

i.tokyo.jp

ら

　省エネルギー機器等

し

購入費補助制度につい

を

ては、住宅課・地域調

実

整課・産業政策課・地

現

域包括ケア推進課・生

す

活保

護指導課と周知や

る

案内の面で協働してい

施

る。環境学習等の事業

策

については、教育委員

名

会やみどり推進課（令

6

和4年度

からはパーク

.

イノベーション推進課

1

）と協働し実施してい

地

る。

協働・協創 　区民

球

や事業者等とは、太陽

温

光発電システムの設置

暖

の促進に関する「そら

化

とつながるお店（そら

対

つな店）」の登録・

の

策

取 組 み 紹介制度やエコ

の

活動ネットワーク足立

推

（ＥＡＮＡ・イーナ）

進

への登録による環境活

■

動の推進で協創を進め

　

ていく。

【目標】7エ

地

ネルギーをみんなにそ

球

してクリーンに

【ター

温

ゲット】7.2 20

暖

30年までに、世界の

化

エネルギーミックスに

対

おける再生可能エネル

策

ギーの割合を大幅に拡

の

大させ
ＳＤＧｓが

る。

啓

目指す目標
【関連する

発

理由】太陽光発電の導

に

入支援は、再生可能エ

よ

ネルギー割合の拡大に

り

つながる。
（ターゲッ

、

【評価】令和4年度の

区

太陽光発電システム設

民

置費補助件数は、15

の

0件であった。FIT

環

（固定価格買取制度）

境

の価格低下
ト）との関

意

が続き、太陽光発電シ

識

ステムの設置意欲を削

を

ぐ状況が続く中、区内

高

の再生可能エネルギー

め

の導入量を増やしてい

る

くこ
連及び評価

とがで

。

きた。今後も補助を継

■

続し、太陽光発電の導

　

入支援を行っていく。

太

備　　　考

陽光発電の導入支援により、気候変動をもたらす二酸化炭素を排出しない再生可能エネルギーの利用を増や

　す。

施策の方向 ■　環境性能の高い設備機器の導入により、区施設の省エネを推進する。

( 目 標 ) ■　気温や降水量の変化による影響についての情報提供を拡充し、気候変動に備えた対策や行動を促し、被害の回

　避・軽減を図る。

■　節電や節水など省エネルギーを心がけている区民の割合は、2011年の東日本大震災直後の約70％から年々低下

　し、ここ数年は50％前後で推移しており、特に若年層（20代・30代）で低くなっている。

■　オリジナルの教材や出前講座プログラムを提供し、小・中学校と連携して環境学習を実施している。　

■　平成27年度～令和元年度の5年間で省エネ家電や太陽光発電等に約2万件助成した効果もあり、区内の二酸
現　　　状

　化炭素排出量は約14％減、発電時に二酸化炭素を排出しない再生可能エネルギーの区内の導入量は約33％増となっ

　た。

■　区の施設における電気使用量は、照明のLED化などによって5年前に比べ、約14％減となっている。

■　近年の気象災害の中には、地球温暖化の影響で被害が甚大化したケースも少なくない。

■　生活様式や価値観が多様化する中

足

、区民の地球温暖化が

立

及ぼす影響に関する理

区

解を深め、環境に配慮

　

した行動に

　つなげる

令

ことが必要である。

■

和

　小・中学校の環境学

５

習をさらに発展させ、

年

具体的な環境行動につ

度

ながるような取組みが

施

必要である。

■　再生

策

可能エネルギーの固定

評

価格買取制度の買取価

価

格の低下や10年の買

調

取期間が満了する設備

書

が出始めており、イ

　

(

ンセンティブの低下を

令

踏まえた導入促進策が

和

必要である。
課　　　

４

題
■　区施設の省エネ

年

の推進と積極的な再生

度

可能エネルギーの活用

事

に努め、区民・事業者

業

等を牽引していくこと

実

が求め

　られている。

施

■　気候変動により極

)

端な気象の増加が見込

1

まれ、その影響を回避

 

・軽減するための備え
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8 37,688 40,125 42,563
(4)

実　績　値 38,017 38,561 39,681 41,112 R6 45,000

達　成　率 109% 84% 111% 86% 105% 88% 102% 91% -

指標名 【活動2】区の助成により導入された年間の太陽光発電の導入量 

定義等 足立区太陽光発電システム設置費補助金交付要綱に基づき助成、設置された年間の太陽光発電設備の導入量
指

単　位 kW 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 720 720
(5)

実　績　値 652 827 649 716 R6 720

達　成　率 0% 91% 0% 115% 0% 90% 99% 99% -

指標名 【成果3】区施設の年間電気使用量  ※低減目標

定義等 区の施設における年間の電気使用量　
指

単　位 MWh 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 55,893 54,719
(6)

実　績　値 58,895 58,242 57,938 58,846 R6 53,545

達　成　率 0% 91% 0% 92% 0% 92% 95% 91% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 160,157 180,982

人件費 135,004 134,343

総事業費 295,161 315,325

前年比(金額) △4,538 20,164

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】環境のために、節電や節水など省エネルギーを心がけている区民の割合

定義等 世論調査で「環境のために、節電や節水など省エネルギーを心がけている」と答えた区民の割合
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 62 62.3 64.2 66.2 68.1
(1)

実　績　値 50.3 46.4 48.2 54.5 R6 70

達　成　率 81% 72% 74% 66% 75% 69% 82% 78% -

指標名 【活動1-1】地球温暖化に関する講座等の実施回数 

定義等 環境部が実施する参加者募集型の講座及び地域や学校等への出前講座の実施回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 190 230
(2)

実　績　値 222 114 147 236 R6 260

達　成　率 0% 85% 0% 44% 0% 57% 124% 91% -

指標名 【活動1-2】地球温暖化に関する広報紙やＳＮＳの情報発信回数 

定義等 地球温暖化対策の推進に関する情報発信回数（ホームページ、あだち広報、ＳＮＳ、ポスター、チラシ等配布）
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 240 240 240 280 360
(3)

実　績　値 294 248 241 355 R6 365

達　成　率 123% 81% 103% 68% 100% 66% 127% 97% -

指標名 【成果2】区内の再生可能エネルギーの導入容量（累計）

定義等 区内の再生可能エネルギーの導入容量（累計）
指

単　位 kW 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 35,036 34,68
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6

ールビズやウォームビ

ポ

ズ、時間外

の空調使用

イ

の制限の取組などによ

ン

り一定の効果が表れて

ト

いるものと思われる。

増

2)達成状況と原因分

加

析を踏まえた今後の方

し

向性

【指標1・2・3

た

】

　世論調査の結果を

が

見ると、節電等を心が

、

けている区民の割合は

目

少しずつではあるが増

標

加している。しかし、

達

令和3年度と比較す

る

成

と、男性の割合は50

に

代を除き各世代5ポイ

は

ント程度減少しており

至

、特に20代以下は3

ら

割に満たなかった。コ

な

ロナ禍での行動制限が

か

緩和されていく状況の

っ

中で、今後はこれまで

た

培ってきたオンライン

。

による情報発信やリモ

し

ート参加型の講座等の

か

ノウハウを活かし

て、

し

それぞれの年代や生活

、

環境に合った啓発活動

過

を行い、区民ひとりひ

去

とりの節電等への行動

5

変容につなげていく。

年

また、オンラ

インと対

間

面の双方の利点を活か

で

した講座や小・中学校

は

、町会・自治会などへ

一

の出前講座も充実させ

番

ることで、環境保全な

高

どの啓発

につなげてい

い

く。

【指標4・5・6

結

】

　太陽光発電システ

果

ム設置費助成による区

と

内再生可能エネルギー

な

導入量は着実に増加し

り

ており、区施設の再生

、

可能エネルギー由来

の

令

電力契約への切り替え

和

も進んでいる。今後も

4

太陽光発電システム等

年

に関する国や都の動向

度

を伺いつつ、太陽光発

の

電システムの導

入メリ

世

ットや再エネ100電

論

力への切り替えについ

調

て積極的に情報を発信

査

していくことで、区内

の

のCO₂ 削減を推進し

結

ていく。令和5年

度か

果

らは、ＺＥＨ・東京ゼ

を

ロエミ住宅補助金を新

年

たに開始する。

【中長

4

代

期の方向性】

　令和5

別

年度に策定予定の足立

に

区脱炭素ロードマップ

見

を基に、2030年カ

る

ーボンハーフに向けて

と

、エネルギー使用量の

、

効率化とCO₂

を排出

5

しない再生可能エネル

0

ギーの導入拡大の両面

・

から脱炭素に取組んで

 

6

いく。また今後も引き

0

続き、省エネに向けて

代

節電等を啓

発していく

は

とともに、公共施設に

男

おいても、CO₂ を排

性

出しない再生可能エネ

・

ルギーの活用をより一

女

層拡大していく。

性と

担

もに50

％を超え、特

当

に50代の伸びが大き

部

かった。また、令和3

に

年度と比較すると、特

お

に30代女性の伸び率

け

が高く14.5ポイン

る

ト増加し50.9

％と

評

なっている。原油価格

価

の高騰による家計への

（

影響などが、省エネを

部

心がける一因と想定さ

長

れる。

【指標2】

　コ

評

ロナ禍での行動制限が

価

緩和したことにより、

－

中止していた講座や出

１

前講座が少しずつ再開

次

され、目標値を大きく

評

上回った。令

和4年度

価

は、今まで中止してい

）

た対面式の講座や「あ

そ

だち環境かるた大会」

の

などのイベントを実施

１

するなど、人が集まる

1

事業の実

施が増え、受

)

講者・参加者数は令和

施

3年度の約1.8倍の

策

8,880人となった

の

。

【指標3】

　温暖化

達

対策の推進に関する情

成

報発信は、あだち広報

状

39件、区ホームペー

況

ジ68件、SNS23

と

8回、チラシ配布10

そ

件となった。特に、S

の

N

Sの情報発信は令和

原

3年度より98回多く

因

、より積極的に行った

の

ことにより目標値を大

分

きく上回った。

【指標

析

4】

　区内の再生可能

【

エネルギー導入量は、

指

令和4年度で1,43

標

1kW増加した。平成

1

15年から太陽光発電

】

システム補助金を継続

　

しているこ

とにより、

「

着実に増加しており目

環

標も達成した。また、

境

太陽光発電設備の78

の

％が小規模な10kW

た

未満の発電容量の機器

め

を設置してい

ることか

に

ら、区・都・国などが

、

行っている家庭部門の

省

補助制度が多く活用さ

エ

れたことも、成果の一

ネ

助となっている。

【指

を

標5】

　令和4年度の

心

太陽光補助金の申請件

が

数は150件で、概ね

け

目標通りとなった。助

て

成件数・発電量ともに

い

令和3年度と同程度で

る

あり、3

15.52ｔ

」

相当のCO₂ 削減につ

区

ながった。

【指標6】

民

　区施設の年間電気使

の

用量は毎年減少傾向に

割

あったが、令和4年度

合

は微増であった。なお

は

、学校を除く区内施設

、

は令和3年度より減

少

令

しているが、学校での

和

電気使用量が増加して

3

いた。令和4年度はコ

年

ロナウイルスの感染予

度

防対策が緩和され、部

と

活動を含め学校

等の運

比

営がコロナ禍以前に戻

べ

っていることが要因と

る

考えられる。なお、区

と

内施設については、ク
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

環境政策一般管理事務 環境政策課3882 1,105 20,743 21,848 現状維持 Ｂ

環境計画推進事業 環境政策課3883 24,072 26,550 50,622 改善・変更 Ａ

環境基金積立金 環境政策課3886 607 830 1,437 現状維持 Ｃ

環境保全普及啓発事業 環境政策課3887 4,640 20,733 25,373 改善・変更 Ｂ

環境学習推進事業 環境政策課20498 19,280 38,996 58,276 改善・変更 Ｂ

省エネ・創エネ推進事業 環境政策課21571 131,278 26,491 157,769 改善・変更 Ａ

合計６事業 180,982 134,343 315,325

3)施施策の手段として位置付け
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施

などの事業者に対して

策

も、３Ｒの啓発・助言

の

により、さらなるごみ

概

減量を図るととも　

　

要

に、事業系一般廃棄物

柱

の適正処理が安定的・

立

計画的に進められるよ

て

う許可業者への適切な

7

指導を行っていく。
方

【

　　　針
■　プラスチ

く

ック資源循環促進法の

ら

施行に伴い、現在、燃

し

やすごみとして焼却処

】

理しているプラスチッ

地

クの分別回収

　を実施

域

していく。

■　食品ロ

と

スを削減するため、飲

と

食店や流通関係事業者

も

、フードバンク等と連

に

携し効果的な啓発や事

築

業を行う。

担 当 課 名 足

く

立清掃事務所（取りま

、

とめ）

電 話 番 号 03-

 

3853-2141 E

安

-mail keika

全

ku-adachis

な

eisou@city

く

.adachi.to

ら

kyo.jp

　集団回

し

収やフードドライブ（

施

未利用食品の回収）に

策

おいて、区民、区民団

群

体及び事業者と連携し

名

て実施していく。

協働

6

・協創
の 取 組 み

【目標

環

】12持続可能な生産

境

消費形態を確保する【

負

ターゲット】12.5

荷

廃棄物の発生を減らす

が

【関連する理由】
ＳＤ

少

Ｇｓが
　・限られた資

な

源の有効活用と最終処

い

分場の延命のため、大

く

量消費・大量廃棄の生

ら

活を見直し、ごみの減

し

量・資源化
目指す目標

を

　　を推進する。
（タ

実

ーゲッ
　・区民や事業

現

者等の行動変容を促し

す

、ごみの発生抑制、持

る

続可能な資源利用への

施

転換を図る。
ト）との

策

関
【評価】

連及び評価

名

　・区民に対し資源の

6

分別や使い捨てプラス

.

チックの削減に向けて

2

SNSをはじめとする

ご

情報発信を積極的に行

み

うとと

　　もに、食品

の

ロス削減についてはパ

減

ネル展等を通して身近

量

で具体的な啓発を実施

・

した。

備　　　考

資源化の推進

■　限られた資源の有効活用と最終処分場の延命のため、大量消費・大量廃棄の生活を見直し、ごみの減量・資源化

　を推進する。

■　区民や事業者等のごみの減量・資源化の意識を高め、行動変容を促し、ごみの発生抑制、持続可能な資源利用へ

施策の方向 　の転換を図る。

( 目 標 )

■　家庭ごみ量については、世帯と人口の増加に反して、区民一人1日あたりのごみ排出量は減少した

　（平成27年度：561.1ｇ　⇒　令和元年度：533g）。

■　事業系ごみ量については、平成21年度以降は約43,000ｔとほぼ横ばいで推移している。

■　３Ｒ事業により、ごみ削減と資源化率の向上を図ってきたが、最近では海洋プラスチック問題が注目され、廃プ
現　　　状

　ラスチックの削減が求められている。

■　令和元年度に食品ロス削減法が制定されたが、区の家庭から排出される燃やすごみには、未利用食品が3.6％、

　食べ残し等も2.6％含まれている。

■　燃やすごみの中には資源化できるものが多く含まれているため、正しい分別の徹底により資源化を図るととも

　に、無駄な物を買わない等の行動を普及させることで、ごみ排出量を抑制しなければならない。

■　事業系ごみは、リサイクルできる紙類が多く含まれたまま、その他のごみと一緒に焼却されているため、ごみ減

　量のために

足

分別の徹底が必要とな

立

る。

■　限られた資源

区

の有効活用と環境負荷

　

の低減を図るため、使

令

い捨てプラスチックの

和

資源化と削減を進めて

５

いく必要
課　　　題

　

年

がある。

■　食品ロス

度

については、SDGs

施

の「飢餓をゼロに」「

策

つくる責任つかう責任

評

」の目標達成に向けて

価

、社会全体のさ　

　ら

調

なる「もったいない」

書

意識の向上が必要であ

(

る。

■　限られた資源

令

を有効活用するため、

和

「混ぜればごみ　分け

４

れば資源」をわかりや

年

すく周知し、分別の徹

度

底を図る

　とともに、

事

区民に対して３Ｒを広

業

く、粘り強く啓発し、

実

ごみ排出量の抑制を図

施

るとともに、資源回収

)

量及び資源化

　率を向

1

上させていく。

■　オ

 

フィスビルや商業施設

89

個別施策評価調書



- 4.1 3.8 R6 2.76

達　成　率 0% 77% 0% 0% 0% 67% 82% 73% -

指標名 【成果②】資源化率

定義等 【資源行政回収量+集団回収量+燃やさないごみ・粗大ごみ資源化量）÷（家庭ごみ排出量+資源行政回収量+集団回収量】
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 19.8 20.1 20.5 20.9 21.3
(5)

実　績　値 19.05 19.98 19.79 19.52 R6 21.5

達　成　率 96% 89% 99% 93% 97% 92% 93% 91% -

指標名 【活動指標②】資源回収量

定義等 行政回収量+集団回収量
指

単　位 t 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 31,100 31,100 31,200 31,300
(6)

実　績　値 - 33,136 31,896 30,504 R6 30,900

達　成　率 0% 0% 107% 107% 103% 103% 98% 99% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 6,004,435 6,452,480

人件費 1,644,603 1,517,571

総事業費 7,649,038 7,970,051

前年比(金額) 96,983 321,013

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果①ー1】区民一人1日あたりの家庭ごみ排出量　※低減目標

定義等 区収集ごみ量÷人口（該当年度の１月１日現在）÷365日　
指

単　位 g 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 520 510 500 490 480
(1)

実　績　値 533 547.2 532.8 516.2 R6 470

達　成　率 98% 88% 93% 86% 94% 88% 95% 91% -

指標名 【成果①ー2】区内のごみ量（区収集ごみ量+事業系持込ごみ量）　※低減目標

定義等 区収集ごみ量+事業系持込ごみ量　※事業系持込ごみ量は8月に確定
指

単　位 t 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 173,755 170,400 167,400 165,400 162,400
(2)

実　績　値 178,658 177,741 173,721 172,220 R6 158,400

達　成　率 97% 89% 96% 89% 96% 91% 96% 92% -

指標名 【活動①ー1】プラスチックごみ削減のため、マイバッグを使うなどして不要なレジ袋を断っている区民の割合

定義等 足立区政に関する世論調査
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 75 78
(3)

実　績　値 56.5 75.9 79.3 77 R6 75

達　成　率 0% 75% 0% 101% 0% 106% 103% 103% -

指標名 【活動①ー2】家庭ごみにおける未利用食品の割合　※低減目標

定義等 ごみの組成調査
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 3.1 3.6
(4)

実　績　値 3.6
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み

年4月より、区内一部

量

の地区で先行実施し、

は

回収作業における課題

約

の洗い出しや検証を行

4

ったうえで令

和8年4

,

月から予定している全

0

区展開に必要な対策を

0

検討していく。

　また

0

、令和4年度足立区政

t

に関する世論調査の結

減

果によると、「ごみと

と

資源の分別を実行して

大

いる」割合は、84.

き

7％と高いが、

「雑紙

く

を燃やすごみではなく

減

、資源として出してい

少

る」割合は、56.3

し

％に留まっている。特

た

に30歳以下の世代の

。

意識が低いため、

効果

区

的な情報発信を行い、

内

ごみ減量に繋げていく

人

。

　食品ロス削減に向

口

けて、家庭系において

は

は、これまで進めてき

微

た賞味期限や在庫の確

増

認、食品を使い切るた

し

めのレシピ紹介に加

え

た

て、現在検討している

も

体験型イベントを通じ

の

て食品ロスを実践して

の

もらえるよう啓発して

、

いく。事業系について

ご

は、引き続きフ

ードシ

み

ェアリングアプリの活

量

用や未利用食品のフー

が

ドバンク等への寄贈促

大

進等を図るとともに、

き

10月の食ロス・3R

く

推進月間に合わ

せて食

減

品ロス削減に取組む飲

少

食店等を区ホームペー

し

ジやSNS等で紹介し

た

たり、Rのお店との3

た

Rキャンペーンを協働

め

で実施する。また

、A

区

Iを活用した食品ロス

民

削減システムに基づく

一

運営が食品ロスの発生

人

をどの程度抑制できる

1

か、公募により選定し

日

た参加者に導入

し、そ

あ

の効果を検証する。

たりのごみ量も

4

減少した。

【指標2】

 

区内のごみ排出量は、

担

対前年度比で1,50

当

1t減ったものの、目

部

標達成度の視点で見る

に

と昨年度と同様の水準

お

にとどまった

。ごみの

け

内訳を見ると、家庭ご

る

みは減少傾向にあり、

評

事業系ごみは増加して

価

いる。これはコロナ禍

（

が一定程度薄らいだこ

部

とで、家

庭での巣ごも

長

りが減った一方、事業

評

活動が活発化したこと

価

に起因していると分析

－

している。

【指標3】

１

レジ袋の有料化や継続

次

的に行っているSNS

評

や広報等での啓発が一

価

定程度、区民に定着し

）

てきていると考えられ

そ

る。世論調

査でもレジ

の

袋を断っている区民の

１

割合は約8割と高い割

1

合を示しているが、年

)

代別で見ると18～2

施

9歳の若い世代が約5

策

割と低くなっ

ている。

の

若い世代が実践するこ

達

とで更なるごみの減量

成

が期待できる。

【指標

状

4】令和4年度の未利

況

用食品の割合は令和3

と

年度と比べ減となった

そ

。コロナ禍の行動制限

の

が緩和され外食の機会

原

が増えたこと

も一因と

因

考えられる。

【指標5

の

】家庭ごみ量も大きく

分

減少したが、資源回収

析

量も大きく減少してい

 

るため、資源化率は令

【

和3年度と比較し、ほ

指

ぼ横ばいと

なった。

【

標

指標6】行政回収につ

1

いては、ペットボトル

】

の回収量は令和3年度

令

とほぼ横ばいとなった

和

ものの、古紙・びん・

3

缶・食品トレイの

回収

年

量は減少した。集団回

度

収については、高齢化

よ

により活動を廃止する

り

団体や、新聞・雑誌の

も

購読数の減少傾向が続

コ

いていること

から集団

ロ

回収量は減少した。

　

ナ

2)達成状況と原因分

禍

析を踏まえた今後の方

に

向性

　社会情勢の影響

よ

により、ごみ量や資源

る

回収量は大きく影響を

社

受けることが見込まれ

会

る。ごみ収集や資源回

生

収は、区民生活に欠か

活

せない事業であること

上

から、安全対策や感染

の

リスク対策を十分に行

影

い、収集運搬を安定的

響

に継続して行く。　

　

が

令和4年4月のプラス

緩

チック資源循環促進法

和

の施行に伴い、これま

さ

で燃やすごみとして焼

れ

却処理していたプラス

た

チックを分別回収

する

た

ことで、CO₂ 排出削

め

減やごみ減量に大きく

か

寄与する。これまでと

、

違い、ごみの分別方法

家

や収集曜日の変更等が

庭

生じるため、円

滑な実

ご

施をめざして、令和6
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

清掃関係一般管理事務 ごみ減量推進課3868 1,615 20,743 22,358 現状維持 Ｂ

清掃管理事務負担金支出事務 ごみ減量推進課3869 1,358 830 2,188 現状維持 Ａ

有料ごみ処理券販売事業 ごみ減量推進課3871 22,845 14,105 36,950 現状維持 Ｂ

東京二十三区清掃一部事務組合分担金の支出事務 ごみ減量推進課3874 3,061,428 1,659 3,063,087 現状維持 Ａ

ごみ収集運搬事業 足立清掃事務所3875 2,073,650 1,074,816 3,148,466 改善・変更 Ａ

清掃車両運営事業 足立清掃事務所3876 46,670 154,146 200,816 改善・変更 Ｂ

し尿収集運搬事業 足立清掃事務所3877 13,044 8,297 21,341 改善・変更 Ｂ

資源化物行政回収事業 足立清掃事務所3878 1,007,490 49,782 1,057,272 拡充 Ａ

集団回収支援事業 ごみ減量推進課3879 60,171 27,341 87,512 改善・変更 Ａ

浄化槽清掃助成事業 ごみ減量推進課3880 146 3,319 3,465 現状維持 Ａ

事業系廃棄物処理事務 ごみ減量推進課3881 1,472 38,166 39,638 改善・変更 Ａ

リサイクルセンター施設の維持管理事業 環境政策課3884 29,996 15,755 45,751 改善・変更 Ｃ

３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）推進事業 ごみ減量推進課3888 11,262 30,640 41,902 改善・変更 Ａ

清掃事務所の運営事務 足立清掃事務所38

3

95 118,363 7

)

6,313 194,6

施

76 現状維持 Ａ

環境清

施

掃関係施設改修事業 足

策

立清掃事務所2293

の

7 2,970 1,65

手

9 4,629 休止・終

段

了 Ｂ

合計１５事業 6,

と

452,480 1,5

し

17,571 7,97

て

0,051

位置付け
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